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長い日本の歴史を振り返って誰でも気がつくことは、日本が外国と積極的に交流し、

文化を取り入れ、日本をそれによって変革していこうとした「開国」の時期と、外国と

の交流に消極的となり、国内の充実に注力する「内向き」の時期が交互に繰り返されて

きたという点である。これは日本人の間に「さらなる開国を推進し、グローバル化に積

極的に適応していくことこそ日本にとって不可欠とする立場」をとるのか、「グローバル

化を無批判に受け入れるのではなく、日本人としての伝統的な価値観やアイデンティテ

ィを重視し、国内社会の充実こそ日本の競争力を高めるとする立場」の対立をもたらし

てきた。

このような対立は、幕末においては「開国派」と「攘夷派」の対立として存在したし、

また、現代日本においても「構造改革派」と「保守派」の対立として存在する。本稿の

議論においては、與那覇潤氏の著書『中国化する日本』に刺激を受け、そこで展開され

ているロジックを追いながら、與那覇氏に倣って「グローバル化の潮流は不可逆的であり、日本が前向きにその潮流に

従う方向性」を「中国化」と呼び、逆に、「グローバル化の安易な潮流に乗ることを是とせず、日本独自の文化や価値

観を大事にしながら、国際的なプレゼンスを高めるべきだとする方向性」のことを「江戸化」と呼ぶ。そのうえで、日

本が「中国化」すべきなのか、「江戸化」を志向すべきなのか、という歴史上お馴染みの問題について、いくつかの論

点を提出せんとしたものである。

與那覇氏の主張は大胆に要約すれば、「今から1,000年以上前、中国の宋王朝の時代に成立した政治経済体制は、現

代グローバル世界の原型とでも言うべき性格を有しており、実際、日本を含む現代世界は宋王朝の時代に成立した政治

経済モデルに収斂しつつある」ということになる。わが日本も、「中国化」という大きな歴史的潮流に逆らうことはで

きず、これまでの江戸的な「イエに縛られた縦型の人間関係」という特徴を持つ閉じた世界から決別せざるを得ないと

いうのである。

果たしてこの主張は是認しうる主張なのであろうか。これはさまざまな側面から議論を尽くす必要のある問題であり、

実は簡単な結論はないというのが本稿の立場なのであるが、以下では與那覇潤氏の議論に依拠しながら、日本史で繰り

返し立ち現れてきた、この日本人が避けて通れない問題について私なりの検討を加えたものである。

日本の進むべき道：「中国化」か「日本化」か

「中国化」か、「江戸化」か
～選択を迫られる日本～
“Chinafication” or “Edofication”: An Urgent Choice for Japan

Anyone who looks back on Japan’s long history notices that two kinds of periods repeatedly alternated: periods of open-country policy when the
country actively interacted with foreign countries, absorbed their cultures, and tried thereby to reform itself and periods of introversion when the
country was unwilling to engage in foreign interactions and focused on domestic development. Consequently, the Japanese have faced a conflict
between two positions: one that considers it essential for the country to open itself further and adapt willingly to globalization and another that
opposes uncritical acceptance of globalization, emphasizes traditional values and an identity of being Japanese, and advocates domestic
development as the driving force behind the country’s competitiveness.
Such a conflict existed not only toward the end of the Edo period, as a conflict between those who supported open-country policy and those who
advocated the expulsion of foreigners, but also exists at the present time, as a conflict between the structural reformists and the conservatives.
The discussion in this paper is inspired by a book authored by Jun Yonaha, Chugokuka suru nihon (Chinafication in Japan). After presenting the
definitions as well as the logic that Yonaha uses in his book, this paper defines“Chinafication”as the tendency where Japan regards the trend of
globalization as irreversible and follows it willingly and“Edofication”as the tendency where it denies the convenience associated with the
globalization trend and supports the idea of increasing Japan’s international presence while cherishing the country’s unique culture and values.
Several points are then raised as to the historically familiar question of whether Japan should pursue Chinafication or Edofication.
The rough gist of Yonaha’s argument is as follows: the politico-economic system that was established in China more than a thousand years ago in
the Song Dynasty period is a prototype of the modern global world, and the modern world (which includes Japan) is actually converging to the
politico-economic model that was built in that period. According to Yonaha, Japan cannot resist the major historical trend called Chinafication and
must depart from the closedness typical of the Edo period, which is characterized by “vertical”personal relationships constrained by family lineage.
Can this argument be really accepted? This is a question that needs to be fully discussed from a variety of angles. The author’s position is that
there is no easy answer to this question. In what follows, based on Yonaha’s argument, the author examines this issue, an issue that has arisen
repeatedly throughout the history of Japan and which the Japanese cannot avoid.
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日本は「中国化」するのか、はたまた、「江戸化」する

のか。いずれにしても奇妙な問題設定だと感じられる読

者も多いことだろう。

その意味するところは追々詳しく説明していくことに

するが、ここでは「中国化」とは、1,000年以上も前に

中国の宋王朝時代に成立した体制に世界や日本が近づい

ていくことであり、また、「江戸化」とは、日本人が江戸

時代に築いた「イエ社会」のような、同一の場所にとも

に棲むことで成立する長期的人間関係を特徴とする体制

に戻る傾向のことである。大胆に言い換えるならば、「さ

らなる開国を推進し、グローバル化に積極的に適応して

いくことこそ歴史的必然とする立場」をとるのか、「さら

なるグローバル化、自由主義経済を無批判に受け入れる

のではなく、日本人としての伝統的な価値観やアイデン

ティティを重視し、長期的な信頼関係を重視していこう

とする立場」をとるのか、というお馴染みの問題だと言

い直しても良い。

実際、これは日本人が歴史上、何度も直面し、そのた

びごとに答えに窮し、時には成功し、時には手痛い目に

遭ってきた問題でもある。漢字や仏教の導入、遣唐使の

派遣による中国文化の全面的取り入れ等の開国政策のあ

とは、国風文化への回帰があったし、平清盛や後醍醐天

皇、足利義満等、宋王朝的な体制を目指そうとする為政

者もいた。キリシタンの禁止と鎖国に踏み切った江戸幕

府、その後に二百数十年に亘って続いた平和の中で培わ

れた日本人の気風や価値観は現代日本人の間でもしっか

りと受け継がれているように見える。明治維新における

文明開化（中国化）、昭和初期から第2次世界大戦にいた

る軍国主義の時代（江戸化）、さらには、第2次世界大戦

後のアメリカ化（中国化）、そして、1990年代以降のグ

ローバル・スタンダードに基づく構造改革（中国化）の

潮流等、日本人は日本史のほとんどすべての時期におい

て、「開国」（中国化）か「内にこもるべき」（江戸化）か

という問題と深く関わってきたのである。

この問題を考えるにあたって、最近、極めて刺激的な

書物（與那覇潤『中国化する日本』）が現れた。この本を

読み解きながら、現代日本は「中国化」すべきなのか

（「中国化」は不可避なのか）、あるいは「再江戸化」すべ

きなのか、という古くて新しい問題についてもう一度考

えてみようというのが本稿の目的である。

もとより、問題はあまりに壮大であり、ここで十分な

議論を展開するには紙幅の点でも、筆者の能力の点でも

不可能であることをあらかじめお断りしておきたい。

この1年で最も知的刺激を受けた本は何かと問われれ

ば、私は歴史学者・與那覇潤『中国化する日本──日中

「文明の衝突」一千年史』（文藝春秋）と答えるだろう。

與那覇氏は1979年生まれ、つまりまだ33歳の若者で

あるが、広い世間でも、この若さにしてこれだけ頭のシ

ャープな学者というのはそれほどいないのではないか。

この本を一読して、正直、その切り口の鋭さ、新鮮さに

驚愕させられた。

以来、自分の主宰する塾（三菱UFJリサーチ＆コンサ

ルティングにおける「巌流塾」や、一般社団法人不識庵

が主宰する「不識塾」）にも講師としてお招きし、親しく

その謦咳に接しているのだが、與那覇氏の素晴らしいと

ころは、多くの歴史学者が知らず知らずに陥っている

「西洋中心史観」の罠にはまっていないということだ。

「西洋が世界の中心」と考えがちな、また、「西洋史す

なわち世界史」という偏った歴史教育を受けてきた私た

ちの世代とは違って、彼は西洋を「相対化」することに

見事に成功している。さらに言えば、與那覇氏は「西洋

中心史観」に代わるものとして、「中国化」という新たな

概念を持ち出し、それを「西洋化」に代わる軸として世

界史、そして、日本史を語り直してみようと言うのであ

る。

さて、その與那覇氏の『中国化する日本』という本の

タイトルはいかにもセンセーショナルな印象を読者に与

える。この本の表紙を見た少なからざる日本人が「なぜ

1 はじめに

2 與那覇潤『中国化する日本』という著書
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日本がわざわざ中国のようにならなければいけないのか」

「日本は中国に飲み込まれてしまうとでもいうのか」と反

発を覚えたであろうことは想像にかたくない。実際、私

の身の回りでも、タイトルだけを見て拒否反応を示した

人が多かった。

なるほど、今日の日本人にとっての中国の印象は「最

悪」であろう。共産党幹部の汚職・腐敗、環境汚染、沿

海部と内陸部との経済格差、ネットを初めとするあらゆ

る分野における共産党による徹底した情報統制……まさ

に「ノートリアス・チャイナ」である。また日本人にと

っては、尖閣諸島をめぐる領有権問題、やらせ反日スト、

さらには歴史認識問題、愛国教育等、さまざまな摩擦や

因縁もある。

そのような事情があるところにいきなり「日本が中国

化する」と言われれば、「何をいったい」と思っても当然

である。しかし、與那覇氏の言う「中国化」とは、けっ

して日本が中国の属国になるべきであるというような短

絡的な議論でもないし、また日本の文化伝統よりも中国

の文化の方が優れているといった浅薄な文化論でもない。

むしろそうした価値判断はいっさい含まれていないと言

ってもいい。

では、與那覇氏はいったいこの本の中で何を主張しよ

うとしているのか。

その詳細については同書をお読みいただくか、あるい

は、本誌に収録された「巌流塾」における與那覇氏の講

演録をお読みいただいてもその一端は理解できると思う

が、彼の主張を私なりの問題意識から整理してみると次

のような話になる。

與那覇氏の主張は大胆に要約すれば、「今から1,000

年以上前、中国の宋王朝の時代に成立した政治経済体制

は、現代グローバル世界の原型とでも言うべき性格を有

しており、実際、日本を含む現代世界は宋王朝の時代に

成立した政治経済モデルに収斂しつつある」ということ

になる。わが日本も、「中国化」という大きな歴史的潮流

に逆らうことはできず、これまでの江戸的な「長期的な

縦型の人間関係」という特徴を持つ独特の閉じた世界か

ら決別せざるを得ないというのである。

多くの人はこれを聞いて驚かれるだろう。中国は歴代、

専制君主たる皇帝が君臨してきた中華思想の国であり、

現代では共産党一党独裁の共産主義を標榜している国で

ある。啓蒙思想に基づく民主主義やグローバル資本主義

で特徴付けられる現代西洋世界とは似て非なるものと考

えるのが普通であろうし、したがって、明治以来、西洋

化したはずの日本が「中国化」するとはどう考えても納

得がいかないと考えるのが普通だからだ。

しかし、與那覇氏は、大胆にも「歴史的必然」として、

日本を含む世界は宋王朝時代の政治経済体制に収斂しつ

つあるというのだ。

それでは、宋王朝時代に成立した政治経済体制とはど

のようなものであったのか。まず、政治体制。中国歴代

王朝の特色は、「皇帝専制」と「科挙制度」によって特徴

付けられる。すなわち絶対的な権力を持った皇帝が君臨

し、その周りを科挙出身のエリート官僚が固めているイ

メージだ。こうした中国的な政治体制が確立したのは宋

の時代に入ってからだと與那覇氏は指摘する。

それまでも、もちろん皇帝も官僚もいたわけだが、宋

よりも前の時代の王朝には既得権益を持つ貴族階層がい

て、この貴族たちは王朝が変わっても特権的地位を維持

し、政治的影響力を持ち続けていた。このように、中国

では古来、皇帝（とその直属の官僚）と貴族、さらには

宦官グループとが互いに争いあう構造が続いていたのだ

が、これに終止符が打たれたのが宋の時代で、宋王朝が

成立するとさまざまな既得権益を有していた貴族のよう

な中間層が政治の舞台から排除され、以後は皇帝による

独裁制が確立する。

この皇帝独裁を支えるのが、皇帝自身が最終試験官を

務める科挙によって採用された官僚たちであった。科挙

の一大特徴は、身分や出自、家柄や職業等一切の制約が

なく、誰にでも平等に受験資格があったことだ。誰にで

も受験資格があるという点でそれまでの世襲的な考え方

3 宋王朝時代にできた「現代世界の原型」
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とは決定的に異なっていた。つまり、「機会の平等」が保

証されていたという点では開かれた「民主的」な制度と

いうことになる。フェルナン・ブローデルは『歴史入門』

（金塚貞文訳、中公文庫）の中で、科挙試験を受ける際の

「機会の平等」について「19世紀のヨーロッパの名門大

学よりははるかに広く門戸が開かれていた」（94ページ）

と記している。

さて、科挙に合格した官僚は当然、特権階級になり、

富裕な階級になるわけだが、重要な点はそうやって築い

た地位は一代限りであり、決して世襲は許されなかった

という点だ。世襲を許してしまうと、何代か経つうちに

特定の家系に富や権力が集中し、既得権益の構造が復活

する。これを排除するために、世襲は許されなかったの

である。

広大な中国を統治するためには、全国に通じる「普遍

的な理念」が必要になる。その理念として使われたのが

儒教思想であった。「徳」（普遍的な理念）に基づいた統

治を全国にあまねく行き渡らせるため、科挙に合格した

官僚達が全国に派遣されたが、科挙に合格した高級官僚

は、儒教の教えをとことんマスターした人たちであり、

理論上、「徳」を身につけた支配者ということになる。し

たがって、彼らは皇帝による「徳」に基づく統治（徳治

政治）の実践者と位置づけられる存在であった。「儒教」

という「徳」を身につけた科挙合格者達が、「儒教」とい

う普遍的な理念に基づいて皇帝の意向に沿って広大な領

土を治めていくという構図である。これは強力な中央集

権ではあるが、科挙合格者が極めて少人数であったこと

からも分かるように、極めて「小さな政府」でもあった。

以上が宋王朝以降の中国における政治体制の特徴であ

るが、経済面ではどうか。それは徹底した自由な市場競

争が許されるようになったということだという。それま

で特定の土地、身分、出自に縛られ、職業選択の自由も

なかった中国で、ヒト・モノ・カネの移動が自由化され

たのだ。というより、既存の貴族や地方領主等が一掃さ

れたために、民衆の面倒を見る地域の権力者がいなくな

り、民衆は放置されてしまったのである。そのため、見

捨てられた民衆は自らの食い扶持を求めて移動し、新た

な仕事を探さざるを得なかったのである。それを制度的

に担保したのが、宋銭の導入による貨幣経済への転換だ

った。重要なのはこの時代から中国の民衆の納める税金

は物納から金納（宋銭による納税）に変わったことだと

與那覇氏は記している。つまり、前近代的な土地支配に

よって民衆を特定の土地や身分に縛り付けるのではなく、

自由に経済活動をさせて、そこからの「上がり」を貨幣

によって徴収するという徴税システムへの変更である。

物々交換の世界から貨幣経済への転換である。

つまるところ、職業選択の自由が生まれ、人々は自由

に好きな場所に移動し、好きな職業について、自分の才

覚と努力に基づいて自分の生計を立てなさい、という現

代的な自由主義市場経済体制が確立したということにな

る。というのも、農作物の物納を前提にした封建的シス

テムのもとにあっては、農民が勝手に土地を捨てて都会

に出ていけば年貢徴収がままならなくなるが、自由主義

経済においては、農業部門から上がってくる年貢に限ら

ず、商業から得られた所得に対しても税金を徴収できる

ので、農民達を農地に縛り付けておく必要はないという

ことなのであろう。宋代以前の中国では職業選択の自由

はなかった。農民の子は農民でないといけない。しかし、

税が金納となれば、そのような制約は必要がなくなる。

商業でも農業でも税さえきちんと納めれば、それでよい

という自由主義経済体制が宋時代に生まれた。もちろん、

自由になったということは、国家が面倒を見ないという

ことでもあるので、民衆が納める税金は極めて少なかっ

たと言われている（池田信夫・與那覇潤『『日本史』の終

わり』PHP研究所）。

このような貨幣を媒介とした自由経済システムは世界

的に見ればある種、極めて「先進的」なシステムであっ

た。当時にあっては、世界のほとんどの地域においては、

ヒト・モノ・カネの自由な移動を認めない封建的な中世

社会の真っ只中にいたからである。

かくして宋王朝以来、政治は「民主的」な科挙によっ

て選ばれた官僚を使った皇帝による「徳治」統治、経済
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は国家からの干渉をできるだけ少なくする自由主義市場

経済体制ができあがった──というのが與那覇氏の見立

てなのだが、たしかにそう言われてみれば、今の中華帝

国における共産党独裁と　小平以来の「改革開放」路線

も、まさにその伝統を継ぐものと言えるかもしれない。

もっとも現代中国における皇帝は国家主席、統治理念は

儒教ではなく、毛沢東思想、もしくはマルクス・レーニ

ン主義であり、科挙に合格した官僚の代わりは共産党幹

部が務めているということになるが。

小平は有名な南巡講話で「政治は我々中国共産党が

今後も支配していくが、その代わりに『ネズミを捕る』

（つまり金儲けする）のは、できるところから始めてよい」

と言った。そこから改革開放が一気に加速したわけだが、

これはまさに宋代以来の自由市場の考え方に回帰すると

いうことに他ならない。実際、中国には資本主義はない

が、電力や通信等の国策分野を除けば、自由で激烈な市

場競争が日夜展開されており、決して競争制限的ではな

い。それどころが、日本から進出した企業が驚きあきれ

るほど、激しい過当競争の世界でもある。

ところで、こうした中華帝国のあり方は、西欧近代社

会が歩んだ「帝国主義」とは名前こそ同じでも、その実

態はまったく違う。いや、正反対である。

まず第1に、西洋は小さな民族ごとに国家が形成され

た。1648年に締結されたウェストファリア条約によっ

て、国家がそれぞれ国家主権を有するという考え方のも

と、国際法が導入され、小国分立の形が定着した。ヨー

ロッパ諸国はそれまで戦争に次ぐ戦争で疲弊しきってい

たのだが、この時を以て西洋的近代主権国家が生まれた

のである。中国はそうはならなかった。とことん、最後

の勝者が残るまで、戦い抜いたのが中国であった。秦の

始皇帝が多くの部族国家の戦いを勝ち抜き、最後に中国

全土を統一した。あの広大な大陸を曲がりなりにも統一

にまで持ち込んだということが.西洋とは異なるその後の

中国史を決定づけることになる。

中国の場合、西洋のように、一つひとつの国家が主権

を有するというような形にはならず、中央集権のもと、

絶対権力を持つ皇帝が中国全土をひとつの文明圏として

緩やかに統治するという形になった。したがって、中国

はヨーロッパのような国民国家ではなく、中華文明圏と

でも呼ぶべき政治構造を持つ。このような観点からする

と、ヨーロッパが今日、EUを創り上げたのは、一種の

「中国化」と言えるであろう。すなわち、EU成立によっ

て各国の国家主権が形骸化し、中央集権的なEU政府が統

治を行うようになれば、それは確かに「中国化」したと

いうことになるだろう。

第2は、西欧の帝国主義的な世界制覇は軍事力を持つ

「国家」と、商業や金融を握った「資本」とが結託するこ

とで可能になった。つまり政経一体こそが西洋文明の強

さだったのである。これは明白に中国の歴史とは異なる

点である。

イギリスから生まれた資本主義経済が世界を席巻でき

たのも、軍事力を有する国家が商業的利益を求める商人

達の後ろ盾となり、その両者が結託することで有色人種

を次々と奴隷にし、土地を奪い、資源や原材料の支配権

を持つことに成功したためであった。それが産業革命を

支える力となり、西洋資本主義が世界経済を支配する原

動力であった。資本主義が今日のような力を持てたのは、

白人による有色人種支配、植民地支配があればこその話

なのである。

もちろん、このような歴史的現実が日本や多くの国に

おける歴史教科書にバランスよく記載されているわけで

はない。西洋世界の偉大さは、ルネッサンスや宗教改革、

市民革命や数々のイノベーションを生んだ科学革命の成

功等に求められるのが普通であり、白人による有色人種

征服の話はあまり表立っては出てこない。「植民地経営は

先進国にとっては経費がかかり、多分に大きな負担とな

った」というのが西洋史学界では半ば常識化しているよ

うであるが、もし負担がそれほど大きいのなら、なぜ19

世紀、西洋列強があれほど熱心に植民地獲得に狂奔した

のか説明できない。

4 現代資本主義世界が直面している問題
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それはともかく、西欧流の民主主義もまた、こうした

背景があったからこそ成立した。国民（と言っても、は

じめそれは富裕な白人男性に限定されていた）一人ひと

りが主権を持つという民主主義のシステムを西欧社会が

採用したのは、何よりもそうすることが「強い国家」を

作ることにつながるという冷徹な認識があったからに他

ならない。民主主義によって国家と国民との結びつきを

強固にすれば、国家への忠誠心は高まる。実際、独裁国

家や全体主義国家に対して、民主主義国家は戦争におい

て常に勝利を収めてきた。

言ってみれば、民主主義と資本主義が車の両輪になる

ことで、欧米先進国は地球を制覇することができたわけ

で、それはまさに政経一致のなせるわざであったわけだ。

もちろん、先にも述べた通り、当の西洋人たちはこう

した生臭い真実をすすんで認めようとはしない。西欧社

会が世界に影響力を持つようになったのは、民主主義や

人権、自由主義等の啓蒙思想が素晴らしい理念であり、

人類の究極の理想であるからだというわけである。

1991年12月25日、ソ連が崩壊したことで「民主主

義や自由主義経済こそが最高の体制である」という欧米

人の主張は証明されたかのように見えた。フランシス・

フクヤマに至っては、ソ連が崩壊し、自由主義の共産主

義に対する優位性が証明されたことで、もうこれ以上進

んだ思想は生まれないとして『歴史の終わり』という著

名な本まで書いた。民主主義と自由主義市場経済が社会

発展の最終形であるとまで書いたわけだが、しかし、そ

れ以後の世界におけるさまざまな展開はフランシス・フ

クヤマの楽観的なシナリオを無残に打ち破ったといって

良いだろう（当のフクヤマ自身、このことは認めている）。

実際、ソ連崩壊から始まったグローバリゼーションの流

れは「歴史の終わり」を告げるどころか、資本主義や自

由主義市場経済の限界を早々と世界に露呈することにな

ったのだから皮肉なものである。

現代資本主義世界が抱えている問題については今さら

長々と書くまでもないことだが、9.11同時テロ、2008

年のリーマン・ショック、3.11の福島原発事故、中国等

新興国の台頭、地球環境汚染の激化、世界的な格差拡大

現象、さらに、ギリシャ危機に始まるユーロ危機、アメ

リカ経済の長期低迷等、その矛盾はますます顕著なもの

になっている。日本について言えば、すでに「失われた

20年」から「縮小経済」の時代に突入している感さえあ

る。

とりわけ深刻なのは、日本のみならず欧米先進国が、

ことごとく「経済成長の壁」に直面しているということ

だろう。EU諸国はユーロ危機に直面しており、ギリシャ

やスペインをどう救済するのかに汲々としている。アメ

リカは、サブプライム・ローン問題で痛めつけられた低

所得者層や零細金融機関がいまだに立ち直れない状況に

ある。その結果、巨大な財政投入にもかかわらず景気回

復は実現せず、税収の自然増など望むべくもない。かと

いって、さらに積極的な財政投入をする余裕はなく、む

しろ増税や歳出削減によって、財政再建を本格化しなけ

ればならないという局面にある。それは景気をさらに悪

化させる要因になる。

それゆえに多くの国において勢いを増しているのは、

「中央銀行が景気対策のための主役になるべきである、し

たがって、中央銀行はさらなる金融の量的緩和によって

どんどん紙幣を刷るべきだ」というなりふり構わぬ考え

方だ。欧州中央銀行、米連邦準備理事会、日本銀行、す

べて同じ状況に置かれているといって良い。しかし、こ

れは明らかに苦し紛れの政策であって、本来の中央銀行

の役割を逸脱している。そもそも中央銀行とは物価の番

人として、あるいは経済の潤滑油として、適正な量の通

貨を供給すべき存在なのであって、本来はインフレやバ

ブルの原因となる金融の肥大化には抵抗すべき立場にあ

るはずだからである。各国の中央銀行が貨幣の増刷競争

に明け暮れるようになり、その結果、「貨幣」に対する信

用が失われれば、資本主義は壊滅せざるを得ない。

こうした諸々の問題を解決したくとも、既存の民主主

義や資本主義体制ではうまく対応できない。というのも、

5 「不利益分配」に無力な民主主義体制
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民主主義にしても、資本主義体制にしても、本来、パイ

の増大から来る「利益の配分」に適したシステムだから

である。右肩上がり経済のもと、有権者達はパイの分け

前を求めて投票に行くわけであるが、その結果、あるグ

ループが有利に、他のグループには不利な配分になるこ

とは避けられない。しかし、右肩上がり経済においては、

それでもほとんどすべての投票者に対して、増大するパ

イの分け前を（その多寡は別にして）配分することがで

きる。そうである限りにおいて、民主主義的な配分がす

べての有権者を完全に満足させることはできないとして

も、右肩上がり経済においては十分に「多数の人たち」

を満足させることができるだろう。

その意味において、「民主主義は機能してきた」のであ

る。ところが資本主義世界の成長が止まることで、国家

財政の立て直しのために増税したり、社会保障の削減を

したり、貧困の問題を解決したり、あるいは、放射能汚

染された「がれき」をどこの地域が引き受けるかといっ

た、さまざまな「不利益配分」の問題が政治の主要な仕

事になってくると、「利益配分的アプローチ」である民主

主義的投票ではなかなか問題がうまく解決できない。誰

もが自分の既得権を守ろうとして「No」と言い張るから

である。

資本主義についてもよく似ている。右肩上がりの成長

を続けていた間は、大きくなったパイを資本間でいかに

分配するかを決めれば良かった。しかし、「不利益配分」

においては、各個別資本の自己抑制が機能せず、需給調

整がうまくいかない。マルクスは『資本論』第15章にお

いて、利潤の分配は資本の兄弟的結合の実践によって仲

良く調和的に行われるが、損失（不利益）の分配におい

ては、それはやがて商品価格や資産価値の下落、再生産

過程の停滞と混乱、貨幣の機能麻痺、信用制度の崩壊等、

経済を恐慌状態に陥れると述べている。

つまり、国民一人ひとりにそれぞれどれだけの「負担」

あるいは「痛み」を引き受けさせるべきかという、「不利

益分配」問題を解くことによってしか、現代先進国が抱

えている課題を解決する道はないのだが、現在の日本を

見ても分かるように、民主主義も資本主義も「不利益配

分」になるとうまく機能しているとは言いがたい。結局、

「総論賛成、各論反対」で民主主義はなかなか有効な意思

決定ができず、それを打開しようとするとやがては強力

な独裁的リーダーの登場が必要になるというわけだ。あ

るいは、さらなる利潤率の低下によって資本の毀損が顕

著になり、それがやがて資本主義経済をバブル崩壊や長

期不況に陥らせてしまうことになる。

つい先年、マイケル・サンデルの政治哲学講義（『ハー

バード白熱教室』）がベストセラーになったが、彼の主張

する「コミュニタリアニズム」（共同体主義）の主張は、

そうした民主主義の限界を踏まえて生まれたものである。

コミュニタリアニズムとは共同体のメンバーの個人個人

の利益や欲望がバラバラであっても、それを超えた共同

体全体にとって望ましい価値、すなわち「共通善」が存

在するはずで、その「共通善」に基づいて意思決定をし

ていこうという思想である。

こうした共通善の思想は古くはアリストテレスに遡る

（最高善）ことができるが、しかし、この思想をどのよう

に使って機能不全に陥っている現代の民主主義制度を変

えていくのか。それは決して簡単なことではない。そこ

で最近、さかんに言われているのがハーバマスが主張し

た「熟議に基づく民主主義（デリバラティブ・デモクラ

シー）」という概念である。これは安直に多数決原理に頼

るのではなく、まずはイシューごとに徹底した議論を行

い、そのうえで意思決定をしていこうというわけだが、

しかし、現実の政治は日本でもアメリカ、ヨーロッパで

も、むしろそれとは反対に、いわゆる「衆愚政治」の傾

向がどんどん加速していき、マスコミや大衆に迎合する

政治家ばかりがふえて、「熟議」の実践にはほど遠い、と

いう状況になっている。

パイの増大が見込めない「成熟経済」「縮小経済」のも

とでの「不利益分配」を適切に行うには、それぞれの有

権者が自分個人の欲だけを追い求める「衆愚政治」では

そもそも不可能だし、かといって、「共通善」という概念

に基づく民主主義改革や「熟議」を尽くす草の根民主主
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義の実現が現実的には不可能だとすれば、何が起こるの

であろうか。必要な政治的決定がいつまでも先延ばしに

され、諸問題が解決されないまま山積していく。そうな

ると、やがては閉塞感が国を覆うようになる。そして決

まって高まるのは、ヒットラー登場の歴史的事例を引く

までもなく、強力なリーダーシップ待望論である。「不利

益配分」に失敗した「衆愚政治」の後に来るのは「独裁

政治」というわけである。マイケル・サンデルの「共通

善」やハーバマスの「熟議」に基づく民主主義がそもそ

も実現不可能ならば、あるいは、それには気の遠くなる

ほどの時間が必要になるということならば、先に出現し

てくるのは独裁政治の方であろう。

郵政民営化によって小さな政府をめざすとした小泉政

権が国民の圧倒的な支持を得たのも、大胆な行政改革、

国会議員の定数を半分に減らすという大胆な政策を掲げ

る橋下徹大阪市長が注目を集めているのも、不利益配分

を実行できない現代政治に国民が嫌気をさしているから

である。橋下氏が「投票によって選ばれた政治家が独裁

者になるのは当然である」と公言したことを覚えておら

れる読者も多いと思うが、国民は何も決められない政治

に飽き飽きしており、そんな時には民主主義的なプロセ

スを経て選ばれるヒトラーのような独裁者が生まれてく

るのである。そして、この傾向は、世界の民主主義国に

共通の現象だというのである。

與那覇氏の言う「中国化」が、独裁制、普遍的理念、

自由競争という3点セットでできあがっているとすれば、

それは果たして「グローバル化」といかなる意味におい

て同義なのであろうか。あるいは、日本がいかなる意味

において「中国化」しているということになるのであろ

うか。

まず政治面について言えば、民主主義体制は「衆愚政

治」「ポピュリズムの横行」によって機能不全に陥ってお

り、独裁的な強いリーダーが待望されている（日本でも、

小泉純一郎や橋下徹のような強いリーダーが登場してい

る）。與那覇氏はこの点に関連して「おそらく小泉改革と

いうのは、平成の中国化の第一段階に過ぎなくて、これ

からは全国の知事や市長がこぞって橋下氏のようなタイ

プになって、『（地域名）維新』を連呼し始める中国化の

第二段階が来るのではないか」（『中国化する日本』279

ページ）と述べているが、要は、何も決められない政治

家に代わって、やがて日本でも独裁的な政治家が主導権

を握るようになるだろうという「政治の中国化」予測で

ある。

普遍的理念とは「新自由主義」や「グローバル資本主

義」ということになろうか。そして、経済においては、

終身雇用に代表される雇用保障、江戸的な「イエ」によ

る生活保障の仕組みが影を潜め、ますます自己責任に基

づく自由競争が普及している。「規制撤廃」「民営化」「小

さな政府」という3点セットで表現される新自由主義的

な競争原理が定着し、これまで日本人に身の安全を提供

していた家族や企業、地域共同体等の「中間組織」が空

洞化していく。そうなると、個人はこれらの中間組織に

依存することは不可能になり、特定の「イエ」には依存

しないで、あくまで自己責任で食い扶持を稼ぎ出す必要

が出てくる。江戸時代の「イエ」のように、たとえ理不

尽なことがあったとしても、歯を食いしばって何とか我

慢し、忠誠心を失わない限り（一所懸命）、なんとか食っ

ていけるような社会状況は消えていき、自由市場での競

争に身を投じて自分の責任で食い扶持を稼ぐという中国

的な状況が不可避になるというわけだ。

このように考えると、たしかに、日本は「中国化」し

つつあると言えるのかもしれない。與那覇氏は「私は日

本の『中国化』自体を歴史の必然と見る立場です」（『中

国化する日本』266ページ）と断言している。それが歴

史的必然である以上、日本人は「再江戸化」という幻想、

あるいは、「再江戸化」への郷愁を捨て、新自由主義の理

念によってグローバル化が進む世界の大きな流れに身を

ゆだねるべきだという結論になる。これが良いとか悪い

とかいうことではなくて、それが「歴史的必然」だとい

うのである。

6 「中国化」する日本？
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果たして、そのような與那覇氏の予言は「歴史的必然」

なのであろうか。その結果、日本という国は好むと好ま

ざるとにかかわらず、やがて「中国化」していく運命に

あるのだろうか。

もちろん、この問いに明確な答えを出すことは非常に

難しい。私自身の暫定的な答えは、「そんなことはないだ

ろう」というものではあるが、與那覇氏の言う「中国化」

現象があちこちで起こっていることは認めなければなる

まい。小泉ブームや橋下待望論についてはすでに見たと

ころだ。また、企業においても、完全雇用文化が消失し、

派遣や契約社員がふえて、江戸的な生活保障は望めない

状況になり、社会はますます流動化していることも「中

国化」現象のひとつと見て良いだろう。あるいは、女性

が「イエ」の論理に本格的に抵抗し始めており、それが

労働市場の流動化（と少子化）を加速させていることも

事実である。

さらに、若者世代の変化にも注目すべきである。鈴木

貴博著『「ワンピース世代」の反乱、「ガンダム世代」の

憂鬱』は、30歳前後の世代を「ワンピース世代」、40歳

代から50歳過ぎまでの世代を「ガンダム世代」と呼ぶ。

それぞれの時代に流行った「ワンピース」や「ガンダム」

等の大流行したマンガやアニメから採ったそれぞれの世

代の呼び方なのだが、面白いのは、どのようなマンガを

若いときに読んだかによって彼らの価値観が異なるとい

う指摘だ。

「ガンダム世代」が、自分が所属する企業等の組織から

多少理不尽なことを要求されても、とにかく頑張って忠

誠を尽くそうとする世代であるのに対して、「ワンピース

世代」は自分の所属する組織に忠誠を尽くすことよりも、

「自由」と組織の枠を超えた「仲間との友情」を何よりも

大切にする世代だというのである。「イエ」のような縦型

の組織に忠誠を尽くすのではなく、市場やネットワーク

等の横型の組織に依存する傾向が強いということだ。こ

れは日本の若者が、「縦型」の連帯意識よりも「横型」の

連帯意識を重視する中国人と似てきたことを示している

のかもしれない。

この価値観の差は、「ガンダム世代」の多くが雇用保障

のある正社員としての企業勤務経験を持つため、「イエ」

に依存して生きていくことができると考えているのに対

して、「ワンピース世代」の多くはバブル崩壊後の就職氷

河期に遭遇してしまったために、正社員として特定の組

織（企業）に所属することができず、それが特定の組織

の枠を超えた横の連携を重視する「仲間重視」の傾向と

なって現れたと考えることもできるだろう。また、「ワン

ピース世代」は90年代以降、急激に進んだグローバル競

争からくる「市場競争こそ正義」という考え方の影響も

強く受けているのであろう。

しかし、「ワンピース世代」にとってより大きな問題は、

日本の社会保障をはじめとする諸制度が、右肩上がりの

経済成長を前提として作り上げられてきたという点だ。

日本社会が少子高齢化、人口減少のスピードを速め、下

手をすれば右肩下がりの「縮小経済」に陥ってしまうか

もしれないという状況のもとでは、右肩上がり経済やピ

ラミッド型人口構成を前提にして創られた現行諸制度が

生み出す矛盾はますます覆いがたくなっている。社会保

障・税制の大胆な一体改革が早急に断行されない限り、

財政破綻のリスクが増大するだけでなく、「ワンピース世

代」の負担がますます増大し、やがては耐えがたいもの

として認識されるようになっていくだろう。そうなって

くると、ますます、世代間格差を強引に解決してくれる

強力な政治的指導者を求める声が強くなっていくであろ

う。

「ワンピース世代」は雇用保障も与えられず、年収

300万前後の低所得で生活していかなければならない人

が多数を占める。この世代は確かに、「ガンダム世代」の

ような「江戸化」の恩恵に浴することなく、自由市場経

済に放り込まれて自力で這い上がって生きていく道しか

残されていない世代なのである。與那覇氏のいう経済面

での「中国化」は「ワンピース世代」においてまさに待

ったなしの状態なのである。

7 「ワンピース世代」と「ガンダム世代」
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さて、ここまで世界や日本がいかなる意味で「中国化」

しつつあるのかについて、與那覇潤氏の所論を引用しつ

つ述べてきた。

與那覇氏の結論は、日本の「中国化」は歴史的必然で

あり、日本はそれを受け入れる以外に生き延びる方法は

ない、もしそれに抵抗するならば、日本は世界の潮流に

逆流することになり、その将来は暗澹たるものになるだ

ろうというものである。かなり過激な結論と言って良い。

本当にそうなのか。この壮大な仮説を学問的に厳密に

証明することも、否定することも難しい。果たして日本

は、與那覇氏の言う「中国化」を世界の避けがたい潮流

として素直に受け入れて、「構造改革」の名のもと、江戸

的な閉鎖的、内向きの体制を開放的な体制に改革してい

くべきなのであろうか。それとも、日本人が持つユニー

クな特質～たとえば、相互信頼に基づく長期的な人間関

係を何よりも大切にする気風とか、自然を征服の対象と

みる西洋的な自然観ではなく、「人は自然によって生かさ

れている」という自然観とか、「おもてなし」や目に見え

ないところを大切にする「裏勝り」を重んじる価値観等

に磨きをかけ、それを世界に発信していくことで日本の

役割を果たしていくべきなのか。

私は、さらなるグローバリゼーションは不可避である

し、推進しなければならないが、その中身については

「中国化」に素直に従う必要はなく、日本独自の価値観に

基づく対応を試みるべきという立場に立つ。逆に言えば、

「中国化」は歴史的必然だから、それに従わざるを得ない

という立場はとらない。なぜそう考えるのか。以下では、

私は與那覇氏とは若干異なる角度から、今後の日本が進

展するグローバリゼーションに対して、いかなるスタン

スで臨むべきかという点について考えるところを述べて

みたい。

第1に、日本が世界的に見てかなり特異な国であるこ

とは事実であろう。それは何よりも長い歴史の中で異民

族に征服されることがなかったことが効いていると思わ

れる（中谷巌『日本の復元力』ダイヤモンド社）。異民族

との戦争がない状態が長く続けば、社会が安定し、人間

関係が長期化するのは当然の結果であった。江戸的な

「イエ」や地域共同体（ムラ）を大事にし、長期的な信頼

に基づく人間関係を重視するのは、そうせざるを得ない

歴史的な事情があったからである。

たとえば、棚田のような稲作における水利管理を考え

ると、これは地域共同体が総掛かりで水を互いに融通し

合いながら水の有効利用・管理をしないかぎり、お米は

作れない。また、村人達が総出で田植えや稲刈り等の作

業を共同で行わない限り、稲作はそもそも成り立たない。

したがって、村人達はムラという地域社会に縛られざる

を得なかったのである（青木昌彦ほか編『東アジアの経

済発展と政府の役割』日本経済新聞社）。

また、中国的な絶対権力を持った皇帝が生まれず、「権

威」と「権力」が分離した状態が長く続いたのは、河合

隼雄氏の言う古事記神話以来の「中空構造」が日本人の

遺伝子に深く組み込まれているからである（河合隼雄

『中空構造・日本の深層』中公文庫）。「中国化」の流れが

徐々にそのような日本的特質を希薄化してきているとい

うことはあるにしても、「それが歴史的必然だから」日本

が中国のように変わってしまうということにはなかなか

ならないのではないか。また、「中国化」の流れが歴史の

必然だから、日本はさっさと「中国化」の流れに身を委

ねるべきだということにはならないのではないか。

むしろ、重要なのは、「中国化」の流れが人類文明に対

していかなる意味を持っているのかを吟味し、その「負

の部分」については、その影響を極力小さくするように

歴史の流れに「棹を差す」 ということではないのか。少

なくとも、そういった発想を持つべきではないか。『中国

化する日本』で與那覇氏は「中国化」に逆流するような

再江戸化へ日本が向かえば、日本は必ず衰退するという

趣旨のことを書かれているが（下手をすると北朝鮮のよ

うな国になるとまで書かれている）、しかし、「中国化」

することで理想的な社会になるとも思えない。

私には、西洋主導で発展してきた資本主義世界も、中

8 結語～「2周目」のグローバリゼーシ
ョン
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国的な共産党一党独裁の世界も、それぞれ大きな転換期

にさしかかっており、世界全体が大きな思想的転換を必

要としているように見える。したがって、冷静かつ客観

的な歴史分析は不可欠であるにしても、「世界はこちらの

方向に向かっており、その流れは不可逆的だからそれに

逆らうような愚は犯すべきではない」という考え方だけ

では不十分と考えるべきではないのか。

さて、中国やその他のオリエント世界のことを抜きに

して考えるならば、コロンブスのアメリカ大陸発見以来、

西洋を中心とする世界文明は西へ西へと「西転」してき

た。その伝播のプロセスをグローバリゼーションと呼ぶ

ならば、新自由主義やグローバル金融資本主義の考え方

が世界の隅々にまで浸透したという意味において、また、

「征服すべき未開拓地」がなくなってしまったという意味

において、西洋文明の「西転」はコロンブス以来500年

を経て、地球を1周分回り終えたということになる。「1

周目」のグローバリゼーションが終わった現時点で、世

界は「中国化」してきたというのが與那覇氏の分析であ

った。

これから世界は「2周目」のグローバリゼーションに

入ると考えることができるが、重要なのは、500年を要

した「1周目」のグローバリゼーションの評価である。

第1に、地球を１周するのに500年以上かかった西洋流

の啓蒙思想や資本主義の考え方が人類にどのような恩恵

と副作用をもたらしたのか。第2に、人類がこれから向

かおうとしている「2周目」のグローバリゼーションの

中身とはいかなるものであるべきなのかという視点であ

る。

まず、第1の点。「1周目」のグローバリゼーションが

西洋による非西洋諸国の収奪（植民地主義、帝国主義等）

によって成し遂げられものであったとしても、まずは、

それが人類の物質的な意味での生活水準を飛躍的に向上

させたことは素直に認めるべきであろう。

しかし同時に、それがさまざまな副作用をもたらした

ことにも深い反省が必要だ。地球環境破壊、核の開発や

原発事故、クローン人間や遺伝子操作等、科学万能主義

が招いた人類にとっての新たなリスクの発生、富や所得

の格差、貧困問題、金融肥大化による世界経済の不安定

化、等々である。これらがもたらされたのは、西洋啓蒙

思想の欠陥、資本主義や民主主義の機能不全によるもの

であり、それが「中国化」を招いているのであるが、こ

れらの副作用に対する深刻な反省のないまま、「2周目」

のグローバリゼーションに突き進むならば、人類の未来

は危うい。

日本は江戸時代に至るまで、西洋の価値観とは一線を

画してきた。西洋の「自然は征服すべきもの」という価

値観は地球環境に多大の被害をもたらしたが、日本人の

伝統的価値観は「人は自然によって生かされている」と

いう姿勢に現れているように、あくまで「自然との共存」

に重点が置かれていた。この日本人の自然観は、「2周目」

のグローバリゼーションには不可欠なものであるに違い

ない。

また、西洋が行ってきた非西洋諸国の征服・略奪によ

る文明の「西転」は、多分に西洋が持つ「力と闘争の文

明観」によるところが大きいが、そのような「西洋によ

る非西洋の征服」という価値観は「2周目」のグローバ

リゼーションにおいては通用しないし、させるべきでは

ない。金融経済が実物経済を大きく凌駕するような、現

代世界の行きすぎた金融資本主義は「2周目」のグロー

バリゼーションにおいてはぜひとも改めなければならな

いし、自然を搾取することで経済発展をめざすという

「成長至上主義」も改める必要があるだろう。

このような観点からすれば、「2周目」のグローバリゼ

ーションは、「1周目」のグローバリゼーションがもたら

したさまざまな副作用を克服した新しい文明観に基づく

ものでなければならないことは明らかだろう。

與那覇潤氏による『中国化する日本』は何とも魅力に

溢れる書物であり、さまざまなことを示唆してくれてい

る。そこでは「中国化」という名のグローバリゼーショ

ンに向かって世界が収斂しつつあるという気宇壮大な仮

説が展開されている。

そのような面白い仮説を提示されたことに大いなる敬
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意を表しつつ、最後に、『中国化する日本』のなかでは明

示的に議論されていないポイントについて指摘しておき

たい。それは「資本」の問題である。

「中国化」の中で「資本」が果たしている役割とは何で

あろうか。中国は資本主義国ではなく、少なくとも建前

上は今でも共産主義国家である。すでに触れたように、

西洋における資本主義的発展は「国家」と「資本」の結

託による植民地帝国主義を一大特徴とする。現代では、

資本主義は「金融化」し、それがバブル崩壊等の問題を

引き起こしているのだが、中国には「国家」と「資本」

の結託は見られない。したがって、中国経済は欧米経済

ほど「金融化」はしていない。これは大きな違いである。

そもそも中国では、伝統的に、皇帝の権力に抵触する

ような強大な資本は存在を許されなかったのである。莫

大な富を蓄積した商人はいずれ皇帝によってそれを没収

されることを知っていたので、彼らの多くは東南アジア

に拠点を移し、華僑となった。それが結果的には、東ア

ジアにおける中国の存在感を大きくした（白石隆・ハ

ウ・カロライン『中国は東アジアをどう変えるか』中公

新書）。西洋においては、金融資本が国家を凌駕するほど

の力を持つに至ったが（たとえば、今ではウォールスト

リートがホワイトハウスを乗っ取っている、という表現

がしばしばマスコミなどで使われていることを想起せ

よ）、中国における権力主体はあくまで共産党である。

西洋資本主義の最大の問題は、金融の肥大化、バブル

の常態化であり、金融が実物経済を凌駕している点に求

められるが、中国においてはそのような特徴は見られな

い。中国経済の最大の問題は「過剰な固定資本形成」と

「過小な消費性向」にある。過剰な投資と過小な消費は当

然のことながら資本収益率の低下を生み、資本主義国に

おいてなら、それが過剰供給と大不況や経済恐慌を引き

起こす。しかし、中国においては、内陸における農民の

土地を二束三文で強制的に買い上げ、それを工業団地の

ような造成地にして高い値段で外国企業等に売り渡すと

いった「錬金術」が横行している。このため、過剰投資

から来る収益率の低下という問題は今のところ表面化し

ないで済んでいる。

このような中国経済の構造は資本主義国では想像のつ

かない歪んだ性格を持つものであり、共産党一党独裁が

生み出した独特のものである。それが資本と国家が結託

した欧米諸国とはまったく異質の、別の意味での歪みを

もたらしている。

與那覇氏は見事な絵解きによって、世界の「中国化」

を描いて見せたが、このような西洋社会と中国、あるい

は、日本と中国との根本的な歴史、伝統、政治経済体制

の差が存在するという現実をどのように認識されている

のであろうか。この点についての詳細な分析が待たれる

ところであるが、それが示されるまでは、世界が「中国

化」するという見方に直ちに与するのは難しい。世界は

むしろ欧米先進資本主義国の停滞と新興国の経済的台頭

によって多極化し、世界全体をカバーする真の普遍的理

念を必要としている。それは「啓蒙思想」でもないし、

「儒教思想」でもない。それが何なのか、それを検討して

いくことこそ、「2周目」のグローバリゼーションに向か

う世界が模索すべきことであるだろう。また、そうする

ことこそ、世界の多くの国とは異なる価値観や自然観を

持つ日本が今後、世界に対して貢献できる分野なのでは

ないだろうか。
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お招きする有識者の第一弾として、一橋大学大学院国際企業戦略研究科教授の楠

木建氏に、「『ストーリーとしての競争戦略』の視点から」と題した講義をお願い

いたしましたので、ここに講義録を採録いたします。

日本の進むべき道：「中国化」か「日本化」か

「ストーリーとしての競争戦略」の視点から
From the Perspective of Competitive Strategy as a Story

Since 2010, Mitsubishi UFJ Research and Consulting has offered the company’s researchers and

consultants learning opportunities through the Ganryu Seminar to enhance their basic knowledge

and enable them to provide interesting and insightful ideas to clients. To achieve this goal, the

Ganryu Seminar is intended to be not merely a place for acquiring superficial knowledge or skills,

but also a place where the participants can learn from each another as well as train themselves by

engaging in themes that are connected to the reality and essence of issues.

In 2012, the theme for the Ganryu Seminar is“The Right Path for Japan.”The participants will

picture the right future path for Japan by sharing their specialized knowledge and with

consideration given to historical perspectives. Also, experts from outside the company have been

invited to lecture, and the seminar participants can further their ideas about an ideal Japan through

discussions with them.

Included in this issue of the journal is content from a lecture entitled“From the Perspective of

Competitive Strategy as a Story,”given by Mr. Ken Kusunoki, Professor at Hitotsubashi University

Graduate School of International Corporate Strategy, the first invited lecturer at the Seminar.
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「競争戦略」について考える場合、まず問題の設定が要

注意だと僕はと思っています。たとえば、「三菱高校の競

争戦略」と言われると、対みずほ学院とか、何か“戦略”

がありそうな感じですよね。ところが、「三菱高校1年2

組の競争戦略」と言われるとちょっと何か違和感がある。

実際には、1年2組のヤマダさんとかスズキさんとか、個

別の生徒が主体であり、この人たちが成長したり、競争

したりするというわけです。

だから、「日本企業の競争力」という場合、全体の傾向

論としては言える。ただし、これは土壌の問題でして、

そこにどういう種を植えて、どういう花を咲かせるのか

というのは、つまるところ経営者の問題であり、経営の

問題です。この場合、僕は土壌には罪はないと思うので

す。土壌は何も約束してくれない。それなのに、土壌論

や傾向論にあまり走ってしまうと、日本企業の最大公約

数的な傾向について論じるだけのことになると僕は思い

ます。経営というのは一個一個の木です。あまり森ばか

りを見てしまうと、せっかくの「経営」というものが見

えなくなる。

ですから、経営とか競争力とかいう点を見ようという

ときに、あくまでも主体は木である企業だと思うのです

が、議論の対象が森にいってしまったりして、ダイレク

トに経営というのをつかんでないなと感じます。こうし

た印象があって、木のレベルにこだわって考えてみよう

というのが、『ストーリーとしての競争戦略』という本で

す。書いてあることは、ある意味で当たり前の話なので

すが、何でそのような本を書いたのかという動機をお分

かりいただきたいと思います。

ソフィア・コッポラという監督の「SOMEWHERE」

という映画をごらんになったことがある方、いらっしゃ

いますでしょうか。

どなたもごらんになっていない……。相当マイナーな

映画だということが分かりますね。実はこの映画、僕が

最近見た中で最も感動した映画です。ここで僕の感動を

皆さんに共有していただきたいと思いまして、今からス

トーリーを説明します。

主人公はアメリカのハリウッドスターです。ふだんは

フェラーリとかに乗っていい暮らしをしています。当然

のように離婚していまして、娘がいるのですけれども、

ふだんは別れた奥さんと一緒に暮らしている。ところが、

夏休みになりまして、奥さんの方に事情があって、「娘を

しばらく預かってくれないか」というので、久しぶりに

お父さんはこの娘と一緒に何日か暮らす。久々に一緒に

生活してみると、ご飯をつくるようになったり、テレビ

ゲームで遊んだりとか、プールで遊んだり、映画祭か何

かに一緒に行ったりします。そして、最後に「楽しかっ

たね」と言って、お母さんも戻ってきたので、「じゃあ、

おうちへ戻りましょう」という話です。

この映画、いかがでしたでしょうか。と言われても、

到底僕の感動は共有いただけないと思います。「そもそも

この話がおもしろいかどうかも分からないよ」というこ

とだと思います。

僕は企業の戦略のプレゼンテーションを見せていただ

く機会がしょっちゅうあるのですけれど、「この戦略につ

いてどう思うか、コメントしてほしい」といわれた場合

に、ほぼ8割方、今の皆さんと同じ気持ちになるのです。

すなわち、「いいも悪いも分からない」。

個々の話が、どのようにつながって、どのようにもう

かるのかが分からないのです。これは「話になっていな

い」という戦略です。このようなケースがあまりにも多

いので、「ではいったいすぐれた戦略の基準とは何だろう

か？」ということを考えてみたいというのが、私の執筆

の動機なのです。

それぞれの企業は「アクションリスト」としては、他

の企業といろいろな違いをつくっているのですけれど、

「それをどうつなげますか」という問題です。これは固い

言葉で言うと「因果論理」、もっとありていに言えば「な

ぜ？」もしくは「で？」という一言です。つまり、スト

「三菱高校1年2組の競争戦略」はある
か？

「なぜ？」から始まるストーリー
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ーリーというのは、「こういうことをします」「で？」「こ

ういうようなことができるのです」「それで？」「こうい

うことができるからもうかるのです」となるわけです。

これが因果論理です。

今の話を逆回しにすると最初に「もうかります」がき

ます。それで「なぜ？」となるのです。「なぜならば、こ

ういうことができるようになっていますからね」「それは、

なぜですか？」「それは、お客さんがこういうことをしま

すから」「何でお客さんがそうするの？」「それはこうで、

ああだからです」ということです。『ストーリーとしての

競争戦略』というのは、要はこれだけのことです。

こうやって話していただけると話もはずむのですけれ

ど、個々の事業の葉っぱの部分だけをいくつか見せられ

ても、もうかるかどうかは分からない。とにかくこうい

う話が多過ぎてよくないと思っています。企業のプレゼ

ンテーションにおいては、いろんな要素をつなげて説明

されることもありますが、それらのつながりは全部「取

引」なのですね。物や情報やお金がどこからどこへ流れ

るかということです。こうした「ビジネスモデル」の設

計はシンクタンクとかコンサルタントとかが得意中の得

意ですよね。でも、これだけではほとんどみんな同じよ

うなことを考えている。違いになりません。

算数で習った「順列」と「組み合わせ」を考えてみる

と分かりやすい。「組み合わせ」では、ＡとＢを入れかえ

て、ＢとＡの組み合わせにしても同じなのですけれど、

「順列」は物事の順番にこだわりますので、順列ＡＢと、

順列ＢＡと違いますよね。

たとえば、オンライン通販Amazonの創業者ジェフ・

ベソスCEOは、こういうものの順番を考えました。ｅコ

マースで失敗した経営者の多くは、こう考えたと思いま

す。ｅコマースは物理的な制約がない、品ぞろえをふや

せる、便利だ、人が来る、と考えたということです。そ

れに対して、「そんなことはないだろう」というのがベソ

スさんの経営だったわけです。

あるピッチャーが、ストレートとシュートとカーブと

いう3種類の球種を持っているとします。そのピッチャ

ーが監督に「3球ともこれ以上のスピードは出ません」

というと、単に「組み合わせ」の発想の監督の場合は、

「じゃあ、フォークボールも覚えなさい」と言うのです。

そうすると球数はふえますが、他のピッチャーも大体み

んな同じようなフォークを投げるわけです。そのうち、

「じゃあ、次は高速スライダー」とか「消える魔球だ」と

か、エスカレートしていって、結果として体を壊したり

するのです。

僕が言っているストーリーというものは、順列で考え

れば全然違ったストーリーができる、ということです。

たとえば、実際のピッチングにおいて、まずは内角のシ

ュートを投げます。そうすると、バッターの腰が引けま

す。その後、ゆっくりしたカーブを投げます。それで最

後は140キロぐらいしか出ないのだけれど、直球でスパ

ーンといけばつまって内野ゴロで打ち取れる。これがス

トーリーなのです。物事の順番ですね。順列に配慮した

方が、限られた経営資源の中で違いをつくりやすいので

はないかと思います。

SPA（Speciality store retailer of Private label

Apparel）と呼ばれる製造から小売までを統合した業態

があります。具体的な企業としては、ユニクロとか

ZARAのことですが、同じ業態でも、両社は本当にまる

で違う戦略ストーリーを描いています。

ZARAという企業について、僕は偉い経営者がいたも

のだと思います。従来のファッション業界は「パドック

ユニクロとZARAの決定的な違い
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での目利き勝負」だったのです。つまり、年に2回、春

夏レース、秋冬レースをやる。それで、洋服屋はパドッ

クを見て、今回のレースは縦じまが来るのか、水玉が来

るのか、横じまが来るのかと、必死の思いで予想して、

あおって、それで馬券を買うわけですよ。それでレース

が始まります。春夏レース、スタート。結果として、自

分が馬券を買った馬が1着で来ればぼろもうけですよね。

ところが、しょせんファッションですから、頻繁に外す

のです。外すと経営としては目も当てられない状況にな

るわけです。ところが、「じゃあ、次の春夏は頑張るぞ」

と割とさわやかな気持ちで切り替えることができる。こ

れをずっと繰り返したきたのが、この業界だったのです。

ところが、スペインの片田舎のおっさん、すなわち

ZARAの経営者が「こんなことをやっていてはどうしよ

うもないな」と考えたわけです。それで、「最初に予想す

るから外れるのではないか」「第3コーナーで馬券を買え

ばもっと当たるだろう」と考えたのですね。これが

ZARAであり、ファストファッションなのです。コンセ

プトは「ファッション・フロワー」です。すなわち、「シ

ーズンが始まってから、売れているものをつくれば売れ

るじゃないか」ということで、当たり前の話なのですが、

そのためにはものすごい高速のサプライチェーンが必要

となる。だからそこに徹底的に投資をする。これは本当

にストーリーが新しかったのであり、その意味でイノベ

ーションだと思います。

世の中にこのような業態が浸透して30年たちました。

そうすると、「第3コーナーで馬券を買うといろいろと負

荷やコストがかかるので、バックストレート（第3コー

ナー後の直線コース部分）あたりでもいいのではないか」

というストーリーが出てきます。それが、H&Mです。さ

らに、セシルマクビーは、「第4コーナーを曲がり切った

ところで買いたい」と考える。スーパーファストファッ

ションですね。ただし、この場合、さすがにビジネスの

スケールが小さくなります。ZARAの亜流がいろいろと

出てきているわけです。

では、ユニクロはどこいるのでしょうか。このトラッ

クのどこにもいないわけですね。要するにユニクロは

ZARAの真逆をいったのです。ユニクロは「絶対に勝て

る馬を育ててレースに出せば勝てるだろう」というスト

ーリーです。1年間で1億枚売った洋服というものは、今

まで世界に存在しなかったわけですけれど、初めてユニ

クロのヒートテックがそれを実現しました。

洋服屋さんとは、総論として半年以上のスパンで物を

考える人がひとりもいない業界なのですが、その中で、

普通のファストファッションの人から見ると「ばかじゃ

ないのか」という繊維の開発に日本の東レというパート

ナーと長い時間かけて取り組むわけです。

ヒートテックと言っても、お客さまも最初はババシャ

ツ程度の認識しかない。そのような状況に対して、ユニ

クロは「われわれがゆっくりゆっくり分からせていきま

す」と始めたわけです。それで、2年目、3年目と改良を

続ける。

僕が最近気になっていることがあります。それは、「分

析」がユニークな戦略ストーリーの大敵ではないかとい

うことです。これは別にシンクタンクの皆さんにけんか

売っているわけではないのですけれども、どう考えても、

まず「分析」から入ってしまうと、戦略ストーリーはぶ

ち壊しになると思うのです。

たとえば「SWOT分析」においては、「まず強みと弱

みを識別しろ」というでしょう。しかし、そんなばかな

話はない。何が強みで、何が弱みかということは、経営

上、最高度の判断ですよね。商売としてしびれるような

判断になるわけですよ。ストーリーを持っている人でな

いと、それが強みか弱みかという点は分からないですよ

ね。

「なぜ戦略づくりを会社の経営企画部がやっているの

か」という疑問があります。経営企画部の方々は、朝か

ら晩まで経営を分析している。僕は“SWOTTERS”と

呼んでいます。「本当にこれで戦略ができると思っていま

すか？」と問い詰めると、「いや、できないでしょうね」

競争力の根源とは
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と答えるわけです。さすがに分かっているのですね。し

かし、なぜできないことを承知でこんなことやっている

のでしょうか。「分かっているけどやめられない」という

状態でしょうか。おもしろいからやっているのであれば

分かるのですが、SWOT分析、おもしろくも何ともない

ですよね。

では、なぜこのような「分析」が続いているのか、と

いうと、結局は「ぬり絵が好きだから」ということなの

です。要するに「ぬり絵」というものはテンプレートな

ので、作業をやっていくと升目が埋まっていきますでし

ょう。そうすると一定の達成感があるのですね。しかし、

「ぬり絵をする」ということと「絵をかく」というのとは

まるで違う。僕はやっぱり絵をかく人というものが大切

だと思います。ほんとうは戦略を担う「部署」など有り

得ない。人が戦略ストーリーをつくるのです。そのため

のポストは社長でなくてもいい。ただ、経営人材がいな

いとストーリーは出てこない。

この際、皆さんにぜひお聞きしたいことがあります。

金と名誉と権力と女。これらのうちでどれかひとつ、み

なさんが自分にとって一番大切なものに手を挙げていた

だきたいのです。最後の「女」は、女性の場合「男」と

読み替えていただいて結構です。必ずひとつ手を挙げて

ください。

いかがでしたでしょうか。

この質問は、実は愚問なわけです。何で愚問かという

と、これら4つのものは、全部絡んでいるからです。「金」

が大切である、ということはたぶん目標としては金持ち

になるということでしょう。金持ちになると、「権力」も

手に入ることになります。そのように生きているうちに、

何かの成り行きで「名誉」も身につくので、「女」にもて

る、というわけです。

同様に、企業経営において、インベスターがいて、カ

スタマーがいて、エンプロイーがいて、それでソサエテ

ィーがある中で、「どこが一番大切でしょう」と問うこと

も愚問だと思うのです。これらのステークホルダーはそ

れぞれ独立しているわけではなく、全部絡んでいるので

す。

ここに「利益」という項目を置いて考えてみると、利

益が上がれば株価も長期的には上がるだろうし、そうす

ればインベスターに対する貢献になるわけですね。また、

これは松下幸之助さんがおっしゃっていたことですが、

長期で見たら、企業の利益と顧客に対する価値提供は重

なってくるはずです。そして、利益が上がれば、従業員

の雇用も守れて、やりがいのある仕事を提供でき、税金

も支払うことができるだろうということです。つまり、

投資家も顧客も従業員も社会の一構成要素なのです。

企業による社会貢献の本筋は納税だと思います。たと

えば、トヨタがもうかっていたころ、9,000億ぐらいの

税金を日本国政府にキャッシュでお支払いされていたわ

けで、トヨタ4社分で国防費を調達することが可能だと

いう話です。

戦後日本のキラーパスは年功序列だったと思うのです。

「会社に入った順に偉くなるのだよ」と言われたら、「そ

んなの勘弁してくれ」と思われるかもしれませんけれど、

あの制度は単純に長い間在籍した人が偉くなっている仕

組みではなくて、実はすごい熾烈な社内競争があって、

お金よりは次の仕事で報われるというような価値観があ

る中で、選ばれて残っていった人が偉くなる、という仕

組みです。

企業による社会貢献の本筋 近過去に遡るべし
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この点に関して、僕は2つ重要なポイントがあると思

っています。

ひとつは、そういう仕組みが生きるために、一定の組

織の規模があるのではないかということです。たとえば、

昔の日本の企業は、大企業と言っても世界水準では中小

企業のようなものなので、「年功序列」のような仕組みが

花開きやすい規模であったのではないかと思います。た

とえば、昔のソニーと今の何兆円規模のソニーでは、社

名は同じでも、同じ制度が機能するには難しい面もある

のではないかと思います。

もうひとつは、僕は今のグローバル資本主義にしても

日本的経営にしても、そんなに根の深い話ではなくて、

数十年のスパンでいろいろ変わっているように思うので

す。

僕がきょうお勧めしたいのは、「あらゆる新聞、雑誌は

必ず7年寝かしてから読む」ということです。「日経ビジ

ネス」など、すぐ読まないでください。あれは大体7年

ぐらいからだんだん味が出てきて、15年ぐらいたつと非

常に勉強になります。

僕は戦前のビジネス雑誌が大好きです。当時のビジネ

ス論壇は何といっても「中央公論」です。同誌では、今

で言う孫正義さんみたいな経営者とか、今の柳井さんみ

たいな経営者がいるわけでして、それが経営者座談会で

「日本の企業経営はこれからどうなるのか」とか「日本経

済は何が問題か」とか、いろいろと議論している。

この「何が問題か」という議論において、今日と同様

にやっぱりアメリカと比較しているのですけれど、「日本

は金融資本が強過ぎるから、短期的な成果しか企業経営

者は見ていない」、これに対して「アメリカは大企業が長

期の雇用で人間の育成に責任を持っている」と議論して

います。

また、日本のもうひとつの問題として、「とにかく労働

資本が流動的過ぎること。だから腰を据えて仕事ができ

ない」と指摘しています。要するに現代とは逆の話を数

十年前にしていたわけですね。「日本の特徴」と言われて

いることについて、それらがどこまで固定的なものなの

かという点は、近過去に遡って考えてみるといいのでは

ないかと思います。

アメリカのことも同じです。1950年代から60年代頃

のアメリカの経営者は結構ステーツマンで、割とソーシ

ャルなことを考えていた人がいます。それが変質してき

たのは、80年代ぐらいからでしょうか。そのように考え

ると、グローバル資本主義といわれるものも、本当にそ

れがアングロサクソン的なのものかどうか、考えてみる

必要があると思います。

僕は「YouTube」ってすごいなと思うのですけれど、

すごいなというのは実はいい意味ではなくて、ちょっと

変だなと思うのです。「YouTube」のように、サーバー

を置いて、動画をばんばんアップロードしてください、

みんなが見られるようにしますというアイデアは、他に

も多くの人が思いついていたオポチュニティーです。多

くの人がチャレンジしたのですが、結果として

「YouTube」だけがあのように成功したわけです。

しかも当初の「YouTube」には広告もない。普通だっ

たら広告があるのに、「YouTube」では「広告は一切お

見せしません」という。当然の疑問として、「どこからも

うけようとしているの？」となる。どうするのかという

と、「YouTube」の最大の顧客ターゲットは最初からグ

ーグルだったのです。実際、「YouTube」がオペレーシ

ョンを始めてから10ヵ月ぐらいでグーグルに買収されて

いる。はなからそれをゴールに据えて、結果として巨額

のお金が入ってきたわけです。

最近、グーグルは「YouTube」事業が黒字になったと

発表したそうですけれど、それは会計の仕方がトリッキ

ーだからだと思います。本当はあの事業は絶対にもうか

らない。つまり、かかっているコストは全部別の事業部

門に乗せている。というようなことで、こういうタイプ

のウルトラCで帳尻を合わせるという企業経営というも

のは普遍性はないと思います。

奇妙な「YouTube」の経営
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僕は毎朝オフィスに着くと最初にメールを必ず開くの

ですが、私の書いた『ストーリーとしての競争戦略』と

いう本に対して、「金返せ」とか、日々、非常に温かい言

葉をいただいています。このように「ああ、世の中厳し

いな」と思ったときには、中谷巌先生についてのアマゾ

ンの書評を見るようにしています。「こんなにぼろくそに

言われる人もいるのだな」「それから見ればまだましだ」

と（笑）。本質的なことを言うと批判される。世の中、そ

んなものだと、自分で自己正当化しているわけですが。

さて、僕の本への批判の中で、「あなたの本を読んだっ

て、いい戦略ストーリーができるかどう分からないよ」

と言われることがある。「あきらめが肝心です」と必ず返

事をしています。

別の言い方をすれば、「スキル」と「センス」の違いだ

と思います。たとえば、英語がしゃべれますとか、ITが

できますとか、企業価値を計算できますとか、こういう

ことは「スキル」です。これら「スキル」については、

おおむね標準的な定義があり、しかもこうやればITがで

きるようになりますとか、こうやれば英語が前よりはで

きるようになります、とか標準的な方法論がある。

一方で、「センス」というものは、たとえば、女にもて

る／もてない、という話だと僕は思っているのです。も

てるやつともてないやつが確実にいるのですが、これは

「スキル」ではなく、「センス」だと思います。要するに、

「センス」と「スキル」はどちらも大切なのだけれど、全

然違うこと。ごちゃごちゃに混ぜるといいことはないと

僕は言いたい。

もてない人はどうすればよいか。勘違いして、「もてる

とはどういうことか」と「分析」してしまう人がいる。

「もてる」要素を分解して、コンピテンシーを抽出して、

足りないところが分かり、そのスキルを取得しよう、と

いう姿勢です。雑誌とか見ていると、こうやったらもて

る、ああやったらもてるという話が山ほどありますよね。

しかし、そういうことを全部取り入れると、間違いなく

ますますもてなくなります。

もちろん、担当レベルの業務では「スキル」は大切で

す。これがないと会社は回っていきませんから。ただし、

繰り返しになりますが、「センス」と「スキル」は違うと

いうことなのです。

たとえば、学校の先生は、生徒のスキルを見ています

から、「だれが一番算数ができる」とか「だれが4教科合

計でできる」とかについては特定できる。しかし、学校

の先生は「だれが一番もてるか」については、分からな

い。デートしているところを見たことないので。「センス」

とはそういうことです。

では、経営にできることは何か、というと、「センスを

見極める」こと、そして「センスが無い人を戦略づくり

に絶対近づけない」ということです。センスない人が戦

略づくりに関わったりしますと、みんなが迷惑する。

僕が尊敬している経営者に、機械部品製造業のミスミ

代表取締役会長の三枝匡さんがいらっしゃいます。三枝

さんがおっしゃっているように、仕事というものは、企

画開発から販売まで一貫して動いているものです。仕事

を機能別に分けた瞬間に、担当者の仕事になってしまう。

アメーバ経営とか、事業部制とか、分社化とか、みな同

じような話だと思うのです。全部を動かせる経営人材や

商売人を育てないとだめなのです。

丸ごと商売をやることが大事だということです。これ

を三枝さんは「創って作って売る」とおっしゃっていま

す。そして、社員に対して若いうちからそういう仕事を

いっぱい用意してあげる。やらせてみれば、「こいつはセ

ンスがあるな」ということは、すぐに分かる。リクルー

トについても、入社してすぐに即商売という経営をして

いるので、いろいろな人材が出てくるのだと思います。

このミスミの事例のように、「センス」が育つ好循環と

いうものがあると思います。まず、「センス」がある人が

ちゃんと見きわめられていることです。「センス」と「ス

キル」をごっちゃにしてしまうと、必ずスキルが勝ちま

センスとスキル

「センス」が育つ好循環
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すから、絶対にごっちゃにしてはいけません。そして、

ロールモデルができ、担当者の一挙手一投足をみること

によって、さらに「センス」に気づき、「センス」が磨か

れ、ロールモデルになる、そしてそれらが延々とループ

する、という好循環があると思います。

逆に「センスを殺す悪循環」というものもある。「スキ

ル」と「センス」を混同すると、必ず「スキル」が優先

されるので、話がスキルばかりになり、いわゆる「担当

者」が量産されて、「スキル」の総合点が高い人ばかりが

評価され、だいたい4科目合計の総合点が高い人が偉く

なる。そして、最後には「担当取締役担当者」が出てき

てしまう。こういう人に「あなたは何をやっているので

すか」と質問すると、「代表取締役の担当業務を粛々とこ

なしている」。こんな経営者の下にいたら、出る元気も出

ない。

そういうセンスがある人って千差万別なのですけれど、

何となく「こういう人じゃないかな」と思うところがあ

ります。

それは、プレゼンのスキルがあるかどうかは全く別と

して、やっぱり「話がおもしろい」「もう少しその人の話

を聞きたいな」と思わせる人です。たとえば、マブチモ

ーター創業者の馬渕健一さんがそうですね。馬渕さんは

口下手だと思います。でも、「御社の戦略はどういうもの

ですか」という質問をすると、ゆっくり、とつとつとで

ありますけれど、やっぱりストーリーで、お話ししてく

れるのですね。

同じ小型モーターでも日本電産の永守さんは全然違う

戦略です。性格も正反対で、超イケイケです。違う対応

の経営者ですが、どちらも話が面白い。

一方で、話をしていても、「この人、何が好きで、何が

嫌いなのか、分からない」という感じの人がいるでしょ

う。これは単に僕の好き嫌いなのかもしれませんけれど、

こういうタイプにセンスのある人はいないように思いま

す。

日本マクドナルドホールディングス株式会社CEOの原

田泳幸さん、この人は大した経営者だと思うのですよ。

何と言っても、「この成熟した日本の中から一歩も出ちゃ

だめだぞ」という制約のもとでがんがんビジネスを展開

しているわけですから。あるとき僕が「原田さんは割と

好き嫌いが多そうですよね？」と聞いてみた。そうした

ら「嫌いなこと、いっぱいあるよ」という答え。まず

「スパゲッティーを食べるのにフォークとスプーン使うや

つがいる。こういうやつとは絶対仕事を一緒にしない」

とか「１mgぐらいのたばこを吸うやつがいるが、そうい

うやつはだめだ」とか。ただの好き嫌いです。「あとは何

が嫌いなんですか」と尋ねると、「すぐKPIとかを設定す

るやつはだめだ」ということですが、「さらにだめなのは、

KPIはだめだとかと言うと、全部引っ込めるやつ」だそ

うです。

マクドナルドでお客様のアンケートをとりますと、絶

対に出てくる声は「ヘルシーで、エコで、オーガニック

でないと買う気がしない」という回答です。マクドナル

ドの商品はカロリーが多いとか、体に良くないとかみん

な言うわけですよ。ところが、マクドナルドで一番売れ

ている商品はクォーターパウンダーとかビッグマックな

のです。

つまり、こういうことだと思うのですね。原田さんい

わく、「あなたは、日に三度三度の栄養をまさか全部マク

ドナルドでとろうと思っているんじゃないでしょうね？

もちろん、エコでヘルシーでオーガニックなことは最高

です。健康も大切です。どうぞおうちで気を使ってくだ

優れた戦略ストーリーをつくった人々
の共通点
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さい。だけれども、ポテトとハンバーガー食べたいとき

もあるでしょう。それをわれわれは提供しているのです」。

これでストーリーが一貫して出てくるのです。こういう

ところは、ストーリーをつくる人がすごいなと思う点で

す。

次に紹介するのは、日本のテレビプロデューサーの草

分けの井原高忠さん。彼の代表的な仕事は「ゲバゲバ90

分」です。井原さんは、自分でコンセプトをつくったう

えで、タレントや、大道具、小道具の担当者などを集め

て、「今度はこういう番組だから、おまえら、こうやって

くれよ」と、みずから大演説した。スポンサーを獲得す

るのも、「営業は、おれが自分で行くから」というスタン

スだったそうです。それで、スポンサーの前でも大演説

となるわけです。優れた戦略ストーリーをつくった人の

共通点には、いろいろとあると思うのですけれど、いつ

でもどこでもだれとでも「10分間の大演説ができるかど

うか」という点がやっぱり大切だと思うのですね。

最後にご紹介するのは、中古車買い取り・販売チェー

ン最大手ガリバーインターナショナルの村田育生さん

（現在は顧問）という人です。僕は中古車なんて全然関心

なかったので、その時は何の予備知識もなかったのです

けれど、彼の話を5分間聞いただけで、人ごとながらす

ごくわくわくしたことを今も覚えています。そのときに

「戦略はストーリーだな」と感じました。村田さんは、自

分自身がおもしろくてしようがないのですね。だから自

然と人に話したくなる。そして、だんだんと組織に浸透

して、実行されていくと思うのです。

それに対して、会社でつまらない話をする人がいます

よね。もっとも、聞いている側がつまらないと思うかど

うかについては、好みの問題ですからしようがないと思

うのです。問題は、話している当の御本人が自分の話し

ていることを「おもしろくない」と思っている場合です。

自分がおもしろいと思っていないのに、他人やお客さま

がついてくるわけがない。自分でもつまらないストーリ

ーのビジネスは、結果においては間違いなく失敗する。

自分がおもしろいと思わないストーリーのビジネス、

僕はこれは犯罪だと思うのです。自分でもおもしろいと

は思っていない話をして、人を巻き込んで、資源を投入

して、組織を動かして、結果として失敗するのですから。

僕は「自分でおもしろいと思っていない話をした経営

者はその時点で背任行為ということでどうですか」と法

務省の人に聞いてみた。そうしたら、「それは外形的な基

準で特定できないので、背任行為とは認定できない」と

か、つまらないことを言うんですけれども。

僕はこれはすごく迷惑な話だと考えていますので、こ

ういう経営者を駆逐していくということが必要だと思い

ます。ということで、僕も自分ではおもしろいと思って

いる話を本に書きました。読んでいただいておもしろい

かどうかは好みの問題ですけど。どうも勝手な話を聞い

ていただきまして、ありがとうございました。

10分間の大演説ができるか
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2012年度においては、『巌流塾』の活動テーマを「日本の進むべき道」と設定

し、塾生同士がそれぞれの専門分野における知見を持ち寄りながら、歴史的視点

を踏まえて、これからの日本の進むべき道について構想していくことを目指して

います。

そして、外部から有識者を講師としてお招きして、有識者の方々とのディスカ

ッションを軸に、あるべき日本の姿についての検討を進めることとしています。

お招きする有識者の第二弾として、津田塾大学准教授の萱野稔人氏に、「エネルギ

ーから見た国家と資本主義の関係と今後の課題」と題した講義をお願いいたしま

したので、ここに講義録を採録いたします。

日本の進むべき道：「中国化」か「日本化」か

エネルギーから見た国家と資本主義の関係
と今後の課題
Relationship between the State and Capitalism from the Energy Standpoint and Future Issues

Since 2010, Mitsubishi UFJ Research and Consulting has offered the company’s researchers and

consultants learning opportunities through the Ganryu Seminar to enhance their basic knowledge

and enable them to provide interesting and insightful ideas to clients. To achieve this goal, the

Ganryu Seminar is intended to be not merely a place for acquiring superficial knowledge or skills,

but also a place where the participants can learn from each another as well as train themselves by

engaging in themes that are connected to the reality and essence of issues.

In 2012, the theme for the Ganryu Seminar is“The Right Path for Japan.”The participants will

picture the right future path for Japan by sharing their specialized knowledge and with

consideration given to historical perspectives. Also, experts from outside the company have been

invited to lecture, and the seminar participants can further their ideas about an ideal Japan through

discussions with them.

Included in this issue of the journal is content from a lecture entitled“The Relationship between the

State and Capitalism from the Energy Standpoint and Future Issues,”given by Mr. Toshihito

Kayano, Associate Professor at Tsuda College, the second invited lecturer at the Seminar.
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現代の社会の最も根本的な課題というのは、これまで

拡大を前提とし当然のこととしてきた社会から、縮小し

つつある社会に入ろうとしている段階で、その縮小する

社会の中でどうやって豊かさを失わずにいられるのか、

日本の国力を失わずにいられるのか、社会の活力を縮小

させないでいられるのか、あるいはどうやって財政など

の制度を崩壊させずにいられるか、そういうことを考え

ることだと思います。

たとえば民主主義も恐らく拡大する社会のもとでしか

機能するようにできていない。つまり、政治家は今まで

何をしてきたのかというと、利益を分配するという約束

のもとで票を集めてきたわけです。「そちらに利益を分配

するから、今回はこの法案をのんでください」という形

で、意見を集約して国民を納得させてきた。それがこれ

までの民主主義的な意見調整でした。それが成り立つの

は、やはりパイが拡大するという前提のもとでなのです。

パイが拡大するからこそ、こちらの顔も立てて、あちら

の顔も立てることができたのです。年金などの社会保障

制度もそうです。それは経済成長とインフレを前提とし

て組み立てられてきました。そういったものが縮小する

社会になると一気に機能不全になってくるのです。たと

えば世代間格差、足の引っ張り合い、短命政権、ポピュ

リズム、移民排斥など、さまざまな現象が出てきている

のが現状だと思います。

経済においても、縮小する時代にうまく対応できなけ

れば、その国は停滞してしまったり、財政赤字がどんど

ん拡大して債務危機に陥ったりという形で、国力あるい

は経済力というものを衰退させてしまうわけです。です

ので、縮小する社会を現実の問題としてとらえ、それを

解決することによって新しい豊かさをつくりだしていく

ことが現在の私たちにとって最大の課題なのです。そう

した観点からきょうはお話をしていきたいと思います。

冒頭で、拡大する時代というものが先進国においては

終焉しつつあるというお話をしましたけれども、それで

は拡大する時代というのはいつから始まったのかという

ことを考えると、明確にその時期を確定することができ

ます。アンガス・マディソンという経済学者が『経済統

計で見る世界経済2000年史』（柏書房）という書籍の中

で、紀元1世紀から20世紀までの2000年間の世界経済

を統計的に調べながら、いつから経済成長が始まったの

か、いつから経済が拡大する時代が始まったのかという

ことを実証しているのです。それによると経済成長が始

まったのは19世紀からで、実はそんなに古い話ではあり

ません。資本主義そのものは16世紀から始まっています

が、それから3世紀ほどの間、1人当たりの所得でみると

経済は拡大していないのです。19世紀になって初めて、

1人当たり所得が拡大するという経済成長が始まったの

です。

同じころに資本主義も、単なる遠隔地貿易によるもの

から、生産工場のもとで労働者を集めて拡大再生産して

いくような生産様式を明確にとるようになりました。マ

ルクスが『資本論』で告発した資本主義というのはそう

したものであり、現在私たちが知っている資本主義もこ

れですよね。そういった資本主義の形態が確立してきた

のが19世紀の初めごろだったということです。こうして

資本主義が経済成長を実現してきて200年ほどたったの

が、今現在の私たちの社会だということです。

経済成長が生まれたのは、資本主義の成立と同時期で

はじめに：「縮小する社会」という今日
的課題

経済成長はいつ始まったのか
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はなく、かなり後になってであるということは、資本主

義そのものが経済成長の直接的な原因ではないというこ

とです。言い換えれば、成長しない資本主義というもの

も一方であり得るのだということです。

では、何が経済成長をもたらしたのでしょうか。それ

を解明しようとしたのが、歴史研究家のウィリアム・バ

ーンスタインによる『「豊かさ」の誕生』という本です。

同書では経済成長を人類にもたらした要因として、①私

有財産制の確立、②科学的合理主義の定着、③安定した

資本市場の形成、④通信・輸送インフラの整備、という

4つをあげています。けれども私は、実はバーンスタイ

ンの分析は十分だとは思っていません。というのも、経

済成長が始まった19世紀よりも今の社会の方が、この4

つの条件はより整っているにもかかわらず、私たちは、

経済がなかなか成長しないという現実に苦しんでいるか

らです。バーンスタインの説明が正しいのなら、これら

4つの要因が整備されればされるほど経済成長は加速化

していくということにならなくてはならない。でも実際

にはそうなっていないということは、もっとほかの要因

を考えなければいけない、ということになる。

では、経済成長をもたらしたのは実際のところは何だ

ったのでしょうか。私は「化石燃料」の使用だと考えて

います。これは平凡な答えではありますが、恐らくこれ

以上に経済成長を説明できるものはないでしょう。つま

り、化石燃料という新たなエネルギーを活用することで、

私たち人類は生産力を一気に拡大させた。たとえば粗鋼

生産量がどんどん増加するとか、人口が爆発するとか、

食料生産が伸びるとかいう形で生産力が拡大し、経済の

規模も大きくなり、それによって経済そのものが拡大し

てきたということです。これは粗鋼生産が化石燃料の生

産量にともなってどのように拡大したか、といった統計

によっても示されることです。

そうしたエネルギーの観点から見ると、経済成長とい

うのは、全体のエネルギー消費量が増大し、なおかつ1

人当たりのエネルギー消費量も増大することとして理解

できます。化石燃料によるエネルギー革命の直前の18世

紀から20世紀にかけて、全体のエネルギー消費量は40

倍になりました。産業革命が始まってから現在まで人口

は10倍にふえていますから、1人当たりだと約4倍とな

ります。これは人類全体についての数字ですから、先進

国だけでみるともっと大きな数字になります。

人類社会に拡大や経済成長をもたらした要因としてエ

ネルギーの問題に着目すると、実はいろいろなことが見

えてきます。そのひとつがエネルギーとヘゲモニーの関

係です。

イタリアの経済史家であるジョヴァンニ・アリギは

『長い20世紀――資本、権力、そして現代の系譜』のな

かで、資本主義を考えるためにはいくつか重要なポイン

トがあると述べています。ひとつは、資本主義は市場経

済とは違うものだということです。つまり、資本主義と

は、市場経済に外から介入して価格を操作したり、独占

を達成したりしようとすることによって形成される経済

システムである、ということです。そのため、決済や投

資をつかさどる金融と、経済のルールを決定する国家は、

実は資本主義にとって本質的な制度となっています。こ

のことを、アリギは資本主義の歴史を分析する過程で非

常に強調しています。

もうひとつ、資本主義を考えるための重要なポイント

は、世界資本主義の歴史においては常にヘゲモニーをも

った国家が存在し、不可欠な役割を演じる、ということ

です。すなわち、資本主義は市場での自由な交換によっ

て発展したかのように思われるが、実際はそうではなく、

そこには常にヘゲモニーをもった国家が自分たちの利益

になるように世界市場のあり方を決定してきた、という

ことです。そのヘゲモニー国家は歴史的に変化してきま

した。16世紀の資本主義の成立期はジェノバとスペイン、

17世紀にはオランダ、19世紀になるとイギリス、20世

紀はアメリカ、というようにです。資本主義の歴史とは

何が経済成長をもたらしたのか

エネルギーとヘゲモニー
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このようにヘゲモニーが変遷していくことだ、とアリギ

は述べています。

私がエネルギーに着目することが重要であると思うの

は、それによってイギリスとアメリカのヘゲモニーの構

造がよく理解できるようになるからです。まず、イギリ

スのヘゲモニーは、産業革命がイギリスで最初に起こっ

たことと切り離せません。産業革命というのは、ひとこ

とで言えば、石炭をエネルギー源として生産をおこなう

経済システムが技術革新をつうじて確立したということ

です。それまで人類にとって最大のエネルギー源は薪炭

でした。木を切ってきて炭にして、それをエネルギー源

にした。そのとき木を伐採しすぎたため、今日のヨーロ

ッパには森がほとんどないわけです。中世が始まって、

ゲルマン民族が大移動した時は、ヨーロッパは深い森に

囲まれた土地でした。だからヨーロッパの民話には妖精

の話がいっぱい出てくるわけです。でも、それが根こそ

ぎにされてしまったので、ヨーロッパには今ほとんど森

が残っていません。スイスですら森林率は30％もありま

せん。一方、日本の森林面積は国土の60％～70％もあ

ります。これは江戸時代に幕府が積極的に植林したとい

う過去があるからです。その薪炭の材料となる木を切り

つくしてしまったがために、ヨーロッパは石炭へとエネ

ルギー・シフトしていったのです。

なぜ産業革命がイギリスで始まったのかという理由に

ついては諸説ありますけれども、最も大きな理由は、ロ

ンドンに近いところに大炭田があったという地理的な偶

然でしょう。大体、歴史というものは地理的な有利さな

どの偶然によって左右されるものです。それまでは石炭

というものについて人々はその利用方法は知っていても、

汚いからあまり使いたがらなかった。でも、森がなくな

ってしまい、一方で、たくさんのエネルギーが必要な都

市の近くに石炭があったのですから、「ではこれを使うし

かないだろう」という形で石炭の利用が大規模に始まっ

た。それがイギリスで起こった産業革命の契機でした。

ともあれ、産業革命がイギリスで起こって、石炭を活

用する産業社会というものが生まれます。それによって

イギリスは、石炭がもたらす莫大なエネルギーを利用し

ながら生産力と軍事力を飛躍的に拡大させ、世界のヘゲ

モニー国になっていくわけです。このときに基礎になっ

たテクノロジーが蒸気機関です。つまり、蒸気機関車と

蒸気船ですね。これによって遠隔地の農産物を運べるよ

うになったので、一気に食料飢餓がなくなって人口が増

えました。また、植民地のあいだの交易の舞台であった

海を蒸気船で制覇することで、イギリスは世界市場を席

巻することができました。こうしてイギリスは世界資本

主義のヘゲモニー国になっていきました。まさに「海」

がヘゲモニーを確立するための主要な空間となったので

す。それを象徴したのが蒸気機関というテクノロジーで

した。

20世紀になると、今度はイギリスからアメリカにヘゲ

モニーが移っていきます。それを支えたのは石油という

新しいエネルギーでした。まず、機械式の油田採掘がア

メリカで初めておこなわれました。その後、石油を活用

するテクノロジーである内燃機関はドイツで発明されま

したが、それを大量生産して実用化に成功したのはアメ

リカでした。アメリカは石油の大量生産と、それを活用

するテクノロジーの大量生産によって、生産力と軍事力

を世界で最も拡大させたのです。それを象徴したのが、

自動車と飛行機です。石油というエネルギーと、それを

活用する内燃機関がアメリカのヘゲモニーの根幹にあっ

たのです。

こうしたエネルギーとテクノロジーの変遷によって、

20世紀は「空」の時代になりました。飛行機を使った空

での軍事行動が戦争の帰趨を決めることになったのです。

それを如実に実践したのが戦略爆撃でした。それはゲル

ニカでの無差別爆撃にはじまり、広島・長崎での原爆投

下で完成しました。まさに、ヘゲモニーを獲得するため

の軍事力を展開する空間が「海」から「空」に変化した

産業革命がイギリスで始まった理由

アメリカ、空、エンジン、内燃機関、
石油
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のです。その空間の変遷はエネルギーの変遷と完全に対

応しています。つまり、19世紀には「イギリスのヘゲモ

ニー、石炭、蒸気機関、海」というひとつの概念的なつ

ながりができて、20世紀には「アメリカのヘゲモニー、

石油、内燃機関、空」という概念的なつながりができる。

エネルギーこそが拡大の時代の歴史を駆動させた、最も

大きなファクターなのです。

しかし、この石油エネルギーによる20世紀型の拡大社

会も終わりを迎えつつあります。その兆候は先進各国で

バブル経済が起こったことです。アリギは先ほどの本の

なかで、生産拡大のあとには金融拡大がくるということ

を指摘しています。どういうことかというと、イギリス

で産業革命が起こりました。それによって生産拡大がな

されます。生産力がアップしていろいろなものが生産さ

れるようになっていき、経済成長が生まれます。ただし

それはある段階に達すると市場が飽和状態になって、実

物経済ではこれ以上利益率が上がらなくなってしまう。

そのときに利益率を維持しようとして金融経済化が起こ

るのです。イギリス経済が19世紀末に金融経済化して、

バブルが起こったのはそのためだ、とアリギは述べてい

ます。

アメリカのヘゲモニーのもとでも同じことが言えます。

1970年代以降、アメリカが金融経済化していったのは、

まさに石油に基づいた生産拡大が高度経済成長によって

ピークに達してしまい、市場を飽和させ、利益率が低下

してしまったからです。市場が拡大するところまでいっ

てしまうと、あとは投機の対象とすることで価格をつり

上げることでしか、利益率を維持できなくなります。こ

れがバブルを生じさせます。まさに生産拡大のあとには

金融拡大がくる。これが拡大の時代のサイクルでした。

アメリカでは90年代後半以降、ITバブル、住宅バブル

が起こり、2008年の金融危機によって終わりました。

これに対して、日本ではアメリカよりも少し早く80年代

後半にバブルが起こりましたが、これには理由がありま

す。日本にはバブルを起こすだけの金融資産がたくさん

あったからです。アメリカにはそれがなかったので、国

際資本の自由化が実現するまで待たなくてはならなかっ

たのです。

ヨーロッパでは、ユーロの統合がバブルをもたらしま

した。統一通貨ユーロの導入によって、ギリシアやスペ

インなど、それまでは通貨の信用力のなさによって外国

から資金がなかなか入ってこなかった国に、たくさんの

資金が流れこむようになったからです。しかしそれもア

メリカの金融危機とともに弾けました。現在、すべての

先進国はバブルの後にいます。生産拡大の後の金融拡大

のさらに後の時代にいるわけです。

ということは、私たちは現在、石油というエネルギー

に基づいた生産拡大が限界を迎えて、それが金融拡大ま

でいってはじけた後の時代にいるということです。つま

り私たちはポスト石油時代というものを考えていかなけ

ればいけない。「ポスト石油時代」というのはもちろん

「石油を使わなくなる社会がくる」ということではありま

せん。「石油によってもたらされた拡大の時代が過去のも

のとなった」ということです。

ポスト石油時代を考えるにあったって、まず問題とな

るのは、新たな拡大の時代はくるのかどうかということ

です。ポスト石油の時代に新たに生産拡大が起こりうる

とすれば、それは石油よりもさらにエネルギー効率のい

いエネルギーを私たちが活用できることによってです。

私たちが石油を超えるようなエネルギーを見つけること

ができ、活用することができれば、新たな経済成長も可

能になるかもしれないし、拡大する社会を継続させるこ

とができるかもしれないわけです。しかしそうでなけれ

ば、かつての高度成長のような生産拡大は起こりえず、

あるとすれば人口の増大による市場の拡大か、日々の技

術革新による生産性の向上による経済成長だけ、という

生産拡大の後に来る金融拡大

金融拡大の後の時代にいる私たち

ポスト石油のエネルギー革命はありう
るか
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ことになります。

では、石油にかわるエネルギー、石油を超えるような

エネルギーはありうるのでしょうか。いろいろ見ていく

と、そういったものは今のところありません。あり得る

とすれば核融合だけです。核融合は、原子力発電で使っ

ている核分裂とはまったく違うもので、小さな太陽を人

工的につくってそれを操作しよう、ということです。そ

れが本当に成功すれば莫大なエネルギーを人間は活用で

きることになります。が、現時点ではまだ実現可能かど

うかすら分からないテクノロジーですので、近未来の予

想としてはちょっと無理があると思います。となると、

実は何もありません。

では、原子力や風力、太陽光などはどうでしょうか。

これを考えるには「エネルギー産出／投入比率」を見る

のが簡便です。「エネルギー産出／投入比率」というのは、

1のエネルギーを投入してどれぐらいのエネルギーを取

り出せるかという比率のことです。石油を採掘するため

には、採掘機械を回す分のエネルギーが必要です。その

投入するエネルギーを1とすると、たとえば中東などの

巨大石油では最大200倍のエネルギーを取り出すことが

できる。つまり、石油は最大で200倍の拡大再生産がで

きるエネルギーだということです。

これに対して原子力は10～20倍です。じつは原子力

は石油にまったく及ばないエネルギーなのです。太陽光

にいたっては5～10倍です。これくらいの数値だと、エ

ネルギーを活用する過程でどんどんロスされていきます

ので、ほとんど拡大再生産はできません。風力でも5～

15倍。というわけで、石油にかわって拡大再生産を維持

できるようなエネルギーは核融合以外にないわけです。

最近は再生可能エネルギーによって経済成長しようとい

う議論がよくだされますが、それはほとんど可能性がな

いわけですね。もちろん、特定の部分での技術開発によ

る経済発展というものはありえるとは思いますが。とす

るなら、やはり私たちはこれまでの拡大する社会という

ものが大きな曲がり角にあることを再認識せざるをえな

いだろうと思います。

石油を超える新しいエネルギーがないのだとすると、

世界資本主義のヘゲモニーの構造もこれまでとは違った

ものになるはずです。石油による生産拡大の時代とはア

メリカのヘゲモニーの時代でした。では、ポスト石油の

時代に世界資本主義のヘゲモニーはどこにいくのか。少

なくとも中国にいくことはありえません。これには3つ

理由があります。

まず、これまでのヘゲモニーの移行では、より高い生

産力をもった国にヘゲモニーが移行しています。より高

い生産力を実現するということは、より強い軍事力を実

現するということです。だから、オランダから石炭をい

ち早く活用したイギリスに、イギリスから石油をいち早

く活用したアメリカに、ヘゲモニーが移行したわけです。

しかし、石油よりも効率のよいエネルギーは今のとこ

ろありえません。つまり、新しいエネルギーを活用して

アメリカよりも強い生産力と軍事力を実現できるような

条件がそもそも存在していないのです。アメリカに代わ

るようなヘゲモニーが生まれる構造自体がなくなってい

るということです。したがって、イギリスからアメリカ

にヘゲモニーが代わったのと同じような仕方で、中国に

ヘゲモニーが代わることはないのです。

さらに二点目として、中国では、拡大する経済をなり

たたせるもうひとつの大事な基盤である人口、特に15歳

から64歳のあいだの生産年齢人口が、2015年をピーク

に減少に向かいます。いわゆる「人口ボーナス」があと

3年で終わってしまうのですね。その後は生産年齢人口

がどんどん減少するという「人口オーナス期」に入りま

す。そうなると、たとえば住宅市場はこれ以上拡大しな

いですし、自動車市場もこれ以上拡大しないというよう

に、経済の規模がこれ以上拡大しない段階にいくわけで

す。つまり、中国経済そのものが生産拡大の段階をあと

数年で終えてしまうということです。

そうなると何が起こるかというとバブルです。現在で

もすでに中国では住宅バブルが起こっていると言われま

世界資本主義のヘゲモニーが中国に向
かわない3つの理由
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す。あと10年もすれば、中国でも経済の主要なあり方が

金融化によって利潤率を維持するというかたちに確実に

なっていきます。それは先ほど言いましたように、石油

による生産拡大の黄昏期だということです。ですので、

あと20年もすれば、金融拡大も終わり、もはや中国の時

代ではなくなってしまうということです。

最後に三番目の理由です。石油に代わるエネルギーが

なく、拡大する時代そのものが終わることで、ひとつの

国によってヘゲモニーが担われる時代そのものが終わる

だろうということです。これは軍事力が行使される仕方

を見るとよく分かります。現在、複数の国家の連合によ

って軍事力が行使されるようにますますなっています。

つまり戦争は、国家同士が衝突する総力戦から、ならず

者国家やテロリストを取り締まる警察行為にどんどん近

づいていっているわけですね。また、国際的なルールも、

ますます強国の意向だけに基づいてつくられるものでな

く、国際的な協議でつくられるものになっています。た

とえば金融危機後、先進国だけではもはや世界経済の枠

組みを維持できなくなっていったので、Ｇ7からＧ20に

なりました。このことが意味していることは、今後は国

際的なルール策定におけるアメリカの影響力が相対的に

低下し、ますます多国間的な協調のもとで国際的なルー

ルが策定されていく、ということです。ひとつの国がヘ

ゲモニーを担う次代は、もはや過去のものとなりつつあ

るのです。

では、拡大の時代が終わってしまったポスト石油の時

代において、私たちはどのように経済的豊かさを確保し

ていけばいいのでしょうか。この問題を考えるときに注

目したいのは「ピークオイル」の問題です。IEA

（International Energy Agency：国際エネルギー機関）

がWorld Energy Outlook 2010で「ピークオイル」を

初めて是認しました。つまり、世界の石油生産はもはや

ピークに達し、あとは減少するだけだということです。

それによると、今後、在来型の石油生産は2006年の水

準に届くことはなく、その水準が維持されるためには今

後サウジアラビア4国分の油田が開発されなくてはなら

ないのだそうです。

これは国際機関が初めてピークオイルを認めたという

ことで、少し話題になりました。それを受けて、米国の

エネルギー省や統合戦力軍、ドイツ軍なども、石油が世

界的に欠乏するという前提で国際秩序のあり方のシミュ

レーションを発表したりしています。フランスの首相も

2010年に、石油の生産がピークに達したという発言を

していました。

ただ、IEAの「ピークオイル」説はまゆつばだと考え

る人が多いのも事実です。つまり、石油業界の利益を確

保するために言っているだけだろう、と。たしかに

1970年代にも同じようなことが言われました。「今後何

十年かで石油がなくなってしまう。だから原子力への転

換が必要だ」と。ですので、今回も、「ピークオイル説に

よって石油業界またはエネルギー業界全体の利益誘導が

もくろまれているのではないか」とうがった見方をする

人もいます。

あるいは、次のように言う人もいます。つまり、「石油

の生産量の低下によって石油価格が上がれば、これまで

取りにくかった油田でも経済的にペイするようになるの

で、採掘が可能になり、石油の生産は上がるだろう」、と。

もしそれが正しいなら、2006年がピークと言われてい

た水準を超える可能性もでてくるわけです。

さらには、オイルサンドのような非在来型の石油の生

産量が増加する可能性もあります。IEAのピークオイル説

国際機関も是認したピークオイル問題
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は在来型の石油生産について言われていることですので。

私は、IEAの言うとおり本当にピークオイルが生じて

いるのか、そうではないのか、分かりません。しかし、

どちらにしても安い石油の時代はもう終わったというこ

とは間違いないでしょう。先進国がこれまでのように安

く、ほとんどただの状態で石油を好きなように使って生

産力を拡大するという時代は、とにかく終わっただろう

ということです。石油の価格が高くなれば、石油エネル

ギーに基づいた経済全体の利潤率は下がらざるをえませ

ん。そうした拡大の時代のあとの歴史的状況への指摘と

してピークオイル説を理解すべきでしょう。

では、拡大のあとの時代において高騰する石油価格は

どのような影響を日本経済におよぼすのでしょうか。

ひとつの数字を見てみましょう。日本全体における鉱

物性燃料の輸入代金は、1994年は4.9兆円でした。

1994年というのはオイルショック以降、原油価格が最

も安かった年です。これに対し、1バレル140ドルを超

えた2008年では、27.7兆円でした。14年間で22兆円

以上増えています。それだけ日本の国富が海外にでてい

ってしまったわけですね。

では、この22兆円強分を日本は輸出を伸ばすことによ

って吸収できているかというと、全然できていません。

1994年は約12兆円の貿易黒字がありました。それに対

して2008年は2兆円の黒字しかありません。つまり10

兆円分減っているわけです。この減少分は鉱物性燃料の

輸入代金の上昇がなければありえなかったものです。昨

年も原発を停めたことによって鉱物性燃料の輸入代金が

さらに増えましたので、日本は貿易赤字になってしまい

ました。今後日本は貿易赤字を拡大させていくだろうと

予想するエコノミストも少なくありません。石油価格の

高騰は、日本経済の貿易収支をもろに直撃して悪化させ

てしまうのです。

さらにこういった問題もあります。鉱物性燃料の輸入

代金が22兆円も上がるということは、本来ならものすご

いインフレ圧力になるはずです。しかしこの間、日本経

済はデフレに悩まされつづけました。これはなぜなので

しょうか。経済学者の吉本佳生さんは『日本経済の奇妙

な常識』（講談社現代新書）という本の中で、その理由を、

日本のほとんどの企業、とりわけ中小企業が、燃料費の

高騰を価格に転嫁することができず、基本的に賃金カッ

トでコストを吸収したからだ、と述べています。その指

摘は正しいと思います。今年4月に東電が企業向け電気

料金を値上げしたときに、朝日新聞が東電管内に事業所

のある100社（大手80社、中小20社）を対象にアンケ

ートを実施しましたが、そのなかで値上げにともなう費

用増を製品やサービス価格に転嫁すると答えた企業は3

社しかありませんでした。ほかの企業はすべて内部でコ

スト吸収するということです。

なぜこのようなことが起こるかといえば、価格競争が

激しくなっているからですね。ひとつには、グローバル

化によって新興国がより安い賃金、より安いコストで同

じような商品を生産できるようになった。そうなると日

本では、たとえ燃料価格が高騰しても価格転嫁できず、

多くは賃金カットによってそれをコスト吸収せざるをえ

ない。賃金が下がれば購買力も下がるから、モノが売れ

なくなって、商品の価格をさらに下げなければならなく

なる。当然デフレになります。

さらに、日本では高齢化も進んでいます。つまり、現

役世代が稼いだお金の中で、高齢者福祉に回さなければ

いけない割合がどんどん増えている。それも相まって現

役世代の購買力はどんどん縮小しています。その一方で、

この20年ほどのIT化によって生産力がどんどん上がりま

した。しかし生産力が上がる中でモノをいっぱいつくっ

ても市場の購買力はどんどん縮小していますので、モノ

が売れない、不良在庫を抱える、価格を下げなければい

けない、そして価格を下げるためにさらに賃金をカット

石油価格高騰と日本経済

デフレという謎
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する、という形でデフレスパイラルの構造のなかに巻き

込まれているのが今の日本の状況です。

藻谷浩介さんが『デフレの正体』を書いて以降、デフ

レの原因は生産年齢人口の減少にあるということが多く

の人に認識されるようになったのですが、石油価格高騰

のデータによって私たちが理解できることは、生産年齢

人口の減少以上のデフレ圧力に日本がさらされていると

いうことです。

こうした状況からみると、なぜ日本では金融緩和策が

デフレに効果がないのかということもよく分かります。

先ほど紹介した本の中で吉本さんが分析していることな

のですけれども、「デフレ対策として金融緩和しよう」

「円高対策として円高介入しましょう」という形で政府が

金融緩和すると、実はそのお金がコモディティ市場に流

れてしまい、さらに原油価格を押し上げてしまう。デフ

レ対策としておこなっていることが資源価格の高騰をも

たらして、逆に日本のデフレを加速化させてしまうので

す。

そういう構造は恐らくあるだろうと私も思います。し

たがって問題は、金融緩和をしてもお金がなかなか実物

経済の方に流れていかない、ということにあるでしょう。

金融緩和をしても金融機関は国債を買ったり、円キャリ

ートレードをするだけで、なかなか実物経済の方にお金

がいかず、結局お金がだぶついてしまって、それが資源

価格の高騰につながってしまっている。さらなる金融緩

和を求める声は強いですが、やはりそれは安易な発想で、

緩和されたお金が実物経済に行かない構造を本来は考え

なければいけないわけです。どうやったら輸入代金の高

騰が価格にちゃんと転嫁されるような経済構造をつくる

ことができるのかを考えなくてはならないのです。金融

緩和をすれば問題解決するという考え方では、日本経済

の構造的な課題そのものを見逃してしまうと思います。

そうした安易な考えは結果的に日本経済をさらに低迷さ

せてしまうでしょう。

金融緩和の限界を理論的に理解するためには、「中央銀

行」とは何かということを押さえておくべきだろうと思

います。

そもそも中央銀行はどうやって成立したのでしょうか。

歴史をみると、今のような中央銀行のシステムがつくら

れたのはイングランド銀行が最初です。イングランド銀

行ができたのは1694年、フランスとの戦費をイギリス

政府に代わって調達するためでした。

当時は同じイングランドの国内でもばらばらの貨幣が

使われていました。イングランド銀行はそれらの金貨や

銀貨を人びとから預かって、その代わりに利子のつく預

り証（捺印手形）を人びとに発行しました。人びとは金

貨や銀貨を自分で保有しているよりも安全だという理由

から、あるいは利子が欲しいという理由から、イングラ

ンド銀行に貨幣を預けて、その手形を使うようになった

のです。

そしてイングランド銀行は、人びとから預かった金銀

を政府に融資し、それによってイギリス政府はフランス

との戦費を賄いました。イギリス政府はイングランド銀

行に債券を渡し、徴税で得た税収によってその融資分を

返済していきました。要は国債を発行したわけで、その

国債の返済を徴税によっておこなったのです。イングラ

ンド銀行はその政府からの利払いをもとにして人びとに

手形の利子を払いました。そのときの手形が後の紙幣の

原型となります。今でも一万円札に「日本銀行券」と書

いてあるのはそのためです。

このようにして、中央銀行が紙幣を刷って市中に供給

するという仕組みができ、その際、金がおもりとして紙

幣の価値を支えてきたわけです。むかしの紙幣が中央銀

行のもっている金と兌換できたのはそのためです。しか

しそれも1971年のニクソン・ショックでドルと金の兌

換が停止されて最終的には解消したわけですが、このよ

うな中央銀行の成り立ちを考えると、実は貨幣の価値を

成り立たせているものは金ではなくて、最終的には政府

金融緩和策の限界と弊害

貨幣の価値を成り立たせているもの
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の徴税力だということが分かります。

事実、イングランド銀行は19世紀の初め、フランス革

命とナポレオン戦争のあった時代に金兌換停止をしてい

ます。にもかかわらずイングランド銀行券は信用が失墜

しませんでした。政府はちゃんとイングランド銀行に国

債の利払いをし、イングランド銀行は人びとに手形の利

払いを確実におこなっていたからです。つまり金兌換が

停止されても、それにもかかわらず紙幣に信用力があっ

たのは、最終的にはお金の価値そのものが国の「徴税力」

によって支えられていたからです。

このように貨幣の「信用力」というのは最終的には

「徴税力」からくるわけです。では「徴税力」とは何なの

かというと、いろいろな要素があります。たとえば、政

府が安定していること、政府が国民から信頼を得ている

こと。ほかにも、税金を支払う国民の経済力がどれぐら

いあるかということも大事です。政府が国民からいくら

信頼されていても、たいしたことのない水準の経済であ

れば徴税力は低いわけです。つまり、国民経済が発達し

ていて、なおかつ国家が信頼されていて、統治が安定し

ていることが「徴税力」の基礎にある。別の言い方をす

ると、実物経済のファンダメンタルな部分が貨幣システ

ムを支えているということです。結局、資本主義経済に

おける信用の源泉は国家であり、国力にあるということ

です。こうしたことが中央銀行のシステムを考えていく

と、よく理解できます。

つまり、いくら金融緩和をしても、政府の徴税力を大

きく超えて経済を上向かせることはできないんですね。

徴税力というのは結局その国全体のファンダメンタルな

経済力のことですから、そのファンダメンタルな経済力

を超えて金融緩和しても効果がない、ということです。

金融緩和論者というのは、こうした資本主義社会のシス

テム全体をみていません。そうした近視眼的な主張が、

逆にデフレを進行させたり、中央銀行のバランスシート

を悪化させたりして、日本の経済状況を悪化させてしま

っているのです。

ところで「徴税」は、資本主義と国家の関係を考える

うえで非常に重要なファクターです。徴税とは、国家が

強制力に基づいて人びとからお金を徴収することですね。

たとえば私たちは税金を支払わなければ、強制執行を受

けるか、法に抵触したということで逮捕されてしまいま

す。つまり国家は、資本主義社会において市場の外でお

金を調達できる唯一の存在なのです。国家は資本主義経

済の中で非常に特別なプレーヤーだということです。そ

の国家の徴税力が最終的には中央銀行が発行する、資本

主義経済の要である紙幣の信用力を支えている。資本主

義経済の根本に、市場での交換とは異なるロジックが働

いている。その市場外的なロジックがなければそもそも

資本主義はなりたたないのです。

アメリカでバブルが盛り上がっていたころ、多くの金

融機関やエコノミストが「国家は市場から出て行け」「国

家なんて資本主義経済に必要ないんだ」などと言ってい

ました。しかし、金融危機になり市場が機能不全に陥り

そうになると、金融機関は政府に公的資金の注入を泣き

つく。一見すると矛盾しているこうした行動も、資本主

義経済における国家の役割を正しく認識するなら理解で

きます。市場が機能不全になったときに、市場の外で唯

一お金を調達できる存在が政府です。だから市場が危機

に陥ったときに市場でのプレーヤーは政府に頼ることに

なるのです。市場の外でお金を調達できる国家がなけれ

ば市場は本当に崩壊してしまいます。市場における信用

の根本は、国家の徴税力からきています。だからこそ、

国家と資本主義の関係



日本の進むべき道：「中国化」か「江戸化」か

32 季刊 政策・経営研究　2012 vol.4

市場が危機に陥って市場での信用がはがれそうになった

とき、その信用力の根源である国家の徴税力がせりだし

てくるのです。つまり、実は国家が資本主義経済を内側

から支えており、最終的な信用の源泉になっているので

す。

なお、資本主義と国家の関係ということでよく言われ

るのは、「政府は法を制定し、所有権を保障し、犯罪が起

きればそれを取り締まる。こういう形で資本主義にとっ

て国家はなければならないのだ」ということです。たし

かにこのこと自体は間違いではありません。

しかし、そうした外的なつながりにとどまらず、国家

と資本主義にはもっと内的なつながりがあるのです。つ

まり、市場の外でお金を調達することができる国家とい

う存在がなければ、そもそも紙幣というものの信用が成

り立たず、市場における交換も成り立たない。国家は、

徴税をつうじて内側から資本主義を支えているのです。

したがって、グローバル経済がいくら進んで資本主義が

国境を超えるようになったとしても、最終的には国家の

「徴税力」のもとで成り立っている「信用力」というもの

がなければ、資本主義は回らないようになっている。グ

ローバル化によって国家が消滅する、というのは金融緩

和論者と同じように、市場しかみていない近視眼的な発

想なのです。

このことは、「国家なき資本主義というものはあり得な

い」という事実ともに、縮小社会における今後の日本の

戦略の基礎をも示唆しています。それは「信用力」を再

定義する、ということです。たとえば近年では「ジャパ

ン・ブランド」をいかにして確立していくかということ

がしばしば議論されますが、その時にジャパン・ブラン

ドの根底にあるものは何なのかといえば、やはり日本な

らではの「信用力」ということになるでしょう。

日本経済の底力ということを考えるときに、私がよく

出す例があります。現在、世界には200年以上続いてい

る企業が約5,000社ありますが、そのうち3,000社は日

本の企業なのです。200年以上続いている世界の長寿企

業の60％が日本にあるのです。そうした企業が長く持続

する秘密は何なのかというと、多くの関係者は「信用で

す」と答えます。たとえば、顧客との関係を重視する、

地域社会の一員であることをつねに自覚し地域社会に貢

献することをつねに考える、簡単には従業員の首を切ら

ない、バブル的なもうけ話があっても簡単には手を出さ

ない、そういったことを社是に掲げている企業が多い。

近年、企業の社会的責任といわれていることが、じつは

日本の長寿企業にとっては当たり前のことだったんです

ね。

ここでは「200年」という長さが非常に重要です。と

いうのも、それらの長寿企業は人類社会が拡大経済、拡

大する社会になる以前から存在している企業だからです。

つまり、この拡大する時代を乗り越えてきた企業が日本

には3,000社もあるということであり、それらは拡大社

会を超えた普遍性をもっているということです。そして、

その普遍性の根本にあるのが「信用力」なのです。

今後、日本経済が縮小していく中で日本経済の強さや

豊かさを保持していくためには、どうやって信用力を高

めていくのかということをあらためて考える必要があり

ます。たとえば、一つひとつの製品が壊れにくいという

信用でもいいですし、単なるモノを売るだけでなくその

後のサービスやシステム運用までパッケージで売るとい

う信用でもいいですし、また、政府が信頼されており、

それによって安定して徴税ができるという信用でもいい

ですし、さらに財政が健全だという信頼もあるでしょう。

それらは「日本円」という貨幣の信用にもつながってい

きます。こうした信用をいかに確保・強化していくのか

という問いのなかに、私たちは縮小社会を生き抜く戦略

の基礎があるのです。

ここで私の話は終わらせていただきたいと思います。

御清聴ありがとうございました。

「信用」を基礎とした戦略を
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ッションを軸に、あるべき日本の姿についての検討を進めることとしています。

お招きする有識者の第三弾として、愛知県立大学准教授　與那覇潤氏に、「『江戸

時代』は終わったか？：閉塞する政治の構造と展望」と題した講義をお願いいた

しましたので、ここに講義録を採録いたします。

なお、講演の内容は当日、與那覇潤氏の著書『中国化する日本：日中「文明の

衝突」一千年史』の講読に基づく弊社社員のグループ発表を踏まえて、行われた

ものです。

日本の進むべき道：「中国化」か「日本化」か

「江戸時代」は終わったか？：閉塞する政治
の構造と展望
Has the ‘Edo Period’ Ended? The Structure and Prospect of Closed Politics

Since 2010, Mitsubishi UFJ Research and Consulting has offered the company’s researchers and

consultants learning opportunities through the Ganryu Seminar to enhance their basic knowledge

and enable them to provide interesting and insightful ideas to clients. To achieve this goal, the

Ganryu Seminar is intended to be not merely a place for acquiring superficial knowledge or skills,

but also a place where the participants can learn from each another as well as train themselves by

engaging in themes that are connected to the reality and essence of issues.

In 2012, the theme for the Ganryu Seminar is“The Right Path for Japan.”The participants will

picture the right future path for Japan by sharing their specialized knowledge and with

consideration given to historical perspectives. Also, experts from outside the company have been

invited to lecture, and the seminar participants can further their ideas about an ideal Japan through

discussions with them.

Included in this issue of the journal is content from a lecture entitled“Has the‘Edo Period’Ended?

The Structure and Prospect of Closed Politics,”given by Mr. Jun Yonaha, Associate Professor at

Aichi Prefectural University, third invited lecturer at the Seminar.

In passing, the lecture was given in conjunction with the group presentation given on the same day

by the company’s employees that was based on the reading of Mr. Yonaha’s book entitled

‘Chinization’of Japan: The One-Thousand-Year History of the Conflict between Japanese and

Chinese Civilizations.
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本日はお招きくださりましてありがとうございます。

與那覇と申します。ふだん、日本史の研究をしておりま

すが、このように企業人の皆様の前でお話しする機会は

そんなにないので、本日は大変貴重な機会をいただき、

ありがたいことだと思っています。

それでは、私なりに現在の日本の、主に政治の状況に

ついてどう考えているのかということを、お話しさせて

いただきたいと考える次第です。

タイトルを「『江戸時代』は終わったか？」という形で

つけさせていただいたわけですが、私の本（『中国化する

日本』）では、日本社会の個性である江戸時代的な仕組み

というものを、日本と中国と西洋の「伝統社会」の個性

の違いと対比する三極構造のもとで考えています。「中国

化」と「江戸時代化」が180度違う概念であると同時に、

日本は西洋化を実現したと思っているけれども、実は

「西洋化」と「江戸時代化」も違うモデルなのですね。日

本においても、たとえば議会が設置されたではないかと

か、憲法をつくったではないかとか、ちゃんと1人1票で

投票するという意味での選挙をやっているではないか、

という点を見ると、一見「西洋化」に見えますけれども、

実は近代以降も機能していたのは、「西洋化」とは似て異

なる「江戸時代化」だったのではないかというのが、私

の本の内容になっているわけです。

そして、「『江戸時代』は終わったか？」という疑問に対

する結論を、最初に申し上げますと、「『江戸時代化』だけ

で西洋と肩を並べることができるような、高いパフォーマ

ンスを展開できる時代は終わった」ということです。その

意味で言うと、「江戸時代」は終わったわけです。

ところが、「江戸時代化」のもとでつくられた江戸時代

的な政治制度は現在も残ってしまっているので、その意

味では江戸時代は終わっていないわけです。恐らくこれ

が今の日本の政治が混乱している一番の原因であろうと

思うのです。「江戸時代化」ではパフォーマンスが悪くな

る時代に入っているのに、つくられた制度が江戸的なも

ののままなのです。こうなると日本人は、非常にいらい

らしてきて、それこそ「政権交代をやったのに全然うま

くいかないじゃないか」という意見に代表されるように、

まさに苛立ちのあらわれが今あるわけですが、いらいら

した結果どうなるかというと、「このままいったら、どう

せじり貧なのだから、『中国化』と言われようが何と言わ

れようが、別の選択肢でガツンとやってしまえ」という

ふうになるのではないかというのが、私の考えている、

日本が「中国化」する時のビジョンです。

それではまず最初に、「西洋化と見せかけて実は江戸時

代が続いているだけだった」ということは、たとえばど

ういう現象を指すのかということを具体的に5つ挙げて

みましょう。

ひとつは「消費税政局」です。増税ができないので財

政がどんどん不健全になっているということですね。よ

うやく消費税も上げることになるらしいですが、これは

現時点では「らしい」にとどまっておりまして、参院で

造反があるのではないかとか、内閣不信任案を出したら

通ってしまうのではないか、とか言われております。け

れども、日本において増税しにくいので財政が不健全に

なるという現象は実は今日に始まったことではなくて、

江戸時代の各藩の財政が悪化していったのは、まさにこ

のことが理由なのです。その理由は私の本にも記しまし

たが、実は年貢の税率は1700年ごろ、江戸時代が始ま

って最初の100年ぐらいで固定されてしまいまして、そ

れ以降は幕藩制国家といえども増税はほとんどできなか

ったのです。なので、どんどん藩財政が悪化していった

ということが、かつて江戸時代にもあったわけです。

2点目は「利益分配政治」です。これは一言で言って

しまうと、地域単位では物を考えるが、日本という国家

のサイズではだれも物を考えないという現象です。たと

えば江戸時代は、一見すると江戸幕府が権力を持ってい

るように見えますが、各藩の権限が非常に強くて、たと

えば幕府がつくる幕法であっても、天領と言われる直轄

はじめに：江戸時代は終わったか？

「江戸時代」の5つの遺産：①「消費税
政局」と②「利益分配政治」
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領にはもちろんそれは行き届くわけですが、藩ごとに適

当に抜け道があったりして、幕法が藩の内部には必ずし

も貫徹しなかったのです。すなわち、地域のことは地域

ごとに勝手に考えてしまって、日本という単位でまとま

った政策が通るということは江戸時代はなかったし、今

の日本もそのような状況にはない、と考えた方がいいの

ではないかと思うのです。

また3点目は、「機能しない野党」です。要するに野党

というものが生産的な役割を担わないということです。

戦後長らく、自民党が政権をほぼ独占していた時期に自

民党の人々は何と言っていたかというと、ある時期まで

は社会党、ある時期からは民主党、要するに野党に対し

て「自民党はきちんと責任のある政治をやっているのに、

野党は実現不可能な理想論ばかり言って、政権の足を引

っ張るだけで無責任だ」ということを言ってきたわけで

す。ところが、三年前に政権交代を実現して、民主党が

与党になると、今度は自民党の方が無責任野党になって

しまったわけですね。

これは、自民党だからだめだとか、民主党だからだめだ、

と言う以前に、恐らく日本においては野党というものがそ

もそも機能しないということなのだと思います。代案を出

すのではなく、ただ統治者の行為に反対するというスタイ

ルでしか現政権に対するオポジションが機能しない構造

を、日本社会は江戸時代から持っているというふうに考え

るべきだというのが私の認識です。要するに、野党が機能

しないというのは、結局与党が何とかしてくれるだろうと

思っていて、本気で自分が与党にとってかわって、与党よ

りもよい政治を自分自身でやろうという意識を持っていな

いということです。そのようないわば「代案なき反対論」

の原点が、江戸時代の百姓一揆です。

ところで、百姓一揆というと竹やりをつくってみんなで

集まるというイメージが時代劇などであるわけですが、実

はこれ、実態とはかなり違うのですね。保坂智氏の『百姓

一揆とその作法』（吉川弘文館）によると、百姓一揆でど

んな武器を持ってお百姓さんが集まったのかを調べてみる

と、たとえばほとんど幕末の1836年は、かなり暴力的な、

過激化した一揆がふえている時期なのですが、そういう時

期の一揆でも、没収された武器214件のうち195件が鎌

なのです。鎌というのは稲を刈る道具ですから、はっきり

言って武器にはならない。武器に使うのであれば斧である

とか、もっとほかにも使えるものがあるはずなのに、一番

武器にならなそうな鎌を大量に持って百姓一揆をやってい

るわけです。この事実は何を意味するのかというと、同書

に書いてある通り、百姓一揆においては参加者が百姓であ

ることを強調するために鎌を持っていたのであって、武器

に使う気はなかったのですね。「われわれは鎌で稲を刈っ

ている百姓であって、その百姓が暮らせるような政治を、

あなた方武士の皆さんはやってください」ということを言

うために鎌を持ってきている。ある意味、ソビエト連邦の

国旗に鎌が入っていたことと同じ意味です。要するに、本

気で武家政権を倒して、自分たち百姓が政治をやるという

ビジョンはだれも持っていなかったのです。「私たちの今

の暮らしを維持できるように、あなた方が頑張って知恵を

絞りなさい」としか言わない状態が、百姓一揆のころから

戦前・戦後の野党体制を通じて、ずっと貫徹してきたと考

えるべきです。

4番目の「世代間格差」と5番目の「シルバー民主主義」

は、ある意味まとめて一体の問題であります。最近の日

③「機能しない野党」

④「世代間格差」と⑤「シルバー民主
主義」
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本でいよいよ深刻になり出した年金問題などに関して、

たとえば「お年寄りがかわいそうだ」とか言われている

わけですが、年金制度の持続可能性を考えると本当にか

わいそうなのは、年金が破綻する前にもらえて、天寿を

迎えることができる現在の老人世代ではなくて、いっぱ

い払い続けるのだけれども、自分には返ってくるかわか

らない若者ではないかと私は考えます。このことが、い

わゆる世代間格差の問題の本質だと思いますが、これは

実は江戸時代に起きたことの再現なわけです。

うば捨て山伝説のように、「お年寄りってすごくかわい

そう」というイメージは江戸時代からあるわけですが、

では、江戸時代で一番割を食っていたのはだれかという

と、家を継ぐことができない、あるいは家を継いだ長男

に養ってもらうことができない、自分で家を持てない二

男、三男です。彼らは、今で言うフリーターのような状

態になって、江戸、大阪に丁稚奉公に出されてワーキン

グプアをして、子供をつくることもなく死んでいったの

です。その意味では、彼らは江戸時代の一番の被害者だ

ったわけですね。

つまり、イメージとしてはお年寄りが被害者だという

ことになって、社会が動いていくのに対して、そのしわ

寄せが特定の――江戸時代であれば家を継げない、今日

であれば正社員になれない若者に集中しているわけです。

その結果として、社会全体にフラストレーションが蓄積

していくという問題が生じます。そういうフラストレー

ションが爆発したものが、幕末で言うと「打ち壊し」で

あるとか「ええじゃないか」であるとか、ノーマルな百

姓一揆よりも過激化した民衆運動だったわけです。

その構図は、江戸時代に一回行き詰まって破綻したの

ですが、それと同じ状態が、ある意味今日の日本でも起

きていると理解するのが妥当ではないかと思うわけです。

かつての江戸時代が行き詰まった後に、日本は開国し、

部分的に西洋の制度などを取り入れて産業革命を起こし

ました。産業革命を起こした当初は、底辺労働者は非常

に悲惨であったわけですが、「西洋化」を通じて資本主義

と産業革命によって富の総量をふやし、最終的には福祉

国家をつくって国民に還元することによって、なんとか乗

り越えることができたわけです。ところが今日の2度目の

「江戸時代化」の行き詰まりについてはどうでしょうか。

人類史上のほとんどの時期において、世界経済の中心

地は中国であり、ヨーロッパは長らく貧しかった。しか

し近代と呼ばれる時代にこれが完全に逆転して、「西洋化」

のパフォーマンスが「中国化」を上回ったのはなぜかと

言うと、要するに、南北アメリカという新大陸を発見し、

そこから富を大量に収奪することによって資本を蓄積し

て、その結果中国を追い抜くチャンスがあったというこ

とですが、逆に言うと今やそういうチャンスはなくなっ

てしまったのです。

今の日本には、かつての産業革命に匹敵する変革を起

こす余地がないわけですね。また、「これをガツンとやっ

たら大量の富が手に入って、それをみんなに分ければ、

それなりに不満も解消されるから、そこそこやっていけ

るのではないか」と思えるようなチャンスもないのです。

この点が、恐らく今日の日本の一番行き詰まっている、

悲惨なところなのではないかなと思うわけです。

さて、日本はオリジナルの江戸時代が自壊してしまっ

た後で、一種の「西洋化」ないし「中国化」を遂げるこ

とによって近代化していったわけですが、ここで私の本

から関連する一節を引用してみます。

「察しのいい方は、この時点で明治憲法体制が政治シ

ステムの『再江戸時代化』となっていることに気づか

れたのではないかと思います。･･･藩閥政府に取って代

わることはなかなかできないが、ひたすら議会で反対

して統治行為への不同意を示し続ければ、一定の妥協

を引き出すことができた初期議会の政党の立ち位置は、

お代官を追い出すまでにはいかないけれども年貢の減

免だけはしっかり勝ち取った、日本近世の百姓一揆の

それを引き継ぐものとみることができます」（與那覇潤

『中国化する日本：日中「文明の衝突」一千年史』文藝

日本の近代化は「再江戸時代化」
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春秋、2011年、P.150）

拙著で書いた通り、一見すると議会政治を取り入れ、内

閣制度をつくり、憲法をつくったという点で「西洋化」し

たように見える明治の日本ですが、実際には議会政治や内

閣制度をデザインする過程で、江戸時代的な仕組みが延命

してしまったと私は考えています。一見するとヨーロッパ

型の議会、戦後は特に議院内閣制を導入しているように見

えて、統治機構のデザインが、実は江戸時代の延長みたい

な設計になってしまったという点が、今日の日本の民主主

義の行き詰まりの基盤であろう、と思うのです。

端的に言ってしまうと、完全に「西洋化」したとは言え

ない日本政治の特別な構造とは何であるかというと、拒否

権の相互持ち合いによって、各自の取り分、各自の権利を

守る仕組みであったということです。そしてこの「拒否権

の相互持ち合いを通じて意思決定を行う仕組み」というも

のは、実は江戸時代もそうであったし、戦前の政治も戦後

の政治も、そして現在の政治もそうであるのです。

さてここで、横軸に「江戸時代」「戦前政治」「戦後政治」

「ポスト戦後政治」という形で時期区分を設定して、各時

代における「統治者」と「拒否権プレーヤー（veto

player）」が誰であったのかを整理したチャートをつくっ

てみましたので、これをもとにお話しをしていきましょう。

江戸時代の場合、統治権は武士が独占しています。も

しも武士が何でもわがままをし放題だったら、中国の皇

帝や皇帝に選ばれた科挙官僚が何でもし放題という状態

と同じになるわけですが、そうではありませんでした。

江戸時代は先ほども申しましたように、百姓一揆を通じ

て農民が増税を拒否する権利を事実上持っていたわけで

す。武士だからといって何でもできるわけではなかった

のです。百姓は増税拒否権を持っており、そのかわり、

百姓には武士を追い出して自分が政治をする権利も、そ

のような発想もないのです。このように農民に一定の拒

否権を与えることで、「あんたたちも我慢してください。

百姓に生まれたら政治には関与できないけど、増税拒否

権だけはあんたらにあげているのだから、そこでお互い

納得して、なあなあでやっていきましょうよ」というも

のが、江戸時代の政治システムであったわけです。

こういう制度では、拒否権を本気で発動しないように、

拒否権を持っている人を調停する人物が必要になってき

ます。江戸時代はだれがその役を果たしたかというと、

いわゆる庄屋さんと言われる村役人でした。村役人たち

が、農民のトップにいて、彼ら農民側の要求と、武家政

権の「ちゃんと年貢を払え」という要求とをお互い調停

することで、何とかかんとか社会を回してきたわけです。

たとえば、「武士の方も年貢をここまで負けてくれたのだ

から、百姓一揆に訴え出るのではなくて、おとなしく年

貢を払いましょうよ」ということで、農民の拒否権の行

使を抑制するといったことですね。

この仕組みで江戸時代は250年間ぐらい、そこそこう

まくいってきたわけです。うまくいってしまったので、

「やっぱりお互い拒否権を持ち合うのが一番安心できる

各時代の拒否権プレーヤーとは

表　各時代の拒否権プレーヤーとは

江戸時代 

統治者 武士 超然内閣制 
（官僚内閣制） 

建前：議院内閣制＝自民党 
実態：官僚内閣制 

連立与党 

主たる 
拒否権保持者 

農民 
（百姓一揆） 

大臣（閣内不一致） 
政党（法案否決） 
軍部（大臣引揚） 

非主流派閥（党内抗争） 
革新政党（改憲拒否） 
 

参議院 
（ねじれ国会） 

調停者 村役人 元老 派閥長老 不在 
帰結 長期の安定 無謀な戦争 財政の放漫 政治の停滞 

戦前政治 戦後政治 ポスト戦後政治 

出所：筆者作成
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な」とか「とりあえず拒否権さえ持ち合っておけば、自

分が一方的に不利益をこうむるということはないんだか

ら、そこそこ安心してやっていこう」というエートスが

日本人には身についてしまった。そして、戦前、戦後と

2回憲法をつくり、2回統治機構をデザインしたわけです

が、どちらも結局は、拒否権によって自分の権利を守る

社会になってしまったということなのではないかと思う

わけです。

それでは次に、戦前の日本政治が拒否権の相互持ち合

いで運営されてきたというのはどういう意味であるかと

いうことについてお話しします。

戦前の憲法について、しばしば今日の憲法に比べて非

民主的であったと言われますが、もう一方の特徴は、戦

前の憲法の方が戦後の憲法よりもはるかに、「自分の権利

は拒否権で守れ」という構造を持っていたのです。たと

えば戦前の憲法において、統治構造は原理的には超然内

閣制でした。戦後の現行憲法では、総理大臣を国会で選

ぶので、多数の民意の代表が首相になるわけですが、戦

前の場合は天皇が任命するだけですから、ある意味で江

戸時代の武士と同じように、別に民意を反映しない人が

総理大臣になるということが平気で起きるわけです。

ところがこれに対して、選ばれた総理大臣が何でもか

んでも好き勝手できないように、さまざまな人々が拒否

権を持っていたのが戦前憲法なのです。たとえばだれが

持っていたのでしょうか。まず、戦前の憲法は「内閣」

という言葉がなく、「内閣総理大臣」という役職も規定さ

れていないように、ほかの大臣に対する総理大臣の指導

力というのは極めて弱かったのです。憲法に書いてある

のは、「個々の各大臣が天皇を輔弼
ほひつ

せよ」ということだけ

であって、「総理大臣がリーダーであって、ほかの大臣は

総理大臣に従う」とはどこにも書いてないですし、そも

そも「総理大臣」という言葉もないのです。

そういう状態ですので、拙著にも書きましたが、大臣

1人が総理の意向に従えないというと、これは閣内不一

致で結局全員総辞職しないといけなくなってしまうので

す。総理大臣のリーダーシップが確立されていないし、

憲法にも書かれていないので、ほかの大臣がたとえば省

益を背景にして総理の意向には従えないと主張すると、

結局最後は内閣が閣内不一致になるということで、各国

務大臣が総理大臣に対して拒否権を事実上持っていると

いう形になったわけです。

その究極形がいわゆる軍部大臣と呼ばれるものでした。

陸軍大臣、海軍大臣は統帥権の独立を主張して、これに

対しては天皇自身の大権であるから総理大臣は口を挟む

なという主張ができるわけです。さらに、陸軍、海軍は

総理と対立したら内閣から大臣を引き上げて、後継者は

軍部から出しませんということをやって内閣をつぶすこ

とすら可能であったのです。各大臣が総理に対して権限

を持っているなかでも、軍部と統帥権独立の原則をバッ

クにしている軍部大臣は、とりわけ強い拒否権を持って

いた。これが戦前の憲法における内閣の構造であったわ

けです。

さらに、大臣と軍部が拒否権を持っていただけでもか

なり大変なのですが、それだけではなくて、もっと他に

も拒否権があったのです。それは何かというと、いわゆ

る政党勢力、議会勢力です。戦前の明治憲法においては、

総理大臣には議会の支持がなくてもなれるわけです。今

日の憲法と違い、議会の多数派が推した人を総理大臣に

するという議院内閣制を規定しておりませんので、戦前

の憲法下では天皇によって任命されればだれでも総理大

臣になれるのですが、それでは議会は完全に無力であっ

たかというとそういうことはなくて、「法律の制定には議

会の協賛が必要である」と憲法に書いてありますから、

議会に支持されずに勝手につくられた内閣であっても、

新しく法律を作るためにはやっぱり議会を通さないとい

けなかったわけです。

そうすると、政党勢力や議会勢力は、総理大臣が出し

てくる法案を、議会で否決し続けて嫌がらせをすること

はいくらでもできたわけです。ある意味で今日の参議院

にも似ていると思います。そうすると戦前の場合、天皇

戦前政治のダイナミクス
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によって任命されればだれでも総理大臣になれるわけで

すが、なったが最後、ほかの大臣がみんな自分に対して

拒否権を持っているという状況になったわけです。特に、

軍部をバックにした軍部大臣は、「こいつは自分よりもは

るかに強い権限を持っているのではないか」と思えるぐ

らいの強い拒否権を持っていました。そして、議会は議

会で政党勢力が、「あんたが法案出してきても否決しちゃ

うよ。そうすると、それは法律にならないよ」という形

で拒否権を持っていたのです。ある意味で、拒否権を持

ったプレーヤーに取り囲まれていたのが、戦前の総理大

臣であったわけです。

そして、こういう状態を前提とするとどういうことが

起こるかというと、「皆さんが拒否権を持っているのでし

ょうけれども、持っているけど使わないでね」と説得す

ることで政治が動いていくという事態となるわけです。

そういう根回しの構図が、戦前憲法下の日本政治の形に

なっていくのですね。この場合、みんなが拒否権を持っ

ているわけですから、だれか調停者がいないと政治が動

かなくなるわけです。それでは戦前の明治憲法下の政治

において拒否権を行使しないように相互の調整、根回し

をした人のことを何と言っているかというと、中・高の

日本史の教科書にも載っている「元老」という呼び方で、

われわれは指し示しているわけです。

元老という人は何をする人かというと、「みんな拒否権

を持っているわけだけど、まあまあ、ここはおれの顔を

立てて行使しないで、総理大臣をみんなで支えてやって

あげなさいよ」というふうに調整していくことによって、

拒否権を実際には行使させずにうまく政治を回すのが任

務だったわけです。そのように調整することができれば

政治がうまくいくし、逆に拒否権を行使されてしまった

ら内閣がつぶれるわけで、これが戦前政治のダイナミク

スであったわけです。

そのことを極めて分かりやすく書いてくれている論文

が、「戦前日本の内閣は存続するために誰の支持を必要と

したか：議会・軍部・閣僚・首相選定者」（『学習院大学法

学会雑誌』47巻（2011年）1号）です。これは大学の

紀要の論文で、公開されているのでネット上でも読むこと

ができるのですが、政治学者と日本政治史が専門の方の共

著の論文で、非常におもしろいことが書いてあります。

「戦前日本の内閣は存続するために誰の支持を必要とし

たか」とは非常に味わい深いタイトルですね。戦前政治

は、拒否権の相互持ち合いを元老が調停するという形で

運営されていたので、そういう状態で権力を維持する、

または政治を運営するために必要だったのは何であった

かというと、陸相が過去に入閣した経験が長いほど、国

務大臣の数が少ないほど、首相選定者の数が多いほど内

閣は長続きする、という研究結果でした。

陸軍大臣というのは最強の拒否権を持っている大臣な

ので、すぐにキレるような人物を陸軍大臣にしてしまう

と、即座に拒否権を行使して内閣がつぶれてしまうわけ

です。ですので、内閣を長続きさせたかったらどうする

かというと、かつて入閣した経験が長いベテランの陸軍

軍人を陸軍大臣に任命することによって、お互いに相互

調整して、「いや、あなたが拒否権を持っているのは分か

っているけど、行使しないでね」という形で妥協してい

くことができ、結果として内閣は長続きするわけです。

また、大臣が全員拒否権を持っているわけですから、

国務大臣の数は少ない方がいいわけです。大臣がいっぱ

いいる内閣をつくってしまうと、拒否権を持っている人

物をふやしてしまうわけですから。拒否権を持っている

人の数はなるだけ少なく絞り込み、逆に「拒否権を行使

しないでね、君は」というふうに調停してくれる元老の

数は、なるだけ多くした方がいいわけです。

つまり3番目の、首相選定者の数が多いという点は、

なるだけ多くの元老に話をつけて顔を通しておくという

ことなのですね。

こういう対処をしておくと、実際には多くの関係者が

拒否権を持っているが、「拒否権を行使しないでね、皆さ

ん」という形で、なあなあで乗り切ることができ、結果

として内閣は長続きしたというわけです。これが戦前の

戦前日本の内閣は存続するために誰の
支持を必要としたか
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日本政治を営んできた仕組みであって、つまり要は江戸

時代の村役人の調停によって百姓一揆を抑えることで、

武士が政権を独占し続けることができた仕組みの、いわ

ば変奏形態にすぎないわけですね。

ところが、江戸時代の場合はこういう形で調停者が拒

否権を行使しないように丸く収めることで、長期の安定

と平和を維持できたのですが、戦前の明治憲法体制は、

御存じの通り敗戦という形で破綻を迎えるわけです。江

戸時代の場合は、拒否権相互持ち合いシステムは長期の

平和に帰結したのに、戦前政治の場合はなぜこれが破綻

するに至ったのでしょうか。一言で言ってしまえば、対

外戦争というオプションを江戸時代は持たなかったのに

対して、戦前の日本ではそのオプションを持ったからと

いうことだろうと思います。

この拒否権相互持ち合いシステムの弱点はどこにある

かというと、みんなが拒否権を持っているので、「相手に

損をさせる決定」を下すことがだれにもできないという

ことになります。「お前がやっているそのプロジェクトは

無駄だからやめろよ」と言うと、「何を言っているのだ。

じゃあ、そんなこと言うならそっちのプロジェクトに対

してこそ、拒否権を行使するぞ」と言われてしまうわけ

で、拒否権を持っている相手に不利益を負わせることが

できない仕組みになっていたわけです。

拒否権の持ち合い政治では、「まあまあ、みんなそこそ

こに利益を割り当ててあげるから、みんな拒否権は行使

しないでお互い仲よくやっていこうよ」ということはで

きますが、「あなたのやっていることは端的に言って無駄

だ。だから、あなたの不利益にはなるが、あなたのプロ

ジェクトはやめてほしい」ということは、拒否権を持ち

合った状態では決して言うことができないわけですね。

この結果として戦前に何が起きたかというと、陸軍、

海軍、それぞれがそれぞれに自分の作戦と、その作戦を

遂行するために必要な軍拡を主張することをだれもとめ

ることができなかったわけです。海軍が「陸軍の作戦は

無駄で勝算がないからやめなさい」と言うことはできな

いですし、陸軍も「海軍の作戦は無駄だからやめなさい」

と言うことはできないわけです。その結果として、いっ

たん始めた戦争の戦線を縮小することができなくなった。

陸・海軍どちらも拒否権を持っていますから、「今はこち

らの戦線に資源を集中して投入したいから、こっちの戦線

は閉じよう」と言うことがだれにもできなかったのです。

その結果として、「明治憲法体制は、権力集中による独

裁者を生み出したことによって破滅したわけではなく、

意思決定中枢を欠くために指導者がお互いに手詰まり状

況に陥り･･･対米開戦といった破滅的決定を下し〔た〕」

（飯尾潤『日本の統治構造』、中公新書、2007年、P.17）

ということになるわけです。

「このビジョンでいくから、おまえら全員言うことを聞

け」と言うことがだれにもできず、「いや、そんなことを

言うなら陸軍は協力をしないよ」とか、「そんなことを言

うなら海軍は協力しないよ」とみんなが拒否権をちらつ

かせて、戦線の縮小を認めなかった結果、お互いに手詰

まり状況に陥り、「本当はこうしたいんだけど、それを言

ったらあいつは拒否権を行使するから、それはできない。

じゃあ、あいつの言うことも認めて、でも、そのかわり

おれの方はおれの方で勝手にやろう」ということを重ね

ていった結果、最後は対米開戦といった破滅的決定を下

して滅亡していったのだというわけです。

拒否権の相互持ち合いによる政治のコントロールとは、

言ってみるならば損切りができないシステムであったわ

拒否権相互持ち合いシステムの弱点
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けです。「これだけ利益があるから、みんなで分け合おう

ぜ」ということは、拒否権を行使しないように利益で買

収するというやり方ですから、これは拒否権を持ってい

る人が何人いてもできるわけです。ところが、「あなたが

た陸軍は、中国に大量に物資をつぎ込んで戦争をやって

いるけれども、どう見ても成果が上がってないじゃない

か。この辺で損切りして、あなたがやっているプロジェ

クトはやめましょう」と言うと、陸軍は拒否権を持って

いるからこれができないわけです。そして、損切りがで

きないうちに戦線の縮小もできなくなって、最後は無謀

な戦争に突っ込んでいって破滅したというのが、戦前の

拒否権持ち合いで失敗した政治の帰結であったわけです。

これが戦後どのように変化していくかというと、戦後

は憲法を初めとしてさまざまなものを変えたわけですが、

実際のところ、戦後体制が抱えている問題というのは、

実は戦前体制が抱えている問題と同じままなのです。戦

後体制も戦前体制も、結局拒否権持ち合いの民主主義し

かやっていないのです。

戦前であれば軍部や各大臣が拒否権を持っていたわけ

ですが、では、戦後はどうなったかというと、戦後には

もちろん軍部は消滅します。したがって、拒否権を持っ

ているプレーヤーは1個減ったわけです。これは、日本

にとっては非常によかったことであるわけですね。

さらに戦後の日本国憲法の場合は戦前の明治憲法と違

いまして、首相がほかの大臣を任命し、また罷免するこ

ともできるということを明確に記入しておりますから、

戦後憲法の方が戦前憲法に比べても、拒否権プレーヤー

の数を減らすことにある程度は成功したわけです。

ところが、拒否権プレーヤーの数を減らすことに完全

に成功し切ったかというと、そうではありませんでした。

具体的には、戦後はだれが拒否権を持つことになったか

というと、戦後長く自民党体制が続きましたが、自民党

の中の非主流派の派閥が拒否権を持って、派閥抗争を繰

り返すということをやってきたわけですね。

さらに、戦後の場合もうひとつ拒否権を持った主体は

革新政党でした。社会党、共産党という革新政党はまさ

に江戸時代の百姓一揆と同じく、決して政権をとること

はなく、はっきり言って、野党の方も政権をとることは

事実上投げているわけです。政権奪取は諦めているので

すが、江戸時代の百姓一揆が武士に政権独占を許すかわ

り増税拒否権だけは持っていたことと同様に、戦後の場

合は革新政党が自民党に政権独占を許すかわり、「改憲を

拒否する権利」だけは維持し続けたのです。これが戦後

政治のあり方です。

それでは、戦後はだれが調停者を行ってきたかという

と、派閥の長老が行ったわけです。自民党が党内でなぜ

まとまらないかというと、自民党という政党は結局のと

ころ地域代表者の集まりですから、たとえば都市に有利

な政策を実現しようとすると、農村部は不利になるので、

「そんな政策はたとえ総裁の言うことであろうと認めたく

ない」と言って非主流派の派閥が騒ぐわけです。あるい

は、何か法案を通そうとすると社会党や共産党が反対を

して、たとえば審議拒否とか牛歩戦術をやって、「そんな

法案を通さないぞ」と邪魔をするわけです。

そういう自民党内部での派閥抗争、または社会党や共

産党が反対をした時などに、自民党の派閥長老とか、国

対族のドンと呼ばれるような人々が、「まあ、ここはおれ

の顔で、ここら辺で痛み分けにしませんか」とか、「この

法案は総裁の顔を立てて通してやろうよ」とか、「じゃあ、

社会党が出してくるこの修正はのむから、何とか審議拒

否のようなことはなくして、国会をスムーズに通してく

れよ」といった形で調整してきたわけです。これで何と

かうまく回っていたのが、戦後の自民党政治が長く安定

していた状態だったわけです。

ただし、戦前の場合は拒否権の持ち合いをやっていた

結果、損切りができずに戦線の野放図な拡大が起きて、

最後には破綻したように、戦後の自民党政治の場合は結

果として何が起きたかというと、対外戦争はしないので

戦後も戦前と同じ課題

戦後における財政の野放図な拡大の背景
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戦線の拡大は幸い起きなかったわけですが、かわりに財

政における野放図な拡大が起きたわけです。

たとえば「この地域についている補助金を減らす」とい

うことをやろうとすると、その地域から選出されている自

民党の議員がごねますので、そういうことはできないわけ

です。あるいは「均衡財政のためには、社会福祉をある程

度縮小することもやむを得ない」という判断をしようとす

ると、社会党や共産党などの野党が一斉に反発しますので、

これもできないわけです。みんなが拒否権を持ち合ってい

るので、最後は、「じゃあ、とにかく補助金をばらまいて

あげるんだから、拒否権は行使しないでね」という形で、

拒否権の発動を抑制してゆくという結果になる。その結果、

財政が野放図に拡大して、だれもとめられなくなったとい

うのが、戦後の自民党政治が最後に行き詰まった限界であ

ったということになるわけです。

それでも、今日と比較すると財政がまだ潤沢で、拒否

権を行使しないように江戸時代的に調停してくれる自民

党の大物政治家や派閥長老の顔で政治が回っていた時期

は、今にして思うと幸せです。そういう形で自民党が衆

参両院の多数を握って政権を運営している状態が終わっ

たこと、これがいわゆる今日の「ポスト戦後政治」です。

そして、自民党単独ではもはや政権を維持できなくて、

連立与党が政権を維持するという形になるわけです。し

かし一方で、衆議院で過半数をとって政権をつくっても、

参議院の過半数が保証されないので、参議院が拒否権を

行使して法案をとめてしまうと何も決まらなくなるとい

う状態が、今日われわれをいら立たせている政治の実態

です。このような今日の問題の根源は、調停者がいなく

なってしまったということなのです。江戸時代であれば

村役人が調整し、戦前であれば元老が調整し、戦後であ

れば派閥のドンが調整してくれたのです。それが今日で

は、衆参両院での多数派が食い違ってしまって、戦後の

ある時期までだったら、「おれの顔で話を通せよ」という

ことをやってくれた調停者がいなくなってしまった結果、

損切りができないどころか本当に何も決められなくなっ

てしまったわけです。

これがポスト戦後政治の現状であり、今現在の状況で

はもうしようがないから、民主、自民、公明で擬似的大

連立みたいな形になって、何とかこの停滞を突破しよう

という状態に現時点ではなっているわけです。けれども、

そのことに対してまさに江戸時代以来の、増税だけには

拒否権を行使したいという多くの国民が「これはある種

の野合ではないか」とか「増税だけで協力するのはいか

がなものか」という不満をふつふつと抱いている状況に、

今の日本はあるのではないかと感じるわけです。

さて、このような状況になってきたときに、「ここまで

来てしまったら、とにかく力で押し切るしかないだろう」

という現状認識、およびそれを望む民意に支えられて

時々出てくるのが、いわば中国的なリーダーではないか

と私は考えており、その一例が小泉純一郎さんであり、

二例目に今なりつつあろうとしているのが橋下徹さんで

あるのではと思うわけです。

小泉改革や橋下維新の政治は、一言で言ってしまえば

「民主的な専決」というスタイルです。つまり、これまで

は「お互い拒否権を持っているのだから、なあなあで落

ちつこうよ」という調整をやっていたのに対して、「おま

えの持っている拒否権なんか認めないぞ」「反対するやつ

らは抵抗勢力だから、実力で排除する」と、ズバッと言

ってしまって、高支持率に支えられて専決で押し切るの

が小泉流、橋下流のやり方です。この点を大きな可能性

ととる人もいるし、独裁者的と呼んで問題視する人もい

るわけです。

これまでは統治者や権力者が専決で専制的に自分の意

向を押し通すことに対しては、「それは非民主的だ」とい

う言い方でストップがかかりました。これが戦後政治の

ダイナミクスだったわけですね。あまりに強権的にトッ

プダウンで政治を行うと、「それは非民主的なことだ」と

ストップがかかるという形で、戦後の民主主義は運営さ

れてきたわけです。分かりやすい例では60年安保がそう

でしたよね。国民の間で不人気な政策を強行しようとし

小泉改革から橋下維新へ
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た結果、支持率が下がって、「それは非民主的だ」と批判

されて、最後は政権から去っていくというのが戦後政治

の動き方であったわけです。

これに対して、「民主的な専決」というスタイルは、む

しろ国民の高支持率を背景にして、一部の人々の拒否権

を無視して押し通していくというやり方が特徴です。そ

いう方法でしかもう政治は動かせないのではないか、と

いう状況が、ポスト戦後政治の調停者すらいない拒否権

の持ち合いになった現在において、生まれてきたという

ことです。

このスタイルの政治においては、多くの国民に支持さ

れているという意味では民主的なのですが、一方で反対

派の意見が一切取り入れられることがなく、むしろ「権

力を持っている人の意見だけが正しい政治なのだ」とい

う形で統治の強権化が起きるわけです。

言い方を変えると、今日本で何が起きているかという

と、「日本が西洋化しているという神話が終焉を迎えた」

ということであろうと、私としてはとらえるわけです。

そもそも「西洋化」とは何かというと、民主化と自由化

が同時に進行したことです。民主化という形で政治にタ

ッチできる人々の範囲が広がっていく一方で、政治社会

における価値の多元性、多様な価値観が尊重されるよう

になっていったわけです。これが多党制に基づく西洋型

の議会制民主主義の定着ということであり、これをわれ

われは「自由民主主義」とか「リベラル・デモクラシー」

と呼んでいたわけです。

さてここで、中国化と西洋化の違い、特に政治面にお

ける中国化と西洋化の違いはどこにあったかという点を

フォローしておこうかなと思うのですが、これは要する

に「何を民主化したかの違いだ」と私は考えます。

西洋型の民主化というのは、一言で言ってしまえば、

要するに投票権を1人1票でだれでも平等に持って投票す

ることです。これが西洋型の民主化であったのに対し、

私の本にも書いたのですが、宮崎市定という東洋史の大

家が昔言ったように、もともと中国で選挙と言えば科挙

のことを指したわけです。

要するに西洋化というのは、お金持ちの人、お金がな

い人、あるいは国のことを考えている人、考えていない

人、賢い人、あまり賢くない人、いろいろ違いはあるけ

れども、とにかく1人1票、投票権はみんな平等にしよう、

ということがヨーロッパで起きた民主化であり、今日の

日本でも（うわべでは）導入されている西洋的民主主義

であるわけです。

一方、中国で起きた民主化というものはそうではなく

て、1人1票の平等というものはつくらないのです。逆に

何を平等にしたかというと、科挙にチャレンジする権利

を平等にしたのです。科挙というものは、単にたとえば

算数のような学科ができるかどうかを見る試験ではなく

て、一種の思想のレベルの高さ、その人の道徳性、人格

の立派さを見る試験であったわけです。要するに道徳性

が高い人間と道徳性が低い人間は不平等に扱おうという

思想です。そのかわり、どちらも試験を受けに来ること

は勝手だし、試験に受かるために頑張って道徳性を高め

る自由はみんなに開かれているから、それでいいではな

いかという発想が、いわば中国型の民主化だったわけで

す。1人1票で議会に対する投票権を持とうというヨーロ

ッパ型の民主化ではなく、道徳性の高い人が官僚になる

ことができて、そして道徳的に自分を修養する機会はそ

れぞれ個々人が自由に活かせばいいのではないかという

のが中国型の民主化だったわけです。

政治面における「中国化」と「西洋化」
の違い
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そうだとすると、たとえば、1人1票の選挙でやると政

治家の質がいつまでも高まらないので、道徳的にすばらし

いとか、国を担うにふさわしいという人材を1人1票の機

械的な平等ではない形で選びたいという考え方は、非常に

中国的な発想、中国型の民主主義ではないかと思います。

もしもこれから先の日本で、江戸時代につくった仕組

みが残っていくとしても、財政の面でも憲法構造として

もゆきづまりをみせているそれは、やがて完全な機能不

全に陥るのではないでしょうか。そして、政治にタッチ

できる人はふえていく一方で、価値観としては一元化さ

れていき、トップが「これが正しい」と結論づけた政策

や価値観しか認められなくなってしまう。それに対する

反論というのは、基本的には単に否定されていく、とい

う状態になっていくのではないかと思うわけです。実は

これは、中国式の意思決定の仕組みに非常に近いものが

あります。

実際に明治維新の時、江戸時代的な明治憲法の体制を

つくる前に、明治天皇を中華皇帝的な統治者にしてしま

い、天皇本人がすべて政治的な決定を下すような、いわ

ば中国式の社会に変革した方がいいのではないか、とい

う天皇親政運動がありました。明治天皇の家庭教師を務

めた儒学者・元
もと

田
だ

永
なが

孚
さね

などがこの運動を主導していたわ

けです。この天皇親政運動のビジョンはどういうもので

あったかというと、熟議は徹底的にする、民主化はする、

というイメージです。天皇の前に、各階層の代表、各地

域の代表、さまざまな組織の代表を呼んで、「皆さんの意

見を聞かせてください」と呼びかけ、自由かつ徹底的に

議論するのを聞いた後で、ただし最後は多数決ではなく、

天皇陛下が「これが正しいと私は思った」と言うと、そ

れが結論になるというスタイルです。

このような考え方に対して、「何でそれが結論になるの

だ」「天皇が間違えたらどうするのだ」と思うかもしれま

せんが、これが間違えないことになっているわけです。

なぜかと言うと、中国皇帝式だからです。儒教道徳を一

番正しく身につけた人が中国皇帝になっているわけです

から、同じように考えれば、政治道徳を最も正しく身に

つけて、人を見る目、政治を見る目を養われている天皇

陛下が決断を下せば、「それは間違わない」ということに

なります。そして、「万が一にも天皇陛下が間違った決断

を下したりしないように、私が天皇陛下に儒教教育を施

してさしあげます」というのが、元田永孚のビジョンで

あったわけです。

ある意味でこれと全く同じスタイル、というかこれの

縮小版を展開しているのが、私は橋下徹さんのスタイル

ではないかと思うのです。橋下さんについては、ああい

う強権的なスタイルで政治をやるので、「独裁者だ」とい

う批判が上がる半面、橋下さん本人や橋下さんにシンパ

シーを感じる人は「いや、橋下さんは別に独裁じゃない

よ。現に橋下さんはだれでも見られるように自分の意見

をツイッターで発信して、オープンに議論しているじゃ

ないか」とか「多種多様なブレーンを何人も抱えて、ブ

レーンが議論することを非常によく聞いている。決して

独裁者じゃないよ。開かれた議論をしているよ」と言い

返すわけですが、オープンに議論をすることは別に中国

式の独裁とも矛盾しないのです。議論はオープン。ただ

し、決定権だけは橋下さんという個人が絶対的に握る。

これが橋下さんの政治スタイルです。

だから、私は彼のことを独裁と言うのではなく、中国

のような政治決定の仕組みですので、「万
ばん

機
き

親
しん

裁
さい

」と呼ぶ

のが適切だと思います。要するに、ありとあらゆること

をトップが直々に親臨して決断するということです。議

論はいくらでも自由でいいけれども、決断権だけはトッ

プが独占する、というスタイルです。

実は今年冒頭に、橋下さん自身が朝日新聞（2012年

2月12日）のインタビューに答えたときに言っているこ

とは、要するにそういうことなのですね。マニフェスト

選挙のように「これを約束します」と言って政権をとる

と、今の民主党のように「約束が違う」と言われて何も

「中国化」する現代の政治

現状打破リーダーとしての橋下維新
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できなくなるので、「それはむしろだめではないか」とい

うのが橋下さんの言っていることです。「マニフェストで

約束するのではなく、有権者が選んだ人間に決定権を与

えるのが選挙なのだ」「だれに決定権を与えるかを選ぶの

が選挙である」「私が考える選挙は、ある種の白紙委任に

なるのです」というような内容のことを橋下さんは言っ

ているわけです。これは橋下さんの政治スタイルの中で

も、極めて中国的な部分であろうと思います。

また、政治のみでなく経済の面に関しても、彼の政策

は一種の「中国化」と見ることが可能です。本日

（2012年7月6日）の日経新聞に橋下さんの政党「大阪

維新の会」の「維新八策」のビジョンの全文が載ってい

ました。その内容を見ると、彼の掲げていた革新的な政

策はだいぶ後退したようです。しかし、朝日がインタビ

ューをとった本年2月の時点で橋下さんが経済政策に関

するビジョンとして言っていたのは、「徹底的に個人しか

いない社会をつくろう」ということで、「人生一生使い切

り型モデル」という言葉をその時は使っていました。

これまではたとえば個人の生活を守るために、会社が

つぶれないように保護しようであるとか、家族を食べさ

せていけるような収入を家庭の働き手である正社員には

保障しようとか、そういった社会保障を続けてきたわけ

ですが、それではもう財政が続かなくなるだろうという

ことです。むしろこれからは、会社はどんどんつぶれる

かもしれないけれども、また、家族だって集合離散して

いくかもしれないけれども、徹底的に個人ベースで社会

は運営していくべきであり、それを前提とした所得再分

配を考えようということです。

具体的には、個人が稼いだお金は個人のお金なのだから、

その人が生きているうちに使ってもらいましょうというこ

とです。そして、「自分の家族に残してあげたい」という

考え方は認めないで、相続税は100％にして、個人が稼

いだお金はその個人が自分で生きているうちに使ってもら

い、使い残しがあったら国が徴税・没収して、それを社会

福祉の原資に充てていくというやり方を橋下さんは提案さ

れていたわけです。さすがにそういう革新的なことを言っ

ていると政権獲得に不都合が出ると思われたのか、今にな

ってこの政策は引っ込められたようです。とはいえ、この

ような橋下さんの社会のビジョンは、日本式または江戸時

代式ではなく、中国式に近いわけです。

では一方で、いわゆる「日本型資本主義」とか戦後の

「日本的経営」というものは何であったのかというと、家

や会社というものを自分の所属集団として一体化させて、

その永続を望む、ということにその本質があります。こ

こで言う「自分が今属している集団」とは、たとえばそ

れが家であり、会社のことです。というか、江戸時代に

は単なる近代型の家族やマイホームを持っているファミ

リーのことではなく、自分の家業（家ごとに割り当てら

れた職業）を代々遂行し続けるのが家であるわけですか

ら、家と会社はイコールな存在であったわけです。そし

て、「自分一代限りで全財産を使い切ってしまい、息子や

子孫のことは知らないよ」ということではなく、「自分が

勤めた会社がずっと残り続けてほしい」とか「自分が継

いできた家は自分が死んだ後も続いてほしい」というよ

うに、自分が所属している集団の永続を望んだので、日

本人は何をしたかというと、自分が稼いだ分を自分が使

い切ってしまわない形で暮らしてきて、それが結果的に

資本蓄積になったわけです。「おれは死んだらそれまでな

んだから、おれが稼いだ分をおれが全部使って、子供に

は何も残さずに死ぬんだ」ということをやったら、これ

は資本蓄積になりませんから。「自分が属している家がず

っと続いてほしい」とか「自分の息子にも自分と同じ家
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業を継いでほしい」と思っているから、使い切らないで

財産を家という形で共同体に託して残したのです。これ

が近代を迎えたときに、結果的に資本の原始的蓄積にな

っていたというのが日本型資本主義の起源であったわけ

です。

中国にはそういう思想はないわけです。日本の場合は

長子単独相続で、今属している家がつぶれないように維

持していくという方法を選ぶわけですが、中国の場合は

男子均分相続です。足立啓二氏の『専制国家史論』（柏書

房、1998年）によれば、中国式というのはどういうス

タイルかというと、財産は家ごとにまとめて残すのでは

なくて、その家に生まれた男子の間ですべて均分相続す

るということです。とにかくまず、個人ベースに全部財

産を分けてしまって、あとは各個人が科挙にチャレンジ

して官僚を目指すもよし、商売に投資して大商人を目指

すもよし、とにかく財産は生まれてきた子供ごとに全部

均分に分けてしまって、あとは個人単位で徹底的に競争

させよう、ということです。

それで落ちこぼれたらどうするのでしょうか。とにか

く財産は均分にそろえて個人ベースで競争させているわ

けですから、「一族のうちだれかが成功するだろうから、

その成功しただれかにみんなでたかろう」という考え方

だったのです。日本のように、今一緒にいる人同士で相

互に我慢し合って財産を残していこうという形ではなく

て、一回全部個人別に分けてしまい、自由競争させて、

「どかんと当たったやつにみんなですがりましょう」とい

うやり方ですね。

中国式のセーフティー・ネットは、伝統的な家族の段

階からそういう形であったわけですが、これはある意味

で、橋下徹さんがねらっている政治のビジョン、そして

経済的な再分配のビジョンに近い形である、と私は観察

をしているわけです。

現在の日本においては、江戸時代的な仕組みがまだ残

っているものの、既に機能不全になっており、その結果

何が起きるかというと、日本社会がついに中国的な状態

に移行するということが起きるのではないかというメッ

セージを込めて、私は『中国化する日本』というタイト

ルで本を書かせていただいたわけです。

お読みいただいてお気づきになった通り、第１章で一

番私が依拠しているのは、戦前の日本を代表する中国通

で、東洋史学上の「京都学派」を創始することになる内

藤湖南という人物です。この内藤湖南は宋の時代に画期

的な中国システムが成立したということを書いており、

また、戦前の講演で「日本もやがて中国と同じになるか

もしれない」ということを明確に説いています。

『東洋文化史』（内藤湖南、中央公論新社）に収録され

ている1928年の彼の講演に、国民性ということと、時

代相とを区別するのは大変困難であり、しばしばわれわ

れは国民性モデルで物事を考えるが、それは間違いかも

しれない、という一節があります。たとえば、日本社会

と中国社会は違いますね。それは、日本には日本の国民

性があり、中国には中国の国民性があるから日本と中国

は違うのだ、というふうに考えられがちだけれども、そ

れは間違いではないかということを、実は戦前に内藤湖

南は指摘していたわけです。国民性だと思っていること

は、実は単に時代相かもしれないし、日本と中国は国民

性が違うのではなくて、進歩の段階、発展の段階が違う

だけかもしれない、ということです。内藤の言い方にし

たがえば、日本は今のところ、中国とだいぶ生活の様式

が違っていますが、でも日本も中国四千年と言われるよ

うに、日本四千年と言われるぐらいになったら中国と同

じようになるかもしれない、ということです。中国の国

民性と思っていたことが、実は何百年、何千年の後にな

って、日本の歴史が中国と同じ深みに達したら、日本に

も中国と同じ状態が現れるのではないかということを内

藤湖南は書いています。

私は、ついに日本もその段階に近づきつつあるのかな

と観察をしておりますことを申し上げて、本日の講演を

閉じさせていただきたいと思います。

中国化する日本



「ソーシャルビジネス」という言葉がしばしば聞かれるようになった。その近年

の動きを、ソーシャルビジネスの定義や要件について整理したうえで、ソーシャ

ルビジネス事業者を取り巻く課題からみつめなおすと、バリューチェーンの一環

として、さまざまな社会資源の取り込みが重要であることが分かる。本稿では、

これらの社会資源をソーシャルビジネス事業者の「支援者」、「伴走者」と位置づ

ける。

ソーシャルビジネス事業者は社会的課題の改善・解決を主たる目的に掲げてい

るため、社会に受け入れられて初めて価値ある存在になることができる。しかし、

限られた資源の中で、自らの存在や役割を社会にPRしていくことは必ずしも容易

ではない。この点に対して、ソーシャルビジネス事業者が「支援者」や「伴走者」

を獲得、拡大していくことを支援する取り組みが必要とされている。

このような取り組みのひとつとして、ソーシャルビジネス事業者の組織評価や、

SROI（Social Return On Investment）のような事業による社会的なインパク

ト評価を行う試みがみられるようになっている。このような評価を通して、ソー

シャルビジネス事業者と彼ら／彼女らを取り巻く多様なステイクホルダーが協働

し、社会をより良い方向に導くことができるように、評価の枠組みとこれを活用

したさまざまな仕掛けを作っていくことが求められている。

本稿で紹介する評価の仕組みはまだ試行段階にあり、国内外における今後の発

展に期待がかかる。

シンクタンク・レポート

「ソーシャルビジネス」の振興と評価の
あり方
Ways to Promote and Evaluate Social Business

We often hear the term“social business”these days. Summarizing the definition and requirements

of social business and reexamining its recent trends in terms of the issues surrounding social

businesses, we discover the importance of incorporating various social resources into the value

chain. In this paper, these social resources are deemed as“supporters”or“partners”of social

businesses. Since the main purpose of social businesses is to make improvements or provide

solutions to social issues, their existence becomes valuable only when they are accepted in

society. However, with limited resources, it is not necessarily easy for them to make their existence

or role known in society. In this respect, efforts are needed to help social businesses increase the

number of their supporters and partners. Such efforts include emerging attempts to assess the

social impact of a business activity based on the social return on investment (SROI) and to

evaluate the organization of a social business. The creation of an evaluation framework and a

variety of mechanisms utilizing it is being sought so that such assessment enables social

businesses and the various stakeholders surrounding them to cooperate and lead society to a

better place. The evaluation system introduced in this paper is still a tentative one, and its future

development in Japan and other countries is anticipated.
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近年、「ソーシャルビジネス」という言葉がマスメディ

アからローカルなコミュニティまでさまざまな場におい

て散見されるようになった。

この動きは国内における政策的な動向とも深く関連し

ており、2007年、経済産業省地域経済産業グループに

よって「ソーシャルビジネス研究会」が立ち上げられ、

2008年3月までに6回に及ぶ会議が開催されたことが、

大きな原動力となったと言えるだろう。同研究会の開催

から5年が経ち、ソーシャルビジネスは、「社会的課題を

ビジネスを通して改善・解決しようとする取り組み」と

して徐々にではあるが、一般的に認知されるようになっ

てきている。

さらに、民主党政権が成立すると、第174回国会にお

ける鳩山内閣総理大臣施政方針演説において、類似する

概念として「新しい公共」という考え方が提唱され、以

降、NPOやソーシャルビジネス事業者の活躍の場を整備

するための政策的検討が多角的に進められるようになっ

た。

一方、このような過程の中で、ソーシャルビジネスと

呼ばれる取り組みは、事業内容によって収益性に大きな

違いがあり、単純に事業収益を得て、キャッシュフロー

を生み出す形では事業として成立させることが難しいも

のも存在することが認識されるようになってきた。

2000年以降、“ソーシャルビジネス・ムーブメント”

とでも呼ぶべき「ソーシャル」という意識を前面に押し

出した事業がメディアでも取り上げられるようになると、

事業収入により成り立ち得るもののみを「ソーシャルビ

ジネス」と呼ぶような理解が一部になされた時期もあっ

たが、実態をみると、必ずしもそうではなく、また、そ

のような必要性は必ずしもないという理解が、ソーシャ

ルビジネスに関心を持つ人々の間では、一般的になって

きていると言える。

もう少し具体的な話をすると、資金調達に関して言え

ば、寄附や会費等の資金的支援を巧みに呼び込むことで

成立する事例がみられる。寄附や会費は事業収入ではな

いが、これらを有効に活用して事業を展開するための財

源とすることは非常に重要である。

同様に、人材に関しても、地域住民やプロボノワーカ

ー（専門的スキルを活用するボランティア）等による無

償や低額でのスキル提供を有機的に事業活動に活かして

いくことで成立するような取り組みもソーシャルビジネ

スとして違和感なく受け入れられるようになってきてい

る。

このような観点からは、従来、NPOセクターと呼ばれ

てきた非営利民間活動の中にも収益をあげながら運転資

金、設備投資資金等を確保し活動を続ける団体は多く存

在し、これらもソーシャルビジネス事業者として捉えら

れるということに違和感を覚える方は少なくないであろ

う。

今、あらためて、ソーシャルビジネス事業者の動向に

注目するにあたり、彼ら／彼女らが、他のソーシャルビ

ジネス事業者、企業、行政等のさまざまなステイクホル

ダー（マルチステイクホルダー）と連携しながら、新た

な社会づくりに取り組んでおり、このような取り組みが

前途多難なものでありながらも少しずつ前進をしている

実態は非常に興味深い。

また、これまでどちらかというとNPOセクターに色濃

く展開されてきたソーシャルビジネスに関する議論が経

営学の観点からも取り扱われるようになってきていると

いう点についても一言触れておきたい。近年、経営学の

権威のひとりであるマイケル・ポーター氏が「Creating

Shared Value（CSV）」という概念を提唱するようにな

ったが、このような議論において同氏は社会的課題解決

型のビジネスをさまざまなステイクホルダーと連携しな

がら実践していくことの重要性について説くようになっ

ている。

実態に目を向けてみても、どこか特定のセクターにお

ける議論として、ソーシャルビジネスを語ること自体が

あまり意味をなさなくなってきたように見受けられる。

以上のような背景を踏まえ、本稿では、ソーシャルビ

1 はじめに
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ジネス事業者が一層活躍の場を広げていくために、どの

ような課題を抱え、また、それを解消しようとする動き

として、どのような取り組みが行われようとしているの

か、という点について整理し、今後の動向について若干

の考察を加えたい。

本題に入る前に、あらためてソーシャルビジネスの考

え方について整理しておきたい。

経済産業省「ソーシャルビジネス研究会」における検

討を振り返ると、「地域及び地域を越えた社会的課題を事

業性を確保しつつ解決しようとする」取り組みをソーシ

ャルビジネスと定義し、地域社会づくり、地域の活性化

や新産業を創出する新たな旗手として、ソーシャルビジ

ネス事業者が期待されていることが分かる。

さらに、同研究会による報告書では、上記の定義に基

づき、ソーシャルビジネスは「①社会性」、「②事業性」、

「③革新性」の3つの要件を満たすものと整理している

（下表）。

このような3つの要件、すなわち「社会性」、「事業性」、

「革新性」について、現状と照らし合わせながら、いくつ

か考察を加えてみたい。

まず、「社会性」について、「解決が求められる社会的

課題に取り組むことを事業活動のミッションとすること」

としているが、社会的課題は非常に幅広い。また、社会

的課題を定義する際に、「『社会的弱者』を支援する」と

いう形で表現される場合があるが、この「社会的弱者」

についてもさまざまな存在が考えられる。また、これら

「社会的課題」や「社会的弱者」というものは、時代や

国・地域、文化的背景により異なる場合があるという認

識を持ったうえでソーシャルビジネスとは何かを検討す

る視点が必要である。次に、「事業性」について、「事業

性」とは一体何であるのか。「ミッションをビジネスの形

にし、継続的に事業活動を進めていくこと」が「事業性」

であるとされているが、より幅の広い捉え方を行うこと

が必要だと思われる。ソーシャルビジネスの実態を見た

時に、特に、特定非営利活動法人という法人格を選択し

ている場合には、寄附や会費をいかに効果的に呼び込む

ことができるか、ファンドレイジングの能力を高め、事

業収入の収益性の低さをカバーしたり、創業初期に事業

を軌道に乗せるための財源として、これらの資金調達手

法を有効活用する事例がみられる。

こうしたファンドレイジングを行うためのスキル、ノ

ウハウは、それ自体を「事業性」のひとつとして捉える

視点が必要ではないだろうか。安直に「寄附や会費」を

資金調達手法のひとつとしているものはソーシャルビジ

ネスではないとする考え方は、実態を適切に捉えること

を難しくしてしまうかもしれない。

最後に、「革新性」についてであるが、著者の経験から

は、概ね、アメリカの経営学等に通じている方々は、こ

の点を特に強調される傾向にある。一方、ヨーロッパを

中心としたソーシャルエンタープライズの議論では、こ

の点は特段、とりあげられない傾向にある。著者は、「革

新性」については、特に制度設計に携わる者にとっては、

現実に定義することは極めて難しいと考えている。たと

えば、ソーシャルビジネスに関する法人制度を検討しよ

うとした場合には、ある時点で革新的である事業が、次

の時点では革新的でなくなる可能性がある。実際に海外

の関連する主な法人制度や認証制度を概観してみると、

イギリスのCIC（Community Interest Company）、イ

2 ソーシャルビジネスの考え方

①　社会性 ・現在解決が求められる社会的課題に取り組むことを事業活動のミッションとすること 
②　事業性 ・上記①のミッションをビジネスの形にし、継続的に事業活動を進めていくこと 
③　革新性 ・新しい社会的商品・サービスや、それを提供するための仕組みを開発したり、活用したりすること。 

　また、その活動が社会に広がることを通して、新しい社会的価値を創出すること 

項　目 内　　容 

出所：経済産業省（2008）「ソーシャルビジネス研究会報告書」
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タリアの社会的共同組合という法人制度や韓国の社会的

企業育成法という認証制度では、このような視点で事業

者を選別するような仕組みはみられない。こうした点を

意識しているのはアメリカのL3C（Low-profit LLC）に

限られるようである。

ただし、ソーシャルビジネスプラン・コンテスト、事

業者アワードへの応募や融資申請にあたっては、その性

質上、「革新性」（ないし「新規性」）というような要件が

登場してくることは十分にあり得る。

「革新性」という定義については、上記のような観点か

らソーシャルビジネス事業者の要件として含めることを

一般化すべきかどうかという点における意見が分かれる

ところである。少なくとも、新しい社会的価値を世に提

供する役割を果たしているという点が肝要であることに

は異論はないだろう。

経済的価値だけではなく、社会的価値１との両立を目指

そうとする姿勢がその特徴であることを確認しておきた

い。

なお、ソーシャルビジネスの要件について、上記の議

論を整理する形で図表1のような模式図が示されている。

図表1からも分かる通り、同研究会による報告書では、

同種の概念であるコミュニティビジネスとソーシャルビ

ジネスの共通性、相違性についても論じている。

これによると、コミュニティビジネスとソーシャルビ

ジネスの共通性として、「ともに社会的課題の解決をミッ

ションとして持つ」ことを指摘している。一方で、「コミ

ュニティビジネスについては、活動領域や解決すべき社

会的課題について一定の地理的範囲が存在するが、ソー

シャルビジネスについては、こうした制約が存在しない」

という相違性が示されている。

本稿では、コミュニティビジネスとソーシャルビジネ

スの違いについて、これ以上詳述しないが、私見として

はコミュニティビジネスでも地域の制約を超えた取り組

みに展開していくものもあり、その点において、特段の

違いがあるとは考えていない。

議論を本題に戻し、まずは、ソーシャルビジネス事業

者を取り巻く主な課題について整理したい。

ソーシャルビジネス事業者の抱える課題としては、ソ

ーシャルビジネス事業者自身の経営ノウハウに関する課

題が指摘される。マーケティングに関するノウハウ、効

果的なWebサイトの運用手法、その他ICTスキル、会

計・経理、法務・労務、組織管理、HRM（Human

Resource Management）等、多様な観点で事業者と

しての能力的課題について言及されることは周知の通り

3 ソーシャルビジネス事業者を取り巻く
課題

図表１　ソーシャルビジネスの定義（経済産業省「ソーシャルビジネス研究会」による定義）

出所：経済産業省（2008）「ソーシャルビジネス研究会報告書」
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である。

これは必ずしもソーシャルビジネス事業者に限った課

題とは言えないが、特に小規模な事業者の場合、限られ

た経営資源の中で、思い描いた事業シナリオを形にする

ことは必ずしも容易ではなく、資源の最適な配分を考え、

さまざまな工夫や周囲からの支援を有効に活用しながら、

事業展開をしているのが多くのソーシャルビジネス事業

者の現状だと言える。

また、金融機関、行政等、社会からの理解を得にくい

という声も聞かれる。この点については、社会的課題の

改善・解決をビジネスにより実践する場合に、その想い

が先行し過ぎて、事業シナリオがうまく描けておらず、

周囲からの理解を得にくいという事例が存在する一方で、

従来、行政からの補助金や寄附金を募って実施する非収

益型の事業として実施されることが一般的であると認識

されてきた領域にビジネス的にアプローチする場合、関

係者からは、このようなアプローチ自体が理解されにく

いという事態が発生している。

このような状況を改善するために行政機関等がソーシ

ャルビジネス事業者のグッド・プラクティスについて事

例集を作成するケースはこれまでもみられた。特に、こ

こ数年間の動きとして、神戸市等がソーシャルビジネス

事業者（もしくは、事業自体）に関する認証制度を検討

する動きがみられ、神戸市では、2012年8月から実際

に応募を開始している。

その他の課題として、行政が直接ソーシャルビジネス

事業者に対して補助金や助成金を提供するのではなく、

ソーシャルビジネス事業者を支援する民間の組織（中間

支援組織）を通じて、より効果的に支援することの重要

性が認識されるようになってきている。

しかし、これらの中間支援組織がソーシャルビジネス

事業者を支援する能力自体がまだ不十分であるという指

摘もなされている。彼らの提供するサービスもソーシャ

ルビジネス事業者の成長とともに、多様化・高度化して

きているとみることができる。ただし、現時点では、中

間支援組織のサービスを利用しようとするソーシャルビ

ジネス事業者の多くは小規模であり、そのために中間支

援組織が、ソーシャルビジネス事業者から十分なサービ

ス料金やコンサルテーション・フィーを得ることは難し

い。このため持続可能なビジネスモデルを打ち出すこと

も難しい。これらの中間支援組織も、やはり行政や企業

等の外部リソースとの関係性を築きながら活動を行い、

これまでにはないビジネスモデルを構築することが求め

られている。

中間支援組織については、既存のベンチャー企業の振

興支援や中小企業支援に取り組む地方自治体の外郭団体

等（例：“●×”産業支援センター）の活用についても

課題が指摘されている。このような組織には、「インキュ

ベーター」や「経営指導員」と呼ばれる小規模な事業者

の育成を支援する専門家が在籍していることが一般的で

あるが、彼らをソーシャルビジネス事業者の育成支援に

活用しようという議論である。しかし、これらの専門家

はソーシャルビジネス事業者の思考回路が理解できず、

うまく支援に活用することができていないという指摘が

みられる。

この背景にはさまざまな要因が存在するものと考えら

れるが、最も大きな要因は、ソーシャルビジネス事業者

が持つ「ある感覚」への理解が得られにくいことがある

ようだ。その感覚とは、“社会的課題の改善・解決のため

に、短期的には本当に必要であるのか定かではない場合

も含め、さまざまな外部組織と連携しながら、コストを

かけて事業展開をしようとする感覚”であり、利益拡大

とのバランス感覚に対する比重の違いであると言える。

企業の社会的責任（CSR）論で語られる社会的なさまざ

まな配慮や社会貢献が、建て前ではなく、事業の核その

ものであるソーシャルビジネス事業者の経営に関する価

値観を理解することは必ずしも容易ではないと言えるの

かもしれない。

一部には、ソーシャルビジネスを志向する起業家・経

営者を講師やメンターとして、創業の計画段階や創業初

期のソーシャルビジネス事業者とマッチングするような

取り組みもみられるが、多忙な中、彼らは本業の傍らピ
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ンポイントで対応するのが精一杯で、ハンズオンと呼ば

れるような継続的なコミットメントを望むことは多くの

場合、容易ではない。

最後に、ソーシャルビジネス事業者を取り巻く主な課

題のひとつとして資金調達について触れておきたい。た

とえば、一部の法人格では出資を募ることが制限されて

しまう等の制度的な課題が存在していたり、金融機関か

らの融資や投資を受けることが難しいという指摘もみら

れる２。まだ限定的ではあるものの、ソーシャルビジネス

事業者の成長を支援することを意図した融資枠を設ける

地域金融機関がみられるようになってきているが、融資

件数の伸びはごくわずかである。ソーシャルビジネス事

業者の事業リスクの方が高いとみなされ融資が進まなか

ったり、ソーシャルビジネス事業者自体の交渉能力が不

十分である等と判断されるようなケースが一般的のよう

である。

また、資金調達のひとつの方法として、寄附や会費を

募るために基金を設立したり、マンスリーサポーター制

度を取り入れたり、CRM（コーズ・リレイティッド・マ

ーケティング）と呼ばれるマーケティング手法により寄

附付き商品を販売したりと、さまざまな工夫を取り入れ

る事例もみられるが、このような試みも多くが順調に行

われていると言い難い。

一方で、本当に融資や投資を受ける必要があるのか、

本当に寄附という方法が最適なのか、設備投資であれば、

物資の無償提供を呼び込む選択肢はないのか等の点につ

いて、戦略的に十分な計画を練ることができているソー

シャルビジネス事業者は一部に限られている。

前章ではソーシャルビジネスを取り巻く主な課題につ

いて触れた。その中でソーシャルビジネス事業者が多様

な関係者との関係性を有効に構築しながら、事業展開す

ることの必要性について触れた。ソーシャルビジネス事

業者の活躍を安定的なものにするために、このようなマ

ルチステイクホルダー型のプロセスを重視することが求

められている。本章では、この点について、もう少し深

く考えてみたい。

一般的に事業を展開するうえでは、バリューチェーン

に関わる他者（サプライヤー、顧客、競合相手、等）と

適正な関係を築くことが必要になる。バリューチェーン

の活動は、購買物流、オペレーション、出荷物流、マー

ケティング・販売、サービス等からなる主活動と、企業

インフラ、人材資源管理、技術開発、調達等からなる支

援活動により構成され、これらの最適化を図りながら利

益（マージン）を得るわけである。

ソーシャルビジネス事業者の場合は、利益を得ること

は社会的課題の改善・解決という社会的なミッションを

追求するための一手段であることが明確に示され、これ

を前提としてバリューチェーンを描くことから、より多

岐にわたる他者との複雑なバリューチェーンを描くこと

が求められる。

特に、ソーシャルビジネス事業者を取り巻くステイク

ホルダーとしてバリューチェーンに組み込まれる可能性

がある存在として、「支援者」と「伴走者」の両者に触れ

たい。

まずは、「支援者」について整理したい。たとえば、主

要な資金調達手法として、寄附や会費を募ることに重き

を置いているソーシャルビジネス事業者では、寄附等を

提供してくれる個人や法人との関係性をいかに構築する

かということが非常に重要になる。さらに、中間支援組

織やコミュニティファンドと呼ばれるような組織を経由

して、寄附等を募る手法もみられ、これらの外部組織と

の関係にも配慮する必要が生じる。このような寄附や会

費を提供してくれるような存在を「支援者」と呼ぶこと

にする。ソーシャルビジネス事業者は事業を遂行するに

あたって、これらの「支援者」に継続的に支援してもら

うことを前提とした事業計画を立てる場合がしばしば見

受けられる。社会的価値の創出に向け、顧客以外の「支

援者」を重要な存在として位置づけ多様なステイクホル

ダーを巻き込むことで、自らが取り組みたい社会的課題

の改善・解決に多角的にアプローチできる可能性を高め

4 ソーシャルビジネス事業者のバリュー
チェーン ～「支援者」と「伴走者」
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ることが理論的には可能となる。

次に、「伴走者」について整理したい。先ほどと同様に

資金調達に関して言うと、寄附や会費以外にも、投資や

融資を、NPOバンクや社会的投資（ソーシャルインベス

トメント）に取り組む外部組織から得るソーシャルビジ

ネス事業者がみられる。このような事例では、外部組織

から投資や融資等の資金的支援を受けると同時に、テク

ニカルアシスタンスと呼ばれる経営指導や技術支援を無

償、もしくは、安価で提供される例がみられる。このよ

うにソーシャルビジネス事業者の社会的価値創出に向け、

ともに取り組む存在を「伴走者」と呼ぶ３。

これらの「伴走者」は必ずしも組織に限らない。たと

えば、ソーシャルビジネス事業者はボランティアとして

無償で労務出資をしてくれる個人を重要な人材として位

置付けている場合が見受けられる。ボランティアといっ

ても、場合によっては非常に専門的な職業スキルが要求

されることもあり、このような存在は「プロボノ」と呼

ばれている。さらに、近年は、「プロボノ」をソーシャル

ビジネス事業者の経営高度化のための人材資源としてコ

ーディネートするような中間支援組織も登場してきてお

り、Webサイトの高度化や広報チラシの質の向上等に数

ヵ月に渡り、「プロボノ」が取り組むような事例が存在し

ている。

ここで述べたような「伴走者」は「支援者」と比べ、

ソーシャルビジネス事業者の事業活動により密接に関係

し、寄り添って、その成長を支えるような存在と言える

が、実態としては、「支援者」と「伴走者」の境目は明確

にしにくいと言えるだろう。

以上のように、「支援者」と「伴走者」はソーシャルビ

ジネス事業者にとって重要な存在であるが、経営資源と

しては一般的には不安定な要素とみなされるかもしれな

い。企業で事業活動に関わるものであれば、そのような

感覚が一般的であると思う。しかし、ソーシャルビジネ

ス事業者の場合、このような不安定な要素をできる限り

安定的な資源とするための工夫を散りばめることに長け

ている。実際に、うまく事業展開をしているソーシャル

ビジネス事業者の中には、「支援者」、「伴走者」との関係

性を巧みに活用しながら成長しているケースが多い。

また、特に近年、このような「支援者」や「伴走者」

になりたいと考える個人や法人の存在自体が増えてきて

いるように感じるという事業者側の声を耳にすることも

多くなった。客観的なデータとして、このような傾向を

示すデータは手元にはないものの、こうした社会の変化

がさらに確たるものになれば、ソーシャルビジネス事業

者の事業がより多くのサポートを得ながら安定していく

ことも期待できる。

以上のように、ソーシャルビジネス事業者は、このよ

うなマルチステイクホルダー型のプロセスに注意を払い

ながら、単独では実現しにくい社会的事業を展開してい

るのである。

なお、本章で述べたような「支援者」、「伴走者」をバ

リューチェーンに取り込むという感覚は、先述したベン

チャー企業や中小企業のインキュベーター、経営指導員

の理解を阻む遠因になっていると言えるかもしれない。

前章でも触れたように、ソーシャルビジネス事業者は、

「支援者」、「伴走者」を含む多様なステイクホルダーとの

図表２　ソーシャルビジネス事業者の

バリューチェーン・イメージ

出所：マイケル・ポーター（1985）「競争優位の戦略」より筆者作成

5 「支援者」・「伴走者」の拡大に向けた課
題とソーシャルビジネス事業者の評価
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連携に配慮しながらビジネスを展開していくことが重要

になる。これは必ずしも事業者の経営資源が限られてい

るフェーズに限ったことではなく、ソーシャルビジネス

に取り組む場合により求められると考えておく方がよい

だろう。

しかし、このような「支援者」、「伴走者」を取り込み、

ともに社会的課題の改善・解決に取り組むためにはさま

ざまな工夫が必要である。各事業者がそれぞれの創意工

夫で、さまざまなステイクホルダーの巻き込みを行って

いる一方で、このような関係づくりをサポートするよう

な取り組みもみられるようになっている。

たとえば、「支援者」についてみると、ソーシャルビジ

ネス事業者等に対して寄附を行う個人・法人を仲介する

ような取り組みとして、「JustGiving Japan４」にみら

れるようなファンドレイジング・サイトや「公益財団法

人 京都地域創造基金５」のようなコミュニティファンド

等は大変興味深い取り組みを展開している。

一方、「伴走者」については、東海地方のNPOバンク

として知られる「コミュニティ・ユース・バンクmomo６」

が同団体の出資者に出資先であるソーシャルビジネス事

業者等を支援するコーディネーションを行っていたり、

「特定非営利活動法人 サービスグラント７」がプロボノワ

ーカーの募集およびソーシャルビジネス事業者等とプロ

ボノワーカーのマッチングに取り組む例がみられる。

これらの取り組みはいずれもソーシャルビジネス事業

者のみではなく、いわゆるNPOを支援するために設立さ

れたものであるが、結果として、ソーシャルビジネス事

業者が恩恵を受ける事例もみられるようになっている。

しかし、このような動きの中で、ソーシャルビジネス

事業者が「支援者」、「伴走者」を取り込み、ともに社会

的課題の改善・解決に取り組むにあたって、ソーシャル

ビジネス事業者の事業や組織そのものを可視化すること

がうまくできていないということが指摘されるようにな

っている。

ソーシャルビジネス事業者を可視化して、社会からの

信頼を確たるものにできなければ、「支援者」や「伴走者」

の獲得はすぐに頭打ちになるということが懸念されてい

るわけである。

このような「支援者」・「伴走者」の獲得に向けた課

題に対して、ソーシャルビジネス事業者の評価を行うこ

とで、潜在的な「支援者」や「伴走者」が、どのような

事業者ならサポートするのか、判断するための情報を提

供することが必要であると言われるようになっている。

このソーシャルビジネス事業者の「評価」に関連する

取り組みについて、近年、登場してきた興味深い事例に

ついていくつか紹介したい。

（１）SROI（Social Return On Investment）につ

いて

まずは、SROI（Social Return On Investment）に

ついて整理する。

この指標は、2001年に、アメリカの中間支援組織

REDF（旧称Roberts Enterprise Development Fund）

が最初に開発し、イギリスのシンクタンクNEF（New

Economics Foundation）が社会的価値を定量的に貨幣

価値換算化する方法として発展させた。SROIは、社会的

投資収益率のことを指す。企業活動において、投下した

資本がどれだけの利益を生んでいるのかを測る際に使わ

れる代表的な経営指標としてはROI（投資収益率）があ

るが、SROIは、金銭的な投資に対して生み出された社会

的価値の割合を示すものである。

SROI（社会的投資収益率）

＝貨幣価値換算した社会的価値÷投入費用

具体的な算出方法について概観すると、最初に、ステ

イクホルダー分析を行い、評価の対象とするソーシャル

ビジネス事業者の事業とその裨益者を特定する。次に、

ロジックモデル分析に基づき、対象事業に対するインプ

ット（投資費用）、アウトプット（実施された事業）、ア

ウトカム（事業成果）を定量的に表現し、実際に与えら

れたインパクトを特定する。最終的に得られたインパク

トの総和（社会的価値）をインプットで除したものを
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SROIと捉える。

この方法自体は、ソーシャルビジネス事業者に対する

潜在的な投資家（機関投資家、個人投資家）から投資を

引き出したり、投資に対する説明責任を果たすための素

材としてヨーロッパを中心にしたソーシャルビジネス事

業者の間で注目されている。また近年は、このような事

業者への行政等による支援の成果を評価するための手法

として援用する可能性についても議論されている。

一方で、社会的価値は定量化することが難しいものも

多く、そもそも「支援者」、「伴走者」の獲得・拡大を意

図してSROIのような手法を用いることは必ずしも適切で

ないという指摘も聞かれる。このような意見の背景には、

ソーシャルビジネス事業者の「支援者」や「伴走者」に

なることを望むような個人や法人は、必ずしも定量的な

評価のみを求めるわけではなく、特に、貨幣価値換算を

行う必要性について疑問視する面が強いように思われる。

このような議論に対して、SROIのような定量的評価の

試みと定性的評価とのミックスド・メソッドを検討する

ことで、投資効果や政策評価に関心のある当事者のみな

らず、より幅広いステイクホルダーを取り込むことがで

きる可能性もあり、検討する価値がある手法だと考えら

れる。

いずれにしても現状では、発展途上の評価メソッドで

あるという認識に立てば、今後の展開が楽しみなツール

のひとつである。

（２）関西等におけるNPOの組織評価について

SROIはソーシャルビジネス事業者等による事業パフォ

ーマンスを社会的価値という観点において貨幣価値換算

しようとする試みであるが、事業者自体の組織評価を必

ずしも貨幣価値に置き替えずに表現しようという試みは

国内にもいくつかみられる。

たとえば、広くNPOを対象とした評価の仕組みとして、

「公益財団法人 日本財団」等による「CANPAN：公益ポ

ータル８」が最も利用されている枠組みと言える。これは、

国内の各地域において「公益ポータル」を運営する中間

支援組織が、登録・公開される団体情報に関して一定の

基準を満たす団体に対し、公開する情報開示の量的・質

的なレベルに応じた認証を行うというものである。

外部から各団体の認証のレベルをみたときに、情報開

示の度合いが分かるような仕組みとなっている。

情報開示に加え、より幅広い視点からNPOの信頼性に

対して評価・認証しようとする試みも登場してきている。

特に興味深いのは、京都府において「一般社団法人 社会

的認証開発推進機構」が手掛けている第三者評価の仕組

みである９。

この取り組みでは、「①組織ミッション（社会的使命・

目的）と事業の推進」、「②組織と経営管理」、「③事務局

の執行体制と管理」、「④社会資源の活用」、「⑤情報の公

開と社会的信頼」、「⑥組織のリスクマネジメントと社会

的責任の追求」の6つの評価軸を設けており、上記の

「公益ポータル」からさらに発展した評価基準となってい

る。詳細な評価項目は本稿を執筆時点では公開されてい

ないので詳述することはできないが、このような第三者

評価を行うことで、地域の個人や法人がNPOを支援した

いと考えた際に、どのような組織がより信頼のできる存

在であるのかを指し示す参考情報を提供する仕組みと関

係づけようとする意図がある点は非常に興味深い。

関西からもうひとつ事例を紹介したい。2011年、奈

良県庁と「特定非営利活動法人 大和まほろばNPOセン

ター」が協働事業として、「NPOの活動強化のための指

標」づくりに着手している10。これは、NPO先進国のひ

とつとされるアメリカのメリーランド州における

「Maryland Association of Non-profit Organizations

（MANO）11」が1998年から運用する「Standard for

Excellence12」というNPO評価の仕組みを参考にしたも

のである。

この検討では、上述した京都の第三者評価と同様に、

幅広い観点から組織のあり様について評価項目を設けて

いる。この取り組みでは、「①使命と活動計画」、「②活動

計画の推進」、「③組織と経営管理」、「④社会的責任」、

「⑤人的資源の活用」、「⑥セキュリティー管理」、「⑦社会

資源の活用」、「⑧資金調達」、「⑨情報通信技術（ICT）の
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活用」の9つの評価軸が設けられている。

たとえば、「③組織と経営管理」では、「累積負債の予

算規模に対する割合が5割以下であること」という小項

目が設けられており、収支状況の安定性を見定める意図

がみて取れる。また、「⑤人的資源の活用」では、「ボラ

ンティア活動マニュアルの有無」や「ボランティアに対

するオリエンテーションの実施有無」という小項目が設

けられており、NPOにとって必要不可欠とも言えるボラ

ンティアという人的資源の受け入れ態勢が問われている。

同様に、「⑦社会資源の活用」では、「自治会等（自治会、

町内会、自治連合会、老人会、婦人会、PTA、子ども会）

との協働の実績」という小項目が設けられており、地域

と一体となって活動しているNPOを目指してほしいとい

う意識がうかがわれる。

次に、評価の仕組みについて、詳しくみることにした

い。この取り組みでは、NPO自身の自己評価と第三者評

価のそれぞれの用途別に指標を区別して検討している点

が特徴的である。従来、NPOは、外部から「評価」を受

けるということをあまり肯定的に捉えようとしない傾向

があるが、奈良県の検討では、まず、自己評価のための

指標設定を行い、どのような評価項目において組織力が

向上すると、社会からの支持を得られるようになるのか

を指し示す「基本指標」を設定している。これにより、

NPOはいきなり外部評価を受けるのではなく、自らの組

織をみつめなおすきっかけを得ることが可能になる。

このような自己評価のための「基本指標」を前提とし

て、「チャレンジ指標」の設計を試みている。「基本指標」

は評価項目が37項目であるのに対し、「チャレンジ指標」

は48項目と、より多くの観点から評価を受けることにな

る。また、評価項目の質も「チャレンジ指標」の方がよ

り高くなるように設定されている。

自己評価とは異なり第三者評価を意図した指標として

「チャレンジ指標」を設け、48項目のうち、38項目以上

を満たしたNPOに対し、これを認証する仕組みを運用す

ることで、地域の個人や法人が抱える「NPOを支援した

いが、支援したいと思える組織がどこに存在しているの

か」という疑問に答え、寄附等の金銭的な支援やボラン

ティア等の人的な支援を促そうとする仕組みを目指して

いる。

これらの取り組みは、決して、基準に達しないNPOを

排除することを目的としているのではなく、NPOが努力

して基準に達するように外部からのコンサルタント等を

図表３　奈良県におけるNPO評価の枠組み

①　使命と活動計画 ・定款、事業計画書と予算書、事業報告書と収支計算書、活動目的の対象と公益性、経過年数等 
②　活動計画の推進 ・総会及び理事会などの会合、所轄庁及び会員への報告、PDCAの実行レベル、目標達成度等 
③　組織と経営管理 ・役員及び会員数、名簿、意思決定の記録、会計記録、会計監査、情報機器の活用、専門家との 

　連携、事務局スタッフ、運営及び資金管理、情報発信、リーダー育成等 
④　社会的責任 ・反社会的団体との関わり、定款、事業計画書、事業報告書、収支計算書及び役員名簿の公開、 

　預貯金管理、プロジェクト別事業費集計、事業部門別及び管理部門別人件費計上等 
⑤　人的資源の活用 ・団体の案内パンフレット、会員募集パンフレット、ボランティア募集パンフレット、ボランテ 

　ィア活動マニュアル、ボランティア活動報告、研修生・インターンの受入等 
⑥　セキュリティー 
　　管理 

・火災保険、ボランティア保険、データのバックアップ、ウィルス対策、個人情報管理等 

⑦　社会資源の活用 ・各種広報手段、受託事業、助成事業、後援申請、共済事業、企業、財団、NPO、ボランティア 
　団体及び自治会との協働等 

⑧　資金調達 ・自主事業収入、寄付金収入、寄付支援者募集、支援者への報告、正会員及び賛助会員募集等 
⑨　情報通信技術 
　  （ICT）の活用 

・ホームページの開設と更新、パソコンの使用、E-Mailの使用、各種ソフトの使用、メーリング 
　リストの使用等 

大項目 小項目 

出所：奈良県・大和まほろばNPOセンター（2011）「NPO基盤強化のための指標等検討委員会資料」
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活用して支援するサービスも内包している。このような

発想も米メリーランド州MANOの方法論を参考にしてい

る。

価値観が多様化、行政予算がつく公共サービスの領域

を大きく超えて市民が抱える社会的課題も多様化、複雑

化している。このような社会的課題に取り組もうとする

NPO等に対し、より効果的な取り組みを展開する素地の

ある組織を積極的に支援したいという想いがみて取れる。

このように地域のNPOを相対的に評価することで、外

部からの支援を検討している個人や法人からより積極的

な支援を引き出すきっかけづくりを行うことが期待され

ている。

なお、奈良県における指標検討にあたっては、大学、

特定分野のNPO、NPO中間支援組織、地域自治組織、

経済団体、行政等の関係者が構成する検討委員会が設け

られており、このような多様なステイクホルダーによる

多角的な視点から議論が行われたということも触れてお

きたい。

本稿で紹介した評価の仕組みは、NPOを対象としたも

のである点と組織評価を行うという点で、ソーシャルビ

ジネス事業者を対象とした事業のインパクト評価を志向

するSROIとは基本的な視覚が異なっている。

しかし、「支援者」や「伴走者」の取り込みを明確に意

図している試みであることから、ソーシャルビジネスに

よる事業インパクト評価を目的とするSROIと合わせ、今

後のソーシャルビジネス事業者の評価のあり方を検討す

るにあたり、多くの示唆を与えるものであると言える。

本稿では、「ソーシャルビジネス」という言葉が半ば流

行のように聞かれるようになった近年の動きについて概

観しながら、ソーシャルビジネス事業者を取り巻く課題

や彼ら／彼女らを支える「支援者」、「伴走者」について

整理してきた。ソーシャルビジネス事業者は社会的課題

の改善・解決を主たる目的に掲げる以上、社会に受け入

れられて初めて価値ある存在になることができる。しか

し、限られた資源の中で、自らの存在や役割を社会にPR

していくことは必ずしも容易ではない。この点に対して、

ソーシャルビジネス事業者が「支援者」や「伴走者」を

獲得、拡大していくことを支援する取り組みの必要性に

触れ、ソーシャルビジネス事業者の組織評価や、事業に

よる社会的なインパクト評価を行う試みについて紹介し

た。

このような評価を通して、ソーシャルビジネス事業者

と彼ら／彼女らを取り巻く多様なステイクホルダーが協

働して、社会をより良い方向に導くことができるように、

図表４　ソーシャルビジネスの評価：「事業インパクト評価」と「組織評価」

出所：筆者作成

6 おわりに
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評価の枠組みとこれを活用したさまざまな仕掛けを作っ

ていくことが求められていると言える。本稿で紹介した

評価の仕組みはまだ発展途上の段階にあり、国内外にお

いて今後、どのように展開していくのかは注目に値する。

一方で、「支援者」や「伴走者」の獲得・拡大に向けた

取り組みに関して言うと、評価以外の試みを検討する視

点も重要になってくる。たとえば、ソーシャルビジネス

事業者がより多くの人々と触れるような機会を意識的に

作るためのサポートを行うことも必要になると言えるだ

ろう。やはり人と人が顔を突き合わせてお互いのことを

理解し合える機会を増やすような地道な努力を通してこ

そ、支援の手が広まり、確かなものとなる。そのような

努力と魅力的な仕掛けが求められている。具体的な例と

して、ソーシャルビジネス事業者と地域の人々とが触れ

合うことができるようなフリースペースが設置された商

業施設を整備する試みが徐々にみられるようになってき

ている。

同様の考え方から、近年、地方自治体において検討が

進む行政所有建築物に関するファシリティマネジメント

に対して、ソーシャルビジネス事業者と地域住民や企業

が触れ合うことができるフリースペースの導入を検討す

ることも可能かもしれない。

ソーシャルビジネス事業者は、社会的価値の創出を前

提としながら、経済的価値も志向するという点に特徴を

持つ。必ずしも大きな利益を得なくても、事業の持続可

能性を保つことができる水準で利益を得ながら、社会に

とって必要な価値を提供する。そのバリューチェーンに

は「支援者」や「伴走者」のような一見すると、不確定

な要素の取り込みを積極的に行う場合もしばしばみられ

る。

このような感覚は、近江商人の「売り手良し、買い手

良し、世間良し」という「三方良し」の理念として日本

には古くから根付いていたとも言われる。しかし、社会

がいよいよ成熟の度合いを増し、見方によっては混迷を

極めるような時代となった今、当時とは異なる21世紀型

の「三方良し」のあり様として、ソーシャルビジネス事

業者の存在が社会によって支えられ、また、彼ら／彼女

らの実践する事業により社会的価値が創出される社会が

形作られていく過程にあるとみることもできる。

このような過程にあって、より多くの方々が、ソーシ

ャルビジネス事業者を支え、育てる仕組みに参画し、こ

のような新旧どちらともつかない価値観の下、より豊か

な社会が形成されていくことを期待して末筆としたい。

【注】
１ 社会的価値と経済的価値の関係性については別の場に議論を譲りたい。
２ ただし、特定非営利活動法人に関する出資制限については、法人格が成立した経緯から意見が分かれるところである。
３「伴走者」という呼び方については、一部のNPOバンクが用い始め、関連する事業者や行政の間でも一般的に使われるようになってきて

いる。NPOバンクについては説明を別の機会に譲り本稿では省略する。
４ http://justgiving.jp/
５ http://www.plus-social.com
６ http://www.momobank.net
７ www.servicegrant.or.jp
８ http://kouekiportal.canpan.info/portal/index.php?page_id=19
９ http://withtrust.jp/?page_id=37
10 http://www.pref.nara.jp/dd_aspx_menuid-25605.htm
11 http://www.marylandnonprofits.org/dnn/
12 http://www.marylandnonprofits.org/dnn/LinkClick.aspx?link=http%3a%2f%2fwww.marylandnonprofits.org%2fdnn%2fStrengthen%2fStandardsfor

Excellence.aspx&tabid=40&mid=1781



激しく厳しく変化する世界経済と確実に迎える国内市場縮小といった経営環境

の中で、中堅・中小企業の将来に向けてのかじ取りの難易度は一層増している。

どのようにすれば、永続的な存続と成長を手にすることができるのだろうか。

このような時代だからこそ、冷静に経営環境を見つめ直し、戦略、対応策を考

え、それらを絞り込んで、迅速に動いていくことが求められると筆者は考える。

経営環境の見極め、戦略の構築、新規事業、新分野への進出、海外展開、組織

風土改革と人材育成、グループ経営体制の整備といった7つのテーマに関して、筆

者がコンサルティングの現場で取り組んできたことをもとに、それらのポイント

について述べたい。

この激動の時代では、なにもせずにいること自身がリスクになる。本稿が、中

堅・中小企業において、その強みである迅速さをどのように活かして、この時代

に対応していけば良いのかの参考になればと考える。

シンクタンク・レポート

中堅・中小企業生き残りの処方箋
A Prescription for the Survival of Small and Medium-Sized Companies

In a management environment encompassing a rapidly changing world economy and a shrinking

domestic economy, which is sure to come, it is becoming increasingly difficult to maneuver small or

medium-sized companies into successful future performance. How then is it possible to achieve

sustained operation and lasting growth? The author believes that such times require a calm

reexamination of the management environment, the creation and refinement of various strategies

and measures, and swift action. Based on the author’s actual consulting work, this paper discusses

key points in seven issues: understanding of the management environment, construction of

strategies, development of new businesses, entry into new fields, development of overseas

operations, organizational cultural reform and human resource development, and development and

maintenance of a group management system. Taking no action in and of itself is a risk in this

period of drastic changes. It is hoped that this paper offers an insight into how small and medium-

sized companies should take advantage of their strengths and readiness in responding to the

demands of the period.
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筆者は西日本の企業を中心に事業戦略の策定、実行支

援、企業変革等の経営コンサルティングを行っている。

お客さまには、生産財系のメーカーが多くある。その現

場で最近感じるのは、中堅・中小企業の経営者の考える

べきことがあまりに多くなっているうえに、考えるうえ

での前提となる経営環境が日々刻一刻と変化し続けてい

るため、将来を考え、施策を打ち出していくという行為

そのものが、際限のないものになってしまっているとい

うことである。

そのような中でも、十分に検討を行い、落ち着いて行

うべき施策を着実に実施されている企業もあれば、取る

べき施策を考えあぐねたり、考えることを放棄して現状

路線をとりあえず続けたり、考えはしたけれど今一歩踏

み出せないといった企業も非常に多いと思われる。

確かに各社に共通するような懸念材料・課題を少し挙

げてみるだけでも、景気減速傾向を示す中国の影響、燻

ぶるEUの問題、イラン・シリアの問題と石油の値上り、

続く円高、先行き不透明な電力政策、取引先の海外移転、

既存事業の粗利率の低下、シャープを中心とした大手電

機メーカーの不振、次世代への承継、高齢者雇用延長対

応、ゆとり世代と言われる若手の育成、中長期的な国内

市場の縮小への対応、等、いくつでも次から次へと出て

くるような、昨今の経営環境である。迷われるのも仕方

のないことなのかもしれない。

大型液晶パネルに特化し、一時は勝ち組になっていた

シャープの経営不振については、うわさに近いレベルの

情報として筆者も以前から聞いていたが、ここまでの状

況になるとは思っていなかった。選択と集中を行い、大

型液晶パネルにより、大型テレビ業界の中でソニーをも

凌駕し勝ち組と見なされていたのに、結局は選択した大

型液晶パネルがコモディティ化してしまい赤字事業に陥

った。後は、企業としての体力の問題で事態は急速に悪

化してしまった（パナソニック、ソニーは企業規模も比

較的大きく、他の事業も大きく展開していたため、シャ

ープほどの事態には至らなかった）。経営資源を集中した

結果として、このようなことになった事態は、独自技術

に特化されていることの多い中堅・中小企業にとっても

考えさせられるところがあったのではと思われる（中

堅・中小企業はもっとビジネスをシビアに考えていて、

本能的に一点集中を避けてきたのかもしれないが）。

このような現在の経営環境の中、中堅・中小企業はど

のように乗り切っていけば良いのだろうか。このような

時代では、中堅・中小企業は、意思決定・実行の早さ、

世界に冠たる独自技術、ニッチマーケットへの対応力と

いう本来持っている強みを最大限活かすしかないのでは

ないだろうか。新興国メーカーの日本市場参入・技術力

の向上、同業他社同士の価格のたたき合い、取引先の海

外移転、少子高齢化による中長期的な市場縮小、等を考

えた場合、不作為がリスクとなる時代になったとも言え

る。経営体力の限界を踏まえ、コストを切り詰めながら

も、持てるものを最大限に活かし、他人の力もうまく利

用し、リスクを取って、前に踏み出していくしかない。

そして、いったん決めて、実行し出したことはスピード

を上げて行くことが求められている。

ただし、戦略、施策の成功の確率を上げるためには、

このような状況であるからこそ、落ち着いて経営環境を

冷静に見極め、戦略を立て、着実に実行していくことが

求められている。では、どのように環境を見極めればい

いのだろうか、また、どのように実際に施策を実行すれ

ば良いのだろうか。次章以降、順を追ってそのポイント

について述べていく。

どのように経営環境を見極めれば良いかであるが、ポ

イントは3つあると考えている。

ひとつ目は、世界の大きな流れを掴むことである。世

界で生じている現象を一つひとつ追っているだけでは、

個々の事象に振り回され、先が予測できなくなる。現在

生じている大きな変化はその多くが連関して生じている

ものが多い。基本となる動きは何であり、それに付随し

1 この混迷の時代で中堅・中小企業はど
うすべきか

2 経営環境の見極め
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て生じている動きが何であるかを見極める必要がある。

そのためには、情報を最大限、絶えず集め続ける努力は

必要であるし、自分なりにストーリーを立てて理解、整

理しなくてはならない。本来は、世界の歴史をひもとき、

その根本からの理解に努めることが良い。しかし、ただ

でさえ忙しい経営陣、幹部の皆様にはそのような時間は

ないと思われる。よく実際に経営者の方が行われている

のは、次のようなものである。100億円未満の売上の企

業であれば、内部に同じ目線で世界動向や経営環境全般

について話せる人材がいないことが多いため、外部のブ

レーン、たとえば、顧問の先生、金融機関の支店長、同

郷や何かの縁で利害関係なく気兼ねなく話せる他社の経

営陣、コンサルタント、等に話をぶつけながら、彼らの

世の中の見方や先行きの方向性を確認されている。もち

ろんそれだけでなく、著名なアナリスト等のセミナーに

行かれたり、新聞、雑誌等からの基本的な情報収集も行

われている。実力のある経営者ほど、どのような人材か

らも情報や考え方を得ようとされている。筆者が企業に

コンサルティングや営業でお伺いすると、この方は凄い

と思うような人ほど、コンサルティングに関係のない、

国際政治経済動向についてのお話を延々とされる。それ

も自説をぶたれるのではなく、こちらからより多くの情

報を引き出そうと熱心にお話されていると感じる。現在

の世界情勢の認識、絶え間ない変化をキャッチアップす

るには、中堅・中小企業だけでは限界がある面もある、

こういう時代だからこそ、外部に頼るのではなく、うま

く外部を利用するのが賢いやり方ではないだろうか。数

百億円の売上の企業であれば、経営トップの他にある程

度同じ目線で国際政治経済動向等についてお話のできる

人材がいることが多いため、社内でも議論されることが

多々あるようである（その場合でも限られた役員間でお

話されているようであるが）。外部から積極的に情報を集

められるスタンスは同じであるが、それをさらに社内で

また揉まれているようである。

ちなみに筆者はこの時代を世界の転換期と捉えている。

大航海時代から始まり、産業革命で確立された西洋の時

代が終わり、新しい世界体制が形成されるまでの混乱の

時代であると考える。言わば500年ぶりの世界史の節目

の時期と思っている。西洋が圧倒的に優位な地位を築い

た本質は、資本主義と科学万能主義の力であり、それが

大航海時代を生み、それによる資本蓄積が産業革命を生

み、世界の支配を確立した。しかし、資本主義のあくな

き利潤追求は、第二次世界大戦後、西洋諸国以外を工業

生産地として活用し出したため、その勃興を促し、IT革

命、法規制撤廃による世界的な市場の統合と超高速の情

報の共有化が、現在のグローバル化を産み出したと考え

ている。金融資本主義は資本主義と科学万能主義の究極

の形である。資本主義、いやもとい資本はもともと国家

を利用して伸びてきたのだが、リーマンショック前後で

明らかになったように、今やある面で国家を凌駕してい

る。この傾向はしばらくはおさまらず、資本によるあく

なき利潤追求が世界を揺さぶり続けると思われる。資本

が欧米諸国の国家の枠組みからはみ出るようになったた

め、欧米諸国は相対的に地位が低下し、反対に成長・利

潤の見込まれる新興国産業は資本の援助を受け、今後も

成長し続けるだろう。欧米諸国と新興国の間、また新興

国間同士での政治的な地位をめぐる鍔競り合いと産業内、

企業間での激突、合従連衡は繰り返され、一定の秩序が

形成されるまでは、政治・経済ともにめまぐるしく変動

するものと思われる。ブロック経済の流れも一部にはあ

り、筆者はその方向に行く可能性もあると思っているが、

政治的要素が強く、その帰趨は現状では読み切れない。

資本主義は西洋諸国に生まれ、西洋諸国成長の原動力

になったが、その殻を今破り、どこに向かっているのか

分からない状態（暴走状態）になっているのである。そ

のような結果、これまでの国際秩序が崩れ、国同士、企

業同士の入れ替え戦が大量に生じているということであ

る。世界のこのような状況の中、企業経営に関連して言

えることは、金融、そしてそれから派生したコモディテ

ィ市場は絶えず変動し高騰のリスクを抱える、カントリ

ーリスクは多かれ少なかれどの国にも生じる、新興国か

ら大きな脅威となる競合が早いスピードで生まれてくる、
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日本市場も世界の中のひとつの市場として新興国企業の

仁義なき参入を受ける、資本主義の究極の形であるグロ

ーバル金融ビジネスは形態を変えながらも儲け続ける、

ということ等である。特に成長の著しい中国、インド、

東南アジアを近くに持つ日本は、世界的な変動の波を非

常に受けやすい。もう、どんなに願っても、日本という

国や日本企業がぬくぬくと自分だけ国内を閉じて生きて

いける状況ではなくなったということである。もう、リ

ーマン前には二度と戻らないとも言える。長期、超長期

的には、環境問題、食料問題、エネルギー問題から、現

在のグローバル化に対する反動が生じると思われる。そ

の時に、ブロック経済が敷かれるのか、そのときに有力

な国がどこになるのかは筆者には分からない。ただ、そ

の時は、国家の政治力・軍事力が大きくものを言うので

はないだろうか。そして、企業にとっては、そのときに

作られる国家、国際機関による規制・支援策等を先取り

することが必要なのであろうと思われる。もしくは、そ

れを企画する方にまわることが必要なのだろう。

日本国内に目を向けると、少子高齢化が叫ばれて久し

いが、これは、人口の減少ということだけではなく、先

進国の社会経済システムの行き詰まりという大きな流れ

の中の変化のひとつではないだろうか。要は社会システ

ム上、日本の稼ぐ力・生産力の総量と日本人の生活水準

（消費）の総和（人数×消費水準）のバランスが崩れ、多

くの人口を支え切れなくなったということだと考えてい

る。そして、それが均衡点に達するまでは、人口が減り

続けるのだと思われる。生活水準を落して、子供をふや

すということも計算上は考えられるが、社会主義国でも

ないので、現実的にはできない。この少子高齢化の問題

に関しては、ご案内の通り、日本がトップランナーであ

り、この先を予測することは難しい。それはこの問題が

多分に政治問題でもあるからである。筆者は団塊世代の

所得をいかにして団塊ジュニアやその下に速やかに移転

し、それにより将来の稼ぎ手である子供をふやしていく

かが重要だと考える。詰まるところ生活水準は高齢者に

おいて、今よりは幾分落してもらうことにより、その分

を子供をふやす方にまわし、将来に繋がる形で生産力と

消費のバランスを国全体で時間をかけて回復するという

ことである。

前述の話は空論の域を出ないが、企業経営に立ち返っ

て考えた場合、少子高齢化社会であってもビジネスチャ

ンスは国内でも十分にあると考えている。ひとつは確実

にふえる高齢者に対するビジネスである。たとえば、A-

Zスーパーセンターは、鹿児島の過疎の町に超大型店舗

で生鮮食品から軽自動車までを扱っているのだが、地元

の高齢者を中心に圧倒的に支持を受けて成長している

（コンサルティング会社等は「絶対に儲からない」と言っ

たそうだが）。また、マクドナルドのように高齢者の孫に

対する出費に注目して、それをサービスに活かしている

企業もある。うれしそうな顔をしたおじいさんが孫とマ

クドナルドでフライドポテトを食べるコマーシャルを覚

えていらっしゃる人も多いであろう。いっしょに行って

楽しめるようにおもちゃつきのハッピーセットというメ

ニューまである。いわゆる孫市場狙いである。他には高

齢者活用という視点に立てば、成長はこれからであろう

が、高齢者人材派遣で注目されている高齢社という会社

がある。同社は高齢者に特化した人材派遣で業績を伸ば

している。これらは一例であるが、少子高齢化社会に対

応したビジネスは国内で成功すれば、いずれ続いて高齢

化を迎える中国や台湾、シンガポールといったアジア諸

国や先進国において、展開が可能になる。ちなみに筆者

自身は、中堅・中小企業の次世代への経営面での引き継

ぎや組織体制作り、次世代幹部育成を行う経営承継支援

というコンサルティングも多く行わせていただいている

が、これも大きな意味では高齢化に関係するビジネスと

言えるのかもしれない。

一部の識者が提唱しているように、高齢化社会に限ら

ず、環境・エネルギー問題、都市と地方の格差問題、農

業問題等、日本は世界の国にさきがけて解決しなければ

いけない課題が山積している「課題の先進国」であると

筆者も考える。これらの課題はこれまでの欧米型の先進

国の社会システムの限界が露呈しているものであるが、
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これらへの対応を前述の高齢化対応と同じようにビジネ

スに変えていくことにより、日本初の新しいビジネスモ

デルを他の国々に展開できると考える。これらのビジネ

スを考えるうえでのポイントは社会的課題解決、社会貢

献という視点である。このような視点に立った場合、既

存の製品、サービスからこれまでとは違った製品、サー

ビスが派生してくると思われる。プリウス等もまさにそ

のようなものではないだろうか。これまで公共の分野で

あったものや、ビジネスでは採算が合わなかったものが、

社会的課題の広がり・浸透とともに、日本国民の意識の

変化、政治等の後押しを産み出し、ビジネスへと次々に

テイクオフしていくと思われる。

これらの視点に立たなくても、通常の市場としても日

本市場はまだまだ魅力的であるとも考えられる。ファス

トファッション系の外資企業やイケア等の日本進出は、

日本市場がまだまだ魅力があるということを示している。

日本市場だけでなく、これを足掛かりに東アジア、東南

アジア市場をと考えていたり、世界的なリスク分散とい

う面もあるだろうが、これまでの世界No.2の市場でなく

ても世界で有数の市場であるということを冷静に踏まえ

ているのは事実であろう。お隣の韓国はもともと5千万

人の市場である中で、創業当初よりグローバル展開を意

識している企業が多いと言われる。そう考えれば、日本

も課題先進国であるこの国で独自の製品、サービスを開

発、展開し、それをいずれ、海外へ展開していくと考え

れば、まだまだ十分にビジネス的に魅力のある市場であ

ると言える。大切なことは、国内だけで完結すると考え

るのではなく、普通に最初から事業の延長線上に海外市

場も見据えるということではなかろうか。

その他に筆者は、既存事業の空洞化は避けられないと

いうことと、いずれ既存事業の空洞化を埋めるために自

動車、電機に代わる、新興国がキャッチアップできない

産業が国策も絡んで育成されていくのではという希望的

観測も持っている。既存事業の空洞化に関しては、避け

られないものであると思われる。電力需給の不安定化、

労働関係法令の改正、続く円高が、国内に踏みとどまっ

ていた多くの大手企業の背中を押してしまったと思われ

る。それでも踏みとどまる企業はあると思われるが、趨

勢は決してしまっているのではと考える。国内工場にこ

だわっていたシャープの不振も心情的にその雰囲気を後

押ししてしまっていると思われる。次の産業として、医

薬、薬品（バイオ等含む）関係、航空宇宙、環境・新エ

ネルギー、ロボット、深海開発等といった分野が想定さ

れるが、将来の生き残りをかけて日本企業自身がそのよ

うな分野を狙って動いているので、いずれは有望な産業

に育つ可能性があると思っている。これらはまだ研究開

発拠点の多くが国内にあるので、国内を中心として産業

化が進むのではと、希望的な観測も含めて考えている。

こう考えてくるとアメリカを代表する企業、GEの動きは

まさに、先進国企業としてよく考えられているものであ

り、その事業ポートフォリオの組み替えから学ぶことは

多い。コモディティ化する事業は早めに捨て去り、先進

国企業として取り組むべき事業を的確に選択し、フォー

カスしている。世界的な大企業であるが、その事業分野

の見極めは中堅・中小企業にとっても参考になる。

さて、ひとつ目のポイントの話が長くなってしまった

が、経営環境を見極める2つ目のポイントは、予測でき

ることと予測できないことに分けて、整理して認識する

ことである。たとえば、人口の減少は何十年先までも確

定された未来である。これによる単純な量的な市場の縮

小は避けられないものである。それに付随するような住

宅着工戸数の大幅な減少等も予測できることである。一

方、TPPの帰趨や電力問題等は確実には予測できないこ

とである。マクロ動向、自社に関係する業界動向等を確

実に予測できることと、予測できないこと（可能性、リ

スク）に分けて整理し直すことが必要である。経営の外

部環境だけでなく、自社の人員構成の年齢的変化等も予

測できる未来であろう。いつから退職金が多く発生する

のか、再雇用での負担はどこまで生じるのか、このまま

では幹部人材がいつから不足するのか等、明らかに予測

できることである。予測できることに関しては、当然自

社の対応が十分であるかを考え、対応を打ち、予測でき
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ないことは起こった場合の影響、それへの対応を考える

ことになる。将来の経営環境を考える場合、確実に起こ

ることと、そうでないことを整理することにより、より

明確に把握、理解しやすくなる。これらを一緒くたにし

てしまい、将来は皆目読みようがないと考えたり、もし

くは危機感だけを募らせていることはないだろうか。

3つ目のポイントは確実には予測できないことに対し

て、どのように対応策を考え、行っていくのかというこ

とがある。確実に起こるかどうか分からないことすべて

に対応策を打つことは合理的でなく、経営資源が限られ

ている中堅・中小企業において、行うことは難しい。い

くつかのストーリーを構築し、それにより、打つべき対

応策を絞り込むことが大切である。いわゆるシナリオプ

ランニングである。起こり得る経営外部環境に関する未

来予測をいくつか作り、それらを評価して、将来への対

応策を考えて用意しておくというものである。ロイヤ

ル・ダッチ・シェルが石油危機前に、複数の将来予測を

立て、そのうちのひとつに石油危機が起きた場合を想定

していて、あらかじめ生産調整等の対応策を立てておい

たことにより、多額の損失を回避できたことによって、

一躍有名になった考え方のモデルである。進め方は、ま

ず、経営環境に関する情報を自社内だけでなく、最大限

外部の情報源等も用い、広く情報を集める。ただし、未

来の世界を予測するには量的にも限界があるので、自社

に関係する必要な情報はどこまでとするのかガイドライ

ンを決めておく必要がある。また、予測する期間をどれ

くらい先までとするかも設定する。その情報の中から、

自社に大きな影響を与える変化要因をピックアップする。

変化要因を複数組み合わせて、起こり得る未来のシナリ

オを複数作成する。シナリオは理論的には変化要因の組

み合わせだけ作成できるが、似たシナリオ等は統合し、

代表的なものに集約する。このときに起こりそうにもな

いからと特定のシナリオを消去してはならない。あくま

でも起こった場合の影響度、不確実性の両面で検討する。

これらのことを行うときには、経営者自らが経営幹部、

外部ブレーン等とともにいっしょに検討していくことが

ポイントである。これらの検討の過程により、起こり得

る複数の未来を考え、自社の将来を広く検討することが

可能となる。次章「戦略の構築」とかぶる内容になって

しまうが、この複数のシナリオから、取るべき戦略、施

策を検討していくことになる。確実性の高いものは実行

に移し、確実性が低いが起こった場合の影響度の高いも

のに関しては、対応する戦略、施策を練り込み、すぐに

実施はしないが、ことが起こった場合に動けるように準

備を行っておく。また、これらが起こる予兆となる事象、

指標を設定し、絶えずウォッチすることになる。現実的

には中堅・中小企業において、複数のシナリオに対して

対応策を打つことはできないが、いったんあらゆる偏見

をのぞいて、自社の経営環境を見直し、リスクの高いも

のに対して備えを検討しておくことで、もしもの場合に

迅速に動けるようになる。この過程で気付かなかった変

化要因に気付いたり、各シナリオ共通の絶対に行わなく

てはならない施策が浮き彫りになるという効果も生じる。

次章では、経営環境を見極めた後、実際にどのように

戦略を立てるかについて述べる。

環境の見極めも難しいが、それから本気で新しい戦略

を一から構築するとなるとこれもさらに難しい。これま

での延長線上で描くのであれば、やりやすいのであるが、

そうでなければ、いったい何から手をつけていけば良い

のか、と思われるのではないだろうか。しかし、基本は

成り行きベースを考えるところからはじまると筆者は考

える。成り行きベースの数字、方向性をまずおいてみて、

それと前述のシナリオを合わせれば、自ずからギャップ

が見えてくる。そこで、成り行きではどのように困るの

か、何が問題なのかを挙げておく。

次に、考えるべきは、自社の強み、他社に勝る優位性

の検討である。月並みであるが、こういう時代だからこ

そ自身を振り返らなければ、何も始まらない。トヨタや

パナソニックのような世界的な企業でさえ原点に立ち返

って、検討を行ってきた。この強みは、表層上の何々製

3 戦略の構築
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品が強い、何々の技術力があるといった話に留まらない。

製品が開発された要因、技術力が構築された根本の要因、

それこそ会社の歴史や風土というものの特性まで掘り下

げることが求められる。その中に企業としての本当のエ

ッセンスがある。経営幹部間で、よく議論されることを

お勧めする。経営資産もすべて洗いざらい考えなおして

みる必要がある。多くの場合、「顧客から評価されている

点」と「評価されているであろうと自社で思っている点」

はズレていることが多い。自社で当たり前と思っている

ことが顧客等から大きく評価されていたりするものであ

る。取引先に聞いてみたり、外部の視点での評価を受け

て、再認識する必要がある。強み、エッセンスは、筆者

はいくつかの切り口で整理できると考えている。表層に

現れている製品、技術力、物体としての資産等のハード

の面と、考え方、組織風土、仕組み等のソフトの面の2

つに分けられる。また、これらは既存事業である今日の

飯のタネと新しい事業である明日の飯のタネという切り

口でも整理できる。この強みエッセンスは、今日の飯の

タネには役立っている、役立てそうだが、明日の飯のタ

ネには役立たない、いや、今は役立っていないが、明日

の飯のタネには役立てそうである、等という切り口であ

る。両方に共通して活かせるものも多くあると思われる。

このような2軸で整理したうえで、経営環境、市場環境

等と照らし合わせて、どの製品、サービスに注力すべき

か、今後伸ばすべきかを検討する。要は自社の強み、エ

ッセンスでどの程度、将来の経営環境下で利益を上げ続

けられるのかについて、評価するのである。この検討は

経営幹部で何度もディスカッションを行い、煮詰めてい

く。よくプロダクトアウトはだめで、マーケットインが

良いと言われるが、中堅・中小企業には一般的にマーケ

ットインで製品開発を行い続ける体力はない。あくまで

も基軸はまず自社の強み、エッセンスである。ただ、プ

ロダクトアウト的になってしまい、ひとりよがりではい

けないので、もう一度、自社の強み、エッセンスが既存

事業で本当に役立っているのか、使えているのか、効果

を発揮しているのか、新規事業に使えるのは何か、優位

性を出せるのはどういうところなのか、等の点を見直す

ということである。そして、見直すときには、経営環境

の分析結果を評価軸、判断基準として用いるのである

（これからの経営環境の中で、強み、エッセンスとして通

用するのかどうか、普遍的なものなのか、顧客の求めに

対応できているのか、将来的に対応できるのかという視

点で確認するのである）。

なお、経営環境の見極めの中で触れなかったが、当然

に競合企業の分析もその中で行っているという前提であ

る。競合企業は見えている企業群に関しては、当然一通

り押さえるということと、新興国企業も対象にすること、

見えない企業に関しては、個別の企業としてではなく、

大くくりとしてどのような脅威がもたらされる可能性が

あるかということを整理しておくことになる。これらは

取引先等をはじめ、外部情報をうまく取って整理するこ

とと、不足する情報に関しては、これまでの動き、世の

中の流れから推定、予測することの2つが求められる。

この経営環境と自社の強み、エッセンスによる各事業

の検討を行う中で、伸ばせる事業（もしくは、製品、サ

ービス　他も同じ）、伸ばすべき事業、現状維持が精いっ

ぱいの事業、負けが込むことが見える事業等がはっきり

してくる。共通の固定費の負担を除いても負けが込むこ

とが予想される事業は、これ以上のコストダウンによる

改善の余地がないのであれば、速やかに撤退すべきであ

る。これからの経営環境下で、中堅・中小企業において

それを支えていく余力はない。余力があれば、それは新

しい事業チャンスの開拓に投入すべきである。できれば、

撤退ではなく、売却を行い、資金化を図りたい。伸ばせ

る事業、伸ばすべき事業、現状維持が精いっぱいの事業

に関しては、今度はそれぞれの事業を購買活動、営業、

開発等のバリューチェーンに分けて詳細に整理・分析す

る。まず、自社が優位性を持つもの（活動、機能）とそ

うでないものに分ける。優位性がないものに関しては、

事業別、各活動（機能）別に、外に出してコストダウン

を図る機能、外部提携により不足しているノウハウ、知

見を吸収する機能、人材や投資を行い強化すべき機能等
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に整理する。そして、最後に、もう一度全体最適の観点

で見直す。これらを通して、各事業が与えられた役割通

りに成果を出せるように、手当を行うのである。これが

一通りの戦略の構築の大きな流れである。

次章では、新規事業、新分野への進出に関して述べた

い。

筆者は実は全くの飛び地（顧客的にも、製品・技術的

にも）に進出する新規事業には懐疑的である。筆者の過

去のコンサルティング経験からしても、このような新規

事業は成功しづらく、中堅・中小企業ではなおさらハー

ドルは上がると考えている。全く可能性がないというわ

けではないが、それに対してはよほど特別な優位性か、

誰も全く行っていない状況等が必要と考える。それより

は既存の事業、技術、製品、顧客の延長線上で、成長を

考えて行くことをお勧めする。

成長のための新規事業、新分野への進出の検討におい

ては、アメリカの経営学者アンゾフの「製品／市場／地

理的成長モデル」が有用であると考える。製品・サービ

スの技術を既存と新規、市場ニーズを既存と新規、市場

の地理を既存と新規に分け、それぞれの象限でどのよう

な活動を行うのかを考えるものである。3軸になり、図

では表わしにくいが、考えるべき視点が分かりやすく網

羅されている。この中には既存技術の応用による新製品

の創造、既存顧客への付加サービスの提供、海外展開等、

等も内包されている。海外展開については、後ほど述べ

ることとし、この章では新規事業・新製品開発について

述べたい。

まず、既存事業への付加サービスを考えられることを

お勧めしたい。この方法が最も失敗しにくいものと思わ

れる。例としては、コマツのKOMTRAX（コムトラック

ス）等がある。建機に発信器を付け、車両の稼動位置・

稼動状況・コンディション等をコマツが遠隔監視し、そ

の情報により、定期整備部品のタイムリーな交換や、万

一の異常発生時における迅速・的確な処置を提供するも

のである（GEはこれを航空機のエンジンで行っている）。

要は製品を売るのではなく、そこにサービスも付加して

機能を売っているということである。お客さまは建機が

欲しかったのではなく、建機が行う「建設するという機

能」が欲しかったのであり、コマツはそれを提供してい

ることになる。応用範囲のある考え方である。この他に

は、プレハブ化のように、お客さまの前工程を取り込む

ことも考えられる。自社製品のお客さまの前工程、後工

程に関するところに付加サービスのタネは隠れている。

これは既存製品の維持・確保にも繋がる。ＢtoＣの例で

挙げれば、住宅分譲販売を行っているところが、中古住

宅の売買サイトを運営する等というものもある。製品の

ライフサイクルを見ていくことで、付加サービスのタネ

は広がる。

次には技術の横展開をお勧めする。自社の既存製品、

技術をこれまで交流のなかった新しい企業やすでに取引

がある企業だけれども関係のなかった別事業の部門に売

り込み、新製品、新技術の開発に結び付けるものである。

自社技術に自信のある企業であれば、なおさら、この方

策をお勧めする。意外と自社の技術は他の業界では知ら

れておらず、持ち込んでみると好反応が返ってくること

に驚かれるのではないかと思う。他社に持ち込むために

は、自社の技術や製品の要素をバラし、他社の方が分か

るように整理し、表現できるようにしなければならない。

技術を棚卸し、技術プラットフォームを整理し、コア技

術については、顧客目線で何ができるのか、どういう利

点があるのかをプレゼンテーションする必要があるとい

うことである（FABE（製品・商品の特長、特性をお客

さまの視点から整理し直す考え方・手法）の視点等も有

効と考える）。このとき売り込みをかける対象の企業、事

業は今後成長しそうな分野を選ぶことが重要である。そ

して、売り込みは技術営業のできるエース級の人材を充

てる。100億円未満の売上の会社であれば経営者自らが、

数百億円の売上の会社であれば、技術担当幹部自らが行

うのが近道であろう。これにより、他社の力も利用でき、

新しい有望な産業分野にも進出が可能となる。ただし、

4 新規事業、新分野への進出
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通常、製品の販売までに早くても3年程度かかるケース

が多い。

これらの活動を行うときには、広く営業から製造、管

理部門まで含めてプロジェクトチームを組んで、意見を

募るのも良い。新製品・新規事業のタネは自社の中に隠

れていることがほとんどである。営業、開発部門それぞ

れだけでは視野がせまくなりがちで、これまでの枠組み

から離れられない、部門横断、年齢横断的なプロジェク

トの中で、付加サービスや横展開先・分野を検討するこ

とが効果的である。

筆者はほとんどの企業、特にメーカーは海外展開を避

けて通れないものと考えている。海外に出れば成功する

というものではないが、出なければ不利な立場になる懸

念が大きい。海外展開せずに、日本で事業を行っていく

のであれば、世界有数の独自技術を持ち、海外メーカー

と直接取引ができるメーカーのみではないかと考える。

要は価格競争、コモディティ化の波に全くさらされない

メーカーのみ、そのようなことができると思われるので

ある。中堅・中小企業はこれまでも幾多の荒波を乗り越

えてきたので必ず独自性の高い事業・製品を持っている。

しかし、必ずしも独自性の高い事業・製品からだけでは

なく、汎用製品からも多くの売上を上げている。そのた

めその部分を新興国企業におかされるリスクは十分にあ

る。筆者はこれまでのコンサルティングにおいて、急に

製品の粗利率低下が生じて、業績が芳しくなくなったと

いう企業をここ数年、いくつも見て来ている。粗利率の

低下は、新興国企業の製品の参入、新興国製の部品を用

いた競合他社による低値の影響、追いつめられた競合が

なりふり構わずふっかけてくる低価格競争、等が原因と

なっていることがほとんどである。これらの要因は一過

性のものでなく構造的な変化なので、いったん既存製品

の粗利率が低下すると、それはもう元には戻らない。構

造的な変化に対しては、こちらも抜本的な対応を取らな

ければ解決はしない。現在は、震災特需で業績が回復、

一服されている企業も多いと思われるが、この間に抜本

的な対応策を打っていくべきである。特需が怖いのは、

これにより本来なら顕在化したはずの問題が潜在化して

しまい、社内の危機感が薄れ、対応が後手にまわること

である。この点についてぜひともご注意いただきたい。

特需を除いた損益で自社の現況の実力を見るぐらいの心

の持ち様が必要である。

さて、では海外展開であるが、最近、筆者が関係した

現場では下記のような状況である。一昨年までは中国進

出に関するお話が、主にメーカーからが多かったのだが、

昨年より、メーカーからのご相談はベトナム、インドネ

シアを中心に東南アジアにシフトしている。中国関係の

ご相談は商社・卸からが多い。これは中国に大手メーカ

ーがある程度進出してしまい、それらと取引を行ってい

た商社・卸も出て行かざるを得なくなったということで

あると見ている。メーカーに関しては、今から中国に出

るのであれば、東南アジアに出た方がまだ人件費も安く、

ビジネス環境的にも、中国人を相手にするよりはやりや

すいという考えがあるようである。中国とASEANは

FTAを結んでおり、東南アジア諸国に進出しておけば、

中国市場にも販売等は十分行いやすいという面と

ASEAN諸国の成長も睨んでという面の2つの理由がある

と思われる（2015年のASEAN経済共同体構築、東南

アジアの東西回廊の整備等、ASEAN地域の発展、融合

化が進んでいくと見られている）。

海外事業は、単なる新市場開拓ではなく、新しい事業

の柱となることを目指す新規事業の立ち上げと同様の覚

悟と実行力が必要である。成功させるには次のような要

件が必要である。①経営トップによるコミットメント、

②戦略ありき、③エース投入、④エリアマーケティング、

⑤ダブルスタンダード、⑥カントリーリスク対応の6つ

の要件である。

①経営トップによるコミットメントとは、トップによ

る大方針と挑戦的かつ具体的な目標設定と大胆な経営資

源配分の意思決定、実行が必要であるということである。

②戦略ありきとは、市場性、競争環境・自社製品特性の

5 海外展開
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把握による重点地域の設定や市場参入戦略（競争戦略）

の明確化が求められるということである。新たな海外進

出には、「戦略」が重要であり、戦略のミスは戦術ではカ

バーできない。③エース投入とは、ビジネススキルの高

いエース人材の登用が必要であるということである。こ

れは、エース抜擢人事による経営層の社内への意思表示

の効果ももたらす。④エリアマーケティングとは、自社

マーケティング要員の現地配置による市場の直接の把握

と現地文化・商慣習に合致した現地適合商品の企画開発

が求められるということである。⑤ダブルスタンダード

とは、国内製品とは異なる現地適合設計・品質基準の設

定と商品開発プロセス短縮による現地適合商品の早期投

入が必要であるということである。⑥カントリーリスク

対応とは、現地優良資本とのパートナーシップ、ローカ

ル人材登用による現地化推進により、リスクヘッジを図

っていくことを指している。

反対に海外事業展開・拡大が進まない原因は次の通り

である。①掛け声どまり、②青写真なき進出、③海外人

材を特別視、④国内基準への執着、⑤海外事業の運営体

制が未整備の5つがある。

①掛け声どまりとは、海外進出が方針には掲げられて

いながらも、経営資源が十分に投入されていない、目標

が消極的で、ドメスティックな社内意識から脱却できな

いということである。②青写真なき進出とは、戦略があ

いまいなまま、同業他社に追随したり、なりゆき任せの

事業展開を指す。そうではなく、グローバル企業との世

界戦に臨む覚悟が必要である。③海外人材を特別視とは、

海外要員は海外経験、語学、貿易知識等が必要との先入

観を強く持っていたり、海外事業担当者は一部の海外経

験者のみでローテーションしてしまっていることである。

④国内基準への執着とは、国内品質基準に固執した製品

戦略をとったり、国内での商品企画が現地ニーズとかい

離してしまっていることを指す。⑤海外事業の運営体制

が未整備とは、海外事業方針が海外子会社まで浸透せず

に実行されていない、本社の海外事業部門が機能してい

ないということである。

実際、海外市場にどのようなステップで進出するかで

あるが、成功させるためには、次の通りの正しいプロセ

スを経た調査と意思決定、勝てる戦略づくりがポイント

となる。①参入国選定、②市場性の確認、③参入方法の

決定、④市場参入（事業）戦略の決定、⑤投資採算性確

認（フィージビリティ・スタディの実施）、⑥投資の意思

決定、市場参入となる。

①参入国選定では、製品・地理的位置・所得と人口等

のマクロ的な市場の魅力度、自社の優位性のレベル評価

等の競争環境、インフラの整備状況・法規制・政治社会

情勢等の市場リスクを資料ベースで調査して、絞り込ん

でいく。②市場性の確認では、①で調べた内容をより詳

細に調査していく。市場規模・トレンド・競合・流通構

造・商慣習・投資制度・参入規制等のミクロ的な市場の

魅力度、顧客動向・仕入環境・業界内動向・新規参入動

向・代替品動向等の業界魅力度を調査により確認する。

現地でのヒアリング、視察はもとより、BtoC分野の事

業であれば、インターネットアンケートやグループイン

タビュー等の消費者ニーズ調査を行うことも場合によっ

ては必要。この段階では、社内にその国に詳しい者がい

ない場合は、実績のあるコンサルティング会社やマーケ

ティング会社等、専門家を利用することをお勧めする。

その方が、結局短期間かつ低コストで効率的に調査を終

えることができる。当然、経営トップ、幹部等が、自社

の目で現地を確かめることが前提である。③参入方法の

決定では、独資、合資等に関する参入形態・法規制の確

認とメリット、デメリットの整理を行う。④市場参入戦

略の策定では、市場の細分化、ターゲットの明確化、市

場でのポジショニングの決定を行い、バリューチェーン

の組み立てを行う。バリューチェーン上、不足する機能

をどのように補うのかを検討する。この段階では、参入

戦略の仮説づくりとそれに対する徹底的なディスカッシ

ョンが必要である。場合によっては、仮説検証のための

追加調査を行う場合もある。⑤投資採算性確認（フィー

ジビリティ・スタディの実施）であるが、損益だけでな

くB／S、資金計画、要員計画等も含めて計画を策定し、
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回収期間等の算定により、投資経済計算を行う。⑥投資

の意思決定、市場参入は、⑤の結果により、最終的な判

断を行う。この時に合わせて、撤退条件も設定し、経営

陣で共有する。これを行っていなければ、計画通りに行

かなかった場合に、ずるずると赤字を垂れ流すことにな

ってしまう。この後、実際の進出になるが、法人設立等

は、現地の日系のコンサルティング会社・専門家等を用

いて、用地・物件の確保、法人名のリサーチ、申請書作

成、契約手続きを行っていく。日本にも現地と提携して

行うところも多くある。

最後に、提携先、代理店の開拓について述べる。これ

から中堅・中小企業が主に進出すると考えられるアジア

市場は、欧米、中国、韓国、台湾等、世界の競合他社が

群がる世界市場の縮図である。その市場で勝ち抜くため

には、差異化、一点集中突破を基本に戦略的計画的な戦

線の拡大が求められる。ポイントは、①集中特化、②市

場カバレッジ、③差異化の3つである。

①集中特化とは、集中するターゲット市場の見極め、

経営資源の集中投下が必要であるということである。②

市場カバレッジとは、販売網を張り巡らせて市場をカバ

ーし、地理的特性を考慮して戦略的にカバーエリアを拡

大することを指す。③差異化とは、競合他社と差異化で

きる製品投入が必要不可欠であるということである。製

品だけでなく、ソフト面の付加サービスに差異化を図る

ということも考えられる。

これら、特に②を実際に行うにおいては、現地国を中

心とした海外の提携パートナー・代理店を作ることが有

効な施策のひとつとなる。作り方は、次の通りである。

該当国で条件に合致する候補企業を資料や現地リサーチ

会社を使ってリストアップし、それを企業概要等、外形

的条件からさらに絞り込む。絞り込んだ後は、現地に乗

り込み、流通段階での候補企業の聞き取りによる評価を

確認のうえ、信用調査を実施する。それらの結果で大丈

夫であると判断した後は、候補企業に打診し、交渉に入

る。契約書等は国際弁護士を用いて作成する。通常はこ

のような流れで進めることになる。

その他にコンサルティング上、多く問題となっている

のは、海外工場と日本工場の位置づけ、製造する製品の

区分けをどのようにするのか、将来的な両者の人員体制

をどのようにしていくのかということがある。海外工場

が一国にしかない場合はカントリーリスクもあるので、

急激な海外工場シフトは危険な面もあるが、基本的には

海外でできるものは、どんどん移管すべきであると考え

る。新興国企業の技術力の向上はまったなしであるので。

日本国内に残す製品は、付加価値が高い、開発に深く関

係する等、残す理由のあるものに将来的には絞られると

考える。すでにそのようになってしまっている中堅・中

小企業もある。そのようなことを見越して、日本工場で

の人員の採用、雇用延長対応を行っていく必要があると

考える。

以上が海外進出に関する基本的な内容である。

新製品の開発、海外展開等、どのような施策を実行す

るにせよ、それを実行する人材、組織が必要である。中

堅・中小企業の経営トップに会うと、当社は人材がいな

い、ろくな幹部がいない、育っていない、若い者も言う

ことも聞かず、社会人としての常識もないということを

伺うことが多い。それはおっしゃるとおりであることも

多いのであるが、それを言ってしまうと身も蓋もないの

ではと思う。人材が育っていないのは、成長企業のよう

に急激に若い人材が増えたので教育が追いつかない等、

仕方のない理由がある場合もあるが、人を育てるのは企

業、経営陣の責任の範疇であると筆者は思う。企業によ

っては、石油ショック時に業績が悪化し、採用ができな

かった、半導体業界が盛況であったときの影響でいい人

材が全くとれなかった等の理由で、人員の年代構成がア

ンバランスなところがある。これはこれで仕方のないと

ころであるが、年代構成がアンバランスであったり、溝

があると、溝の下の世代は、上のロールモデルが少ない

ため、なかなか管理職等に育ちにくい。ここは企業側が

意識的に何か取り組みを行って埋めてあげなければなら

6 組織風土改革と人材育成
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ない。

筆者は組織風土改革、人材育成に関して、基本的に次

のように考えている。

まずは、人が育っていないのは、採用も含めて企業側

の責任の面が強いと思う。往々にして、人が育っていな

いという企業では、人を育てるという組織風土がそもそ

もなく、それを重視していない。また、人を育てるとい

うことが評価の対象にもなっておらず、幹部・管理職は

プレイヤーとしての有能さを買われて、昇進したものが

ほとんどであり、自身も自分で動くのが好きである。

次に、では、人材がいなければ外から中途で採用して

くれば良いかといえば、そうでもないと考える。経理・

財務担当のような専門職種であれば、ある程度普遍的な

スキルであり、比較的流動性もある職種であるので、そ

れなりの人が見つかる場合もある。また、社内の方との

接触を減らそうとすれば減らして事務的な対応に終始す

ることもできるので、その人の個性と社風が合う・合わ

ないの問題も生じにくい。しかし、それ以外の部門の人

材の場合は、外部人材の登用は結構難しいと思える。ま

ず有能な人間がそもそも流れているのか、採れるのかと

いう点、そして、その人の個性が社風と合うのか、とい

う2つの問題がある。仮に有能な人間が見つかったとし

ても、その人を迎え入れるためには、それなりの給料が

必要になり、それが既存の人員とのアンバランスを引き

起こすこともある。そもそも中堅・中小企業はニッチ市

場に特化していることが多く、事業内容を理解するのに

は比較的時間がかかるため、採用した人材が戦力化する

までには時間と手間がかかる場合が多い。このようなこ

とから、採用活動を行いながらも、まずは、社内人材の

育成を行うのが良いと考える。

次に、年代に断層がある、年配の幹部、管理職が少な

い企業の場合で、中堅・若手幹部が十分に育っていない

場合は、それはそれである程度仕方のないことと受け入

れてから、教育を行っていただきたい。おそらくそのよ

うな企業では、ロールモデルとしての幹部、管理職が不

足していて、中堅・若手幹部が育っていないだけでなく、

そもそも中堅・若手幹部自身が自らが教育された経験が

非常に少なく、自分が管理者になっても、どう教えて良

いのか、どう接すれば、部下がどう感じるのかが、実感

として分からないことが多い。人間は、自分がされて来

なかったことは、他人にもできないものである。

意識改革や教育は上から順番に行うのが良い。絶対的

に上から順番かと言われると、そこまで、そうであると

は言わないが、今の幹部等はあきらめて30代前後から教

育するとかいうようなことは良くないと考える。まず、

そのようなことをした場合、教育を受けない層がそのま

ま上に残っているのであれば、教育を受けた層と受けて

いない層で、意識のズレ等が生じ、全社組織的には不安

定になる可能性が高い。また、仮に30代前後が教育され

たとしても、上にまだたくさん詰まった状態であれば、

実際の仕事で、その意識、知識が活かしにくであろうし、

その層が昇格するころには、教育の効果が薄れてしまっ

ていることも懸念される。組織は順番に繋がっているも

のであるので、役職の上下の入れ替え等を行わないので

あれば、上から順番に意識改革等を働きかけて、徐々に

それを下におろしていくのが、組織としてその効果を定

着させるには効果的であると考える。まずは、部長クラ

スか役員クラスから働きかけて、順番に課長、その下に

働きかけていくのが良いと思う。もちろん、手間暇の掛

け具合は、本来、一番成長させたい層に、重点的にかけ

るので良いと考える。

その他、意識改革は、多くの人になべて行うのは非効

率である。最も変わりやすそう、伸びそうで、能力も比

較的高く、それなりに人望もある人物数人に絞って、ス

タートすべきである。多くの人が一斉に意識を変えるこ

とはない。まず、少数でも意識を変えた人が出れば、そ

の人たちも使って、順番に変わりやすそうな人から変え

ていけば良いのである。意識が変わった人が組織の中で、

一定の割合を超えると、がらっと一度に組織が変わると

きが来る。

意識改革、教育は実は、どのようなメニュー、働きか

けであっても良い。ポイントは気付きを与えることであ
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る。それが行えるのであれば、座学でもプロジェクト型

の研修でも、面談でも何でも良い。持続させるには、ま

た別の取り組みが必要ではあるが。今日の中堅・中小企

業の幹部人材において必要な気付きは、経営者としての

視点、それに付随する健全な危機意識、リーダーとして

部下を教え、導くという大切さ・楽しさといったところ

ではなかろうか。このようなことを気付かせるための取

り組みを行われることをお勧めする。外部のコンサルテ

ィングやセミナーを受けるという方法もあるが、まずは

次のことに取り組まれてはどうだろうか。たとえば、社

外の方にふれる機会を設ける、ふやす、全く違った部門

に異動させる、本人の実力を少し超える何かの責任者に

任命する、社長が真摯に分かりやすく個人的に会社の将

来像、その実現のための戦略、経営の思想・価値観を何

度も語りかける、等が考えられる。取り組み方法はいく

らでもあると考えるが、あとは、それらの取り組みを通

じて、対象者がどのように変わっていっているのか／い

ないのか、という点を丁寧に見続けていくことが重要で

ある。人は簡単に成長しないけれども、自分で気付いた

人間の成長は驚くほど速いものである。育成の対象者が

気付きを得るまで、我慢強く指導し、見守っていく必要

があると筆者は強く思う。

今日、これだけ経営環境の変化が激しく、また競争が

厳しい時代であるため、子会社をうまく活用することが、

企業の成長には必要不可欠であると考える。規模的には

百億円以上の売上の規模の企業ぐらいからは、こうした

グループ経営体制の整備はぜひ必要であると考える。そ

のぐらいの規模の企業であれば、子会社もいくつか持っ

ていると思われる。また、本体だけで事業すべてを見る

のが難しくなる、非効率になり始める、といった場合が

結構ある。

子会社を持つ理由は大きくまとめてしまうと、権限を

分けてより機動的に新しい事業、新しい市場での成長機

会を捉えるためと、業種に合った人件費水準、勤務体制

に分け、グループ全体の採算性を向上させるための2つ

ではなかろうか。そして、グループ経営の全体像とは、

①グループ基本戦略の策定、②グループ組織機構の構築、

③グループ運営制度の整備、④PDCA管理の実行、の4

点である。

①グループ基本戦略の策定とは、各社、各事業の寄せ

集めの戦略ではなく、グループの真の強み、シナジー、

全体のビジネスモデル、事業ポートフォリオを考えて、

その実現に最適な戦略を考えるということである。多く

の企業では実際には十分に行い切れていないのがこの点

である。前述の経営環境と自グループの強みを深く認識

したうえで、どれだけグループ役員トップ層で話し合わ

れているかということに尽きる。全体の戦略が決まれば、

子会社の役割、目標も明確になる。シナジーに関しては

掛け声で終わる場合が多いので、本当に実現するのであ

れば、シナジー実現のための数値目標を設定し、それを

個人目標、評価にまで落し込まなければいけない。たと

えば、グループの製品を誰々は上期に売上いくらまであ

げる等といった目標である。もちろん、目標だけでなく

シナジーを発揮して、グループとしてはどういう価値を

追求しているのか等、考え方のところも教えなければ、

真に顧客のための製品、サービスの提供にはならない。

②グループ組織機構の構築とは、持株会社にするのか、

どの会社のどの部門の下に子会社をぶら下げるのか等の

問題に関する内容を指す（大きく展開している会社では、

中核会社や地域統括会社といったものもここに含まれ

る）。ポイントは戦略と組織機構が合っているかである。

純粋持株会社制が流行っているが、必ずしもそれがすべ

ての会社にあてはまるわけではないので、メリット、デ

メリットを十分に考えて体制を作る必要がある。あと、

機構を整えたとしても、それを機能させるためには各社

に適切な人材を配置することが重要である。そのために

はグループ本体において、各社の経営トップ人事権を掌

握する必要がある。また、子会社と発生する頻繁なやり

取り、グループ内調整のために、グループ本体、経営ト

ップ直轄のグループ会社管理部門の設置が求められる。

7 グループ経営体制の整備
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③グループ運営制度の整備であるが、これは組織機構

を運営するための諸制度を整備することを指す（権限ル

ール、レポーティング、目標設定・評価の仕組み等）。グ

ループの戦略、子会社の役割により、遠心力を働かせる

方向で権限ルールを作るのか、求心力を働かせる方向で

権限ルールを作るのかが分かれる。目標・評価制度は、

流行りのEVA、バランストスコアカードとか凝った指標

である必要はない。重要なのは、評価される側、評価す

る側が理解できるものであり、グループ会社に与えられ

た役割に合致したものかどうかである。各社各様の実態

にあわせて決めるべきである。

④PDCA管理の実行とは、戦略、実行計画が確実に実

行されているかという点について、ルールに従って進捗

管理を行い、状況に合わせて改善を促すことである。こ

のPDCA管理の要となるのがグループ管理部門である。

子会社の中期経営計画策定、予算編成段階から、関わり、

内容を精査することがまず第一の役割である。次に期中

において、計画等の進捗状況を確認し、目標の達成度合

いを測り、それに応じて現実的な改善策の立案を促し、

そしてまた精査するということを繰り返していくことが

求められる。

本稿において十分に語り尽くせなかった分野や触れら

れなかった分野もあるが、以上が筆者の考える中堅・中

小企業に対する生き残りのための処方箋のいくつかであ

る。目まぐるしく変わる経営環境の中、考えるべきこと

は多く、行わなければならないことはもっと多く、しか

しそれをいっしょに行ってくれる人材は不足していると

いうのが、中堅・中小企業の実情ではなかろうか。

だからこそ、冷静に経営環境を見つめ直し、戦略や対

応策を考え、絞り込む重要性が増していると思われる。

また、このような時代だからこそ、外部ブレーン、取

引先企業、提携企業、協力企業、学術機関、アウトソー

サー、コンサルティング会社やリサーチ会社等、外部の

力を最大限活かすべきではないかと思われる。

中堅・中小企業は、リスク許容度では大企業に劣るも

のの、その強みは経営の意思決定と行動の迅速性にある

と考える。現在は、世界の政治・経済・社会のタガが外

れ、不作為がリスクになる時代である。このような時代

では、経営者として深思熟考した後は、思い切って足を

踏み出すべきではないだろうか。

8 総括
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マを「日本の進むべき道」と設定し、塾生同士がそれぞれの専

門分野における知見を持ち寄りながら、歴史的視点を踏まえて、

これからの日本の進むべき道について構想していくことを目指
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そして、外部から有識者を講師としてお招きして、有識者の方々

とのディスカッションを軸に、あるべき日本の姿についての検

討を進めた。お招きした有識者は、一橋大学大学院国際企業戦

略研究科教授の楠木建氏（演題「『ストーリーとしての競争戦

略』の視点から」）、津田塾大学准教授の萱野稔人氏（演題「エ
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知県立大学准教授の與那覇潤氏（演題「『江戸時代』は終わっ

たか？：閉塞する政治の構造と展望」）、のお三方である。 

そして、これらの議論を総括するものとして、本号において

は弊社・中谷巌理事長の巻頭言を収録した。これら一連の議論

が、3.11東日本大震災からの復興とこれからの日本の進むべき

道を導く指標の構想において一助となれば幸いである。 
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